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界初のガスタービンによる発電に成功している。その後，
航空機用ジェットエンジンを中心に技術開発が進められ，
その技術を発電用に転用する形で発電用ヘビーデュー
ティー型ガスタービンが実用化されてきた。
日本の電気事業においては，1957年に天然ガスを燃料
とした2千kWのガスタービンが初めて導入されている
が，導入当初のガスタービンは，技術的な問題から発電
容量を大きくすることが出来ず，効率も低かったことか
ら，非常用電源として導入されることが多かった。
その後，冷却技術の向上や耐熱材料の開発により燃焼
温度の引き上げが可能となったことから，ガスタービン
の効率は向上し，1980年代以降は，ガスタービンに排熱
回収ボイラと蒸気タービンを組み合わせたコンバインド
サイクル化により，プラント効率はそれまで主流であっ
た汽力発電と同等以上まで向上した。現在では，優れた
環境性も相まって，多くの電気事業者が天然ガス焚きガ
スタービンコンバインドサイクルを導入している。

3．現在のガスタービンの位置づけ
電気事業者は，環境性，経済性，エネルギーセキュリ
ティーの同時達成を目指し，原子力発電，火力発電，水
力発電それぞれの特性を活かし，組み合わせる「電源の
ベストミックス」に取り組んでいる。図1に一日の電力
需給イメージを示す。
「電源のベストミックス」において，原子力発電およ
び水力発電（揚水式を除く）はベース電源として位置づ
けられているが，火力発電はベース電源のみならず，需
給調整を行うミドル電源あるいはピーク電源としても位

1．はじめに
現在，地球温暖化問題は全世界共通の課題として，気

候変動枠組み条約を中心に，国際社会の中で広く議論さ
れている。2008年7月に開催された北海道洞爺湖サミッ
トにおいては，G8首脳宣言として「2050年までに世界
全体の温室効果ガス排出量の少なくとも50%を削減す
る」という長期目標の設定が合意された。また，日本に
おいても，2008年6月に発表された福田ビジョンにおい
て「2050年までに温室効果ガス排出量を，世界全体で半
減，日本としても現状から60%～80%削減する」という
長期目標が掲げられており，温室効果ガス排出量の削減
に向けた，着実な取り組みが社会全体に求められている。
CO2をはじめとする温室効果ガスの排出量を2050年ま

でに半減するためには，既存エネルギー技術の改良，普
及と共に，革新的な技術の開発が必要であり，2008年
3月に経済産業省から公表された「Cool Earth－エネル
ギー革新技術計画」では，我が国が重点的に取り組むべ
きエネルギー革新技術として，先進的原子力発電や革新
的太陽光発電と共に，火力発電に関する技術として，高
効率天然ガス火力発電や高効率石炭火力発電が挙げられ
ている。
一方，太陽光発電については積極的な導入が検討され

ており，2008年5月に経済産業省から公表された「長期
エネルギー需給見通し」の最大導入ケースでは，「2005
年を基準として，2020年には約10倍の1400万kW，2030
年には約40倍の5300万kWに引き上げる」というシナリ
オが描かれている。太陽光発電は，昼夜や天候により負
荷が変動するという特徴を持っているため，一定量以上
の導入にあたっては，蓄電池設置等の系統安定化対策が
必要となるが，加えて，需給調整用電源としての火力発
電の重要性がこれまで以上に高まる可能性がある。
本稿では，このような低炭素社会における火力発電の

役割変化の可能性も踏まえながら，今後の火力発電にお
けるガスタービンへの期待を述べさせて頂くこととする。

2．ガスタービンの歴史
ガスタービンの歴史は古く，1939年にはドイツで

ジェット機の初飛行に成功しており，同年，スイスで世

図1　一日の電力需給イメージ
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置づけられており，効率のみならず，幅広い運用条件に
対応できる柔軟性も求められている。
現在，ガスタービンは，プラントの機器構成（シンプ

ルサイクル，コンバインドサイクル）や発電容量，使用
燃料により，ベース電源から非常用電源まで様々な役割
を担っており，具体的には，効率の高いガスタービンコ
ンバインドサイクルは，ベース電源あるいはミドル電源
として位置づけられており，優れた起動特性を持つシン
プルサイクルガスタービンは，ピーク電源や非常用電源
として位置づけられている。

4．今後のガスタービンへの期待
4.1　ベース・ミドル電源
⑴天然ガス焚きガスタービンコンバインドサイクル
経済性，環境性に優れる天然ガス焚きガスタービン

コンバインドサイクルは，今後の火力発電においても主
力電源として活躍するものと考えられ，更なる高効率化
が期待される。国内でガスタービンコンバインドサイク
ルの導入が始まった1980年代には，燃焼温度は1100℃程
度であったが，現在では，冷却技術の向上や耐熱材料
の開発により，1500℃程度まで引き上げられており，プ
ラント効率（送電端，LHV）も48%から58%へと，10%
近く向上している。現在，国家プロジェクトとして進
められている1700℃級ガスタービンの開発は，燃焼温度
を200℃引き上げることにより，プラント効率62%を目
指すものであり，実用化されれば，現在主流の1500℃級
ガスタービンから更に4%の効率向上が見込め，一層の
CO2排出量削減効果が期待できる。
一方で，太陽光発電の積極的な導入を考慮すると，

ベース・ミドル電源にも需給の調整役としての役割がこ
れまで以上に求められる可能性があり，コンバインドサ
イクルにも，更なる負荷追従性の向上が期待される。例
えば，現在主流の30～50万kWの大容量機よりも，細や
かな負荷調整が可能な10万kW程度の中容量機のニーズ
が高まる可能性もあると考えられ，蒸気タービンを持た
ない簡単な機器構成で中容量コンバインドサイクル以上
の効率を実現できると見込まれている，高湿分空気高効
率ガスタービン（AHAT）も有効な技術となる可能性
がある。
また，電気事業者にとっては，プラントの高効率化

に加え，メンテナンスコストの低減も重要な要素であり，
今後のガスタービン技術開発においては，遮熱コーティ
ングの性能向上や寿命診断技術の開発，低コスト耐熱合
金の開発などによる，高温部品費を中心としたライフサ
イクルコストの低減についてもあわせて考えていく必要
があるといえる。
⑵石炭ガス化複合発電（IGCC）
石炭は，石油や天然ガスに比べ，経済性とエネルギー

セキュリティーの両面で有益な燃料であるが，発熱量あ
たりのCO2排出量は，石油や天然ガスよりも多いという

特徴を持つ。このため，低炭素化の流れの中で，石炭火
力発電の導入を進めていくためには，CO2排出量の低減
が大きな課題といえる。
高効率石炭火力発電技術としては，先進的超々臨界
圧発電（A-USC）および石炭ガス化複合発電があるが，
このうち，石炭ガス化複合発電は，石炭をガス化させて
ガスタービンコンバインドサイクルにより発電するもの
であり，現在の微粉炭焚き汽力発電よりも2割程度高い
効率を得ることができると見込まれており，発電コスト
低減とCO2排出量削減の両面で有効な技術であるといえ
る。加えて，燃焼前燃料ガスからのCO2回収やクローズ
ドガスタービン化により，微粉炭焚き汽力発電よりも低
コストでCO2回収が可能であると考えられており，CO2
回収・貯留（CCS）を実現するうえでも有望な技術とい
える。

4.2　ピーク電源
前述のとおり，低炭素社会では，需給調整を行うピー
ク電源の役割が，これまで以上に重要となる可能性があ
る。現在は，主に油焚きもしくは天然ガス焚きの汽力発
電がこの役割を担っているが，これらの設備の多くは経
年化が進んでおり，今後の火力電源開発においては，高
効率のベース・ミドル電源だけでなく，需給調整の役割
を担うピーク電源の開発もあわせて検討していく必要が
あると考えられる。
この点において，ガスタービンは負荷追従性や起動停
止特性などのピーク電源に求められる諸特性に優れてお
り，また，近年の高効率化によりシンプルサイクルでの
効率も汽力発電に近い水準まで向上してきていることか
ら，将来的には需給調整用のピーク電源として，シンプ
ルサイクルガスタービンも選択肢の一つとなる可能性が
ある。
しかしながら，現状のガスタービンには，高温腐食や
フィルム冷却孔閉塞などの問題から，A重油や灯油，天
然ガスといった清浄度の高い燃料しか使用できないとい
う問題があり，また，今後は植物油やバイオディーゼル
などのバイオマス液体燃料の普及も考えられることから，
環境性，経済性，エネルギーセキュリティーの観点より，
燃料の多様化が求められる可能性がある。

5．おわりに
我々電気事業者は，環境性，経済性，エネルギーセ
キュリティーの同時達成を目指し，原子力発電の導入や
火力発電の効率向上などに取り組んできたところであり，
ガスタービンは電力供給インフラの形成に大きく貢献し
てきたといえる。来たるべき低炭素社会においても，ガ
スタービンは重要な役割を果たすものと考えられ，今後
の技術開発にあたっては，1700℃級ガスタービンや石炭
ガス化複合発電などの高効率化技術，低炭素化技術の一
層の進展を期待したい。
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となる。すでに国内最新鋭の1500℃級発電設備で熱効率
59%超（低位発熱量基準）が達成されるなど，わが国の
ガスタービン技術は着実な進歩を続けているが，2005年
から更なる高温化のために，三菱重工業㈱は国家プロ
ジェクトの1700℃級ガスタービンの要素技術の開発に取
り組んでいる。本稿では，これらの技術開発のうち，高
温化への取組みについて述べる。

2． プラントの概要
1700℃級ガスタービンの開発に当たっては，燃焼温度
の高温化とともに指数関数的に増加するNOxの低減技
術の開発が必須となる。このため，排ガス再循環方式
（EGR）の採用が検討されている。図1に，1700℃級ガ
スタービンを用いたGTCC発電プラントのイメージ図を
示す。廃熱回収ボイラの出口からガスタービンの圧縮機
の入口に排気の一部を再循環させる方式である。

3． 低NOx燃焼器の技術開発
排ガス再循環の採用により，燃焼器入口での酸素濃度
を低減することができ，NOxの生成を抑えることがで
きる。図2に排ガス再循環率と燃焼器入口・出口におけ
る酸素濃度の関係を示す。再循環率35%では燃焼器入口
の酸素濃度を通常の21%から約15%まで低減することが
できる。まず，排ガス再循環方式の燃焼器の有効性を確
認する為に，基本的な以下の検討が行われた。はじめに，
図3に，排ガス再循環率と圧力レベルを変数とした場合
の層流燃焼速度への影響を計算した結果を示す。大気圧

1． はじめに
ガスタービン複合発電（GTCC）は，わが国では80年
代の初頭から導入され，化石燃料を使用する発電設備
の主要な役目を果たしている。GTCCは，燃料消費の低
減とエミッション低減の両面で貢献してきた。1997年か
らは，1500℃級G型ガスタービンが導入され，わが国が
GTCCの高温化をリードしている。それ以降，ますます
市場のグローバル化が進み，この10年間でGTCCを取り
巻く環境の変化が非常に早くなった。まず，
•地球温暖化防止に対する社会的な要求の高まりとク
リーンなGTCCに対する需要の伸び，

•風車や太陽光などの自然エネルギーの急速な普及と，
それに伴うGTCC負荷吸収能力の必要性，

•バイオ燃料の出現と，IGCCなど燃料多様化への対応
•夏季の発電需要の伸びとピーク時の確実な稼動のため
の信頼性要求

•燃料高騰，乱高下に伴う更なる燃料消費の低減要求，
など，ガスタービンメーカーの努力がいっそう必要とさ
れる時代となってきた。この様な複雑で急速な社会的な
要求の変化の中，グローバルな景気減退の影響があるに
もかかわらず，共通して述べられていることは，
•一時的な景気減退からの回復後は，2030年や2050年ま
での長期的な展望としてGTCCの世界的な市場はさら
に成長するであろう，

•発展の著しい国では，各国の電力基盤整備のために，
比較的建設期間が短く，安定した電力供給が可能な
GTCCへの期待が大きい，

•先進国ではGTCCの特徴である経済性と環境適合性を
より一層高める為の高性能化が必要とされる，

•自然エネルギーの普及や原子力発電とのベストミック
スの観点で，高性能を維持しつつGTCCの特徴である
負荷吸収能力への要求が高まる，

などである。このような要求と期待にこたえるための
打ち手のひとつとして，更なる高温化への取組みが必要

図1　1700℃級GTCCのプラントイメージ

原稿受付　2009年2月18日
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に比べ，3000kPa（約30ata）を超える条件では層流燃焼
速度は約1/3となり，さらに，上述の排ガス再循環率
を35%とすると酸素濃度が従来の21%から15%程度まで
低下することにより，燃焼速度がさらにその1/2にな
ることがわかる。この燃焼速度の低減により，燃焼器内
でより均一な燃焼を可能とすることができる可能性があ

る。そこで，同じ変数に対する火炎温度への影響を調査
した。この結果を図4に示す。排ガス再循環の効果によ
り，同じ当量比でも火炎温度を200℃～300℃低減できる
ことがわかる。図5にCHEMKINを用いたNOの発生予
測を示す。各当量比でNO低減の効果が期待できる。
これに加え，1700℃で目標のNOx50ppmを達成する
為に新しいコンセプトが必要となっている。これまでの
研究で，広い作動範囲で希薄予混合を可能とするダブル
スワラー方式の採用により低NOx燃焼を可能とする新
コンセプトが考案されている。図6に，レーザー誘起蛍
光法（PLIF）を用いた新コンセプト燃焼器の断面燃料
濃度分布の計測結果を燃焼温度に換算して示す。非常に
均一化された濃度分布が計測されている。図7には，こ
の新コンセプト燃焼器を用いた燃焼試験装置の概要を示
す。排ガス再循環を模擬する為に，小型ガスタービン
MF111の燃焼器を使用して希釈用空気と混合すること
により再循環用の排ガスを模擬した。図8に排ガス再循

図3　排ガス再循環比率と圧力の層流燃焼速度への影響

図2　排ガス再循環比率と1700℃条件での燃焼器入口，
　　　出口の酸素濃度

図4　排ガス再循環比率と圧力の火炎温度への影響

図5　排ガス再循環比率のNO生成量への影響

図6　PLIFによる気流試験での燃料濃度分布計測
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環率を変化させた場合の燃焼器出口の酸素濃度を横軸と
して，1700℃燃焼条件でのNOxとCOのエミッション計
測値を示す。NOxは50ppm以下，COも10ppm近くであ
ることが確認された。図9に1700℃条件での燃焼試験時
の火炎を示す。非常に安定した火炎が観察され，今後の
開発での実現可能性の高さが示された。

4． 先進冷却技術
1700℃級ガスタービンのタービンの動静翼は非常に高

い熱負荷と熱応力にさらされる。サイクル性能を損なわ
ずにタービン動静翼の寿命を現状の1500℃級と同等レベ
ルに維持する為に，最小の冷却空気流量で高い冷却効率

を確保することが要求される。このため，現時点ではボ
トミングサイクルから導入される蒸気を閉ループで用い
る蒸気冷却と，従来ガスタービンのように圧縮機から抽
気された冷却空気の両方を用いたハイブリッド冷却が検
討されている。1700℃級ガスタービンでは，タービン翼
表面でフィルム冷却の届かない，もしくは効かないホッ
トスポットは致命傷となるため，基礎的な研究として
フィルム冷却効率を回転翼列試験で確認した試験結果に
ついて記述する。図10は，大型低速回転試験装置の概念
図である。翼面及びプラットフォーム面上のフィルム冷
却効率が，赤外線カメラやLIFなどを用いて計測される。
計測では，実機で想定される速度三角形などを模擬した
相似条件にて，三次元で，動静翼間の翼列干渉などの
影響下でのフィルム冷却効率が計測された。計測結果は，
静止場で計測された平板のフィルム冷却効率と比較さ
れた。図11は，静翼のエンドウオール面上のフィルム冷
却孔と回転動翼のプラットフォームのフィルム冷却孔を
示す。これらの計測は感圧塗料（PSP）を用いて行われ
た。実機の高温ガスと冷却空気は，それぞれ図10の実験
装置の主流空気と二次空気系の窒素で模擬され，フィル
ム孔からの窒素の噴出により変化した表面上の酸素濃度
分布が画像処理により計測される。図12は，静翼エンド
ウオールの第一列からの吹き出しによるフィルム冷却効
率を平板での計測結果との比較で示す。吹き出し比は1.0

図8　NOxとCOの計測結果

図10　回転試験装置と2次空気系統
図7　排ガス再循環を模擬した燃焼試験装置

図9　1700℃条件での燃焼火炎

図11　静翼エンドウオールと動翼プラットフォームの
　　　フイルム冷却孔
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である。吹き出し直後のフィルム冷却効率が平板での
データに比べ小さいことがわかる。これは翼前縁からの
馬蹄形渦の影響と考えられる。図13は，同様に静翼エン
ドウオールの第二列からの吹き出しである。馬蹄形渦の
脚とパッセージ渦の影響と考えられるが，フィルム孔の
近傍から遠方まで平板に比べ低いフィルム冷却効率しか
期待できないことがわかる。図14は静翼エンドウオール
の第三列目の吹き出しであるが，エンドウオール面上で
比較的主流と同方向の静圧勾配を有している影響で，平
板に比較的近いフィルム冷却効率が得られている。図15
は，動翼プラットフォーム面上の第一列，第二列のフィ
ルム冷却効率分布の計測値を示す。いずれもフィルム孔
の近傍から低い冷却効率しか期待できないことと，冷却
孔毎に大きくフィルム冷却効率がばらつくことがわかる。
これは翼列のパッセージ渦などの効果に加えて，動静翼
の干渉による非定常効果が影響していると考えられる。

5． 先進耐熱材料
発電用ガスタービンの高温化を実現する為には，運
用条件に適した耐熱材料技術の開発が必要となる。耐熱
材料には，高温での優れた材料特性と，より複雑な冷却
構造を可能とするための鋳造性の確保も重要な要素とな
る。まず，高温での材料特性については，主要な項目
として，クリープラプチャー特性，熱疲労特性，耐酸化
性などが重要となる。このような背景において，物質・
材料研究機構（NIMS）にて開発された第二世代，第三
世代の単結晶Ｎi基合金をベースとして，大型発電用ガ
スタービンに適した材料開発が進められている。開発
に当たっては，NIMSの豊富な経験とデータベースが活
用された。図16に，三菱重工業㈱におけるガスタービン
のタービン入口温度の変遷と，主要な耐熱材料のクリー
プ耐用温度をプロットした。クリープ耐用温度は，応
力138MPa，50000時間での耐用温度として評価された。
大型ガスタービンへの単結晶材の適用については以下の
二点が大きな課題である。一つは，翼長が約300mmを
超える大型翼での製造性の確保が難しいこと，もう一点
は，大型発電用ガスタービンの運用パターン寿命への影
響である。後者については，大型発電用ガスタービンの
運用パターンとして，ベースロード運用，Weekly Start 
and Stop，Daily Start and Stopなどが代表的であるが，
いずれも最高出力条件にて10時間以上の連続運転を行う
必要がある。このような運用条件では単結晶材の疲労寿
命が低下することが知られており，従来航空用として開
発されてきた単結晶材特性に加えて，クリープ寿命と熱
疲労寿命を両立するという非常に難しい要求事項が課
せられる。図17と図18には，それぞれ今回開発中の試作
材を用いた鋳造熱処理後のミクロ組織と，熱及び機械加
重の繰返しによる疲労試験後のミクロ組織の比較を示す。
電子顕微鏡SEMによるγ’層の変化が顕著である。この
ような疲労試験やミクロ組織の観察を通じて，クリープ

図12　静翼第一列フィルム冷却効率

図13　静翼第二列フィルム冷却効率

図14　静翼第三列フィルム冷却効率

図15　動翼第一，第二列のフィルム冷却効率
図16　ガスタービン高温化と耐熱材料の進歩
　　　（クリープ耐用温度　条件138MPa×50000hr）
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ラプチャー寿命と熱疲労寿命の両立を可能とした材料が
開発された。図19に試作材の試験結果のプロットを示す。
材料成分の検討と平行して，精密鋳造時の鋳造性の評
価も検討された。鋳造性として，動翼材として十分な材
料強度を有すると共に，翼全域にわたり鋳造欠陥のない
製造を確実に行うことによる歩留りの確保が必要となる。
図20は，テストピースを用いて，鋳造時の凝固速度と温
度勾配を変数としてフレッケルや異結晶の発生の有無を
確認したグラフである。ここでは複数の候補材スーパー
アロイA，Bについて従来材と比較しながら検討を進め
た。この結果を受けて，初期段階では，航空用ガスター
ビンの第一段動翼と同等サイズでの試作検討を行い，続
いて，大型翼の試作が行われた。

6． 低熱伝導率遮熱コーティング
1700℃級ガスタービンでは，1500℃以上に遮熱コー
ティング（TBC）が重要となる。遮熱効果を高めるた
めに低熱伝導率が要求される。冷却空気量は最小限とし
て設計が行われるため，翼周りのガス温度はますます高
くなり，トップコートの表面温度とボンドコートの温度
のどちらも従来に比べ高くなり厳しい条件での耐久性が
要求される。
このような背景の下，トップコートとして，パイロク
ロワ系の化合物が候補材のひとつとして検討されている。
パイロクロワ系化合物の結晶格子を図21に示す。この
材料を評価した結果，新しく開発されたトップコート材
は，従来YSZと概ね同等の寿命を確保しつつ，熱伝導率
が従来のYSZより約20%低いことが確認された。図22は，
開発材のスプレーパウダーの写真を示す。また，図23
は，開発材をテストピースに対してプラズマ溶射を実施
している様子である。現在この開発材に対して，長期間
の耐久性試験を実施中である。図24と図25は，開発材の
熱疲労試験を実施した際の試験前と試験後のミクロ組織
の比較を示す。図26は，開発材の熱疲労試験結果を，従
来材のYSZと比較して示したものである。試験は，トッ
プコートの表面温度が1400℃の条件にて実施された。
ボンドコートの開発については，耐酸化性向上のため，

図17　試作材料のミクロ構造（熱疲労試験前）

図18　試作材料のミクロ構造（熱疲労試験後）

図19　試作耐熱材料のクリープ寿命と熱疲労寿命

図20　試作耐熱材料の鋳造特性 図21　TBCトップコートの結晶構造
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ボンドコートの成分改良と表面処理の両面から検討が行
われ，耐用温度が約50℃以上向上可能であることが確認
されている。図27に，基礎的な試験としてAlおよびRe
の含有率を変化させたアークメルト材を用いて実施され
た硬さ試験の結果と，短時間での耐酸化性をボンドコー
ト表面に生成されるThermally Grown Oxide（TGO）

の厚さを計測した結果として示す。図28は，酸化試験の
前後における，従来ボンドコート材のCoNiCrAlYと開
発材のSEM観察の比較を示す。開発材については，従
来材より50℃高い条件での試験とした。
これらの試験を実施した後，現在実用化要素技術の開
発として，新しく開発されたTBCを実機の翼に施工す
る為のプラズマスプレーの施工条件の検討も実施してい

図22　TBCトップコート試作材のスプレーパウダー

図23　TBC試作材のプラズマ溶射状況

図24　TBC試作材のミクロ組織（疲労試験前）

図25　TBC試作材のミクロ組織（疲労試験後）

図26　TBC試作材の熱疲労試験結果

図27　TBCボンドコート試作アークメルト材の硬さ試験結果と
　　　酸化試験結果

図28　TBCボンドコート試作材の酸化試験前後のSEM観察結果
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る。図29は，1500℃級ガスタービンM501Gの第1段静
翼に開発中のTBCをプラズマスプレーで溶射している
様子である。試作したM501G第1段静翼は，三菱重工
業㈱高砂製作所内の実証発電設備に装着され，1500℃で
のDaily Start and Stop運用条件で耐久性が調査される。

7． 高温化を支える空力技術
1700℃級ガスタービンでは，ボトミングサイクルへの

入口温度の制限から，サイクル圧力比も従来に比べ高く
なるため，タービン及び圧縮機の空力負荷も従来を超え
るレベルで設計することになる。タービンは，高温化と
高圧力比化の両面から，圧縮機は信頼性確保の為の実績
ある一軸構造を踏襲することによる運用安定性の観点か
ら，設計条件が厳しくなり，このような条件下で性能向
上が要求される。この要求に応えるために，タービン，
圧縮機ともに新コンセプトの3次元空力設計技術の研究
が行われている。また，タービンでは信頼性確保の為の
ガス温度分布の予測技術も重要であり，伝熱設計の基礎

となる。
なお，1700℃級ガスタービンの要素技術開発と平行し
て，別途，700℃級蒸気タービン（A-USC）の検討が開
始された。これが実現すると，ガスタービンの排気温度
を700℃超とすることができガスタービンのサイクル圧
力比を従来並みの30以下とすることができるため，設計
条件としてのメリットが大きい。

8． まとめ
急速に高まった地球環境問題と自然エネルギーの伸
張，グローバルな経済状況の変化などの影響を受けなが
ら，ガスタービンは，安定且つ経済的で，かつ，燃料多
様性や負荷吸収能力の高さなどから，エネルギー供給源
としてますますその重要性が増している。本稿では，こ
のガスタービンの高温化への取組みの一例として，現在
国家プロジェクトして実施中の1700℃級ガスタービンの
要素技術の開発について記述した。このプロジェクトは，
経済産業省資源エネルギー庁と，物材機構の支援を頂き，
国内大学のご協力を得て実施しているものであり，関係
各位に心より感謝申し上げます。

参考文献
⑴　Tsukagoshi, K. et al, 2007, “Development of 1700℃ 
Class Gas Turbine Technology”, Mitsubishi Technical 
Review, Vol44, No1

⑵　Ito, E. et al., 2007, “Development of Key Technologies 
for the Next Generation Gas Turbine”, ASME Turbo 
Expo 2007 GT2007- 28

⑶　Ito, E. at al. , 2007,”Development of Advanced 
Technologies for the Next Generation Gas Turbine”, 
IGTC 2007 Tokyo TS-008

図29　TBC試作材のM501G第一段静翼への溶射状況
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して商業運転を続けている。

2．GT24/GT26ガスタービンの概要
1990年代中盤，アルストムは60Hz市場を対象とする
GT24，50Hz市場を対象とするGT26という型式の2段
燃焼ガスタービンを導入した。1995年の発売開始以来，
アドバンスド・クラスに位置付けられるGT24/GT26ガ
スタービンは，この技術基盤の際立った優位性を実証し
てきた。（図1参照）。優れた運転と燃料に対する柔軟性，
低エミッション，部分負荷における高効率に加えて，同
クラスでは優れたリライアビリティとアベイラビリティ
が，このガスタービンの特徴として挙げられる。
アルストムGT24/GT26ガスタービンの代表的な技
術的差別化要素は，2段燃焼の採用である。この方式
は，ほかのサイクルと組み合わせることによって，ター
ビン入口温度を低く抑えながら効率を改善する手法と
して1948年より市場に導入されている。その燃焼シス
テムは，実証を積み重ねてきたアニュラ形燃焼器とEV
（EnVironmental）バーナを採用した第1段と，同じく
アニュラ形燃焼器とSEV（Sequential EnVironmental）
バーナを採用した第2段で構成される。乾式低NOx型
のEVバーナは，長期にわたる運転実績を有しており，
アルストムのガスタービン全機種に標準採用している
バーナである。また，レヒートサイクルを用いた2段
燃焼を一軸ガスタービンに採用する方式は，サイロ形

1．はじめに
アルストムGT24/GT26ガスタービンは，レヒートサ
イクルを用いた「2段燃焼」という概念を採用した唯一
の発電事業用大型ガスタービンである。この概念は弊社
において長い歴史をもち，1948年に初めて商業運転用の
ガスタービンに採用されて以来の実績を有している。現
在，2段燃焼は市場における地位を確立しており，この
技術がもたらす確固とした優位性による恩恵を最大限に
享受することができる。
現代の2段燃焼ガスタービンは，圧縮機，高圧燃焼

器，高圧タービン，低圧燃焼器，低圧タービンを一軸上
直列に配した構成になっている。ガスタービンに対する
今日の要求事項である「NOxエミッションを減らしつ
つ高性能を追求する」という相反する要求に対して，2
段燃焼ガスタービンは本質的な優位性を有する。これは，
第1段の燃焼温度を比較的低く抑えることと，第2段の
燃焼器で発生するNOx濃度が低いことに起因している。
このため，タービン入口温度が相対的に低いにもかかわ
らず，低圧タービンでの2次膨張が行われることによっ
て，高い出力密度とコンバインドサイクル発電における
高い効率を得ることができる。
新技術のプラットフォームは安定するまでに長い期

間を要することが多々あるが，アルストムは，飛躍的な
手法ではなく発展的な手法を用いることで不確実性を伴
わない成熟した信頼できる技術を段階的に導入し，完成
させてきた。その結果，コンバインドサイクル発電に
おける送電端効率は59％を上回るものとなっている。こ
れまでに125基のGT24/GT26ガスタービンを受注してお
り，85基が商業運転を開始している。合計運転時間は約
3百万時間に達する。このうち24基がアジアにあり，国
内では2002年6月より千葉地区においてIPP事業用途と

図1　GT26性能緒元

原稿受付　2009年2月17日
＊1　ALSTOM （Switzerland） Ltd. Turbomachines Group
＊2　アルストム株式会社　パワーサービス事業部
　　　〒654-0046　神戸市中央区港島中町2丁目3－4

GT24/GT26「2段燃焼」ガスタービン：レヒートサイクルの
採用による高効率，低エミッション，運転・燃料柔軟性の実証

扇原　弘嗣＊2

特集：火力プラントにおける高効率化技術とCO2削減の取り組み

OHGIHARA Hirotsugu
Neven EREMIC＊1

キーワード：高効率，低NOx，レヒートサイクル，2段燃焼，運転柔軟性，燃料柔軟性，超低負荷運転
（high effi  ciency, low emission, reheat cycle, sequential combustion, operational fl exibility, fuel 
fl exibility, low load operation concept）

Matthias HIDDEMANN＊1
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燃焼器を用いた過去のガスタービンで既に実用化して
いる。乾式低NOx型のEVバーナと2段燃焼方式を組み
合わせることで，出力密度が高く，設置面積の小さな
GT24/GT26ガスタービンが開発された。

3．2段燃焼の概念
2段燃焼システムは，GT24/GT26ガスタービンの要

となる技術である。30：1を超える高圧力比の圧縮機は，
従来型の約2倍の圧力で燃焼用空気を送り出す。定格負
荷においては，約半分の燃料を使用して第1段燃焼器
（EV燃焼器）において圧縮空気を加熱する。燃焼ガスは，
高圧タービン（HPタービン）で膨張して圧力は約半分
に減少する。燃焼ガスは，残りの約半分の燃料を用いて
第2段燃焼器（SEV燃焼器）において再加熱され，4段
落の低圧タービン（LPタービン）で大気圧まで膨張す
る（図2参照）。2段燃焼ガスタービンは，従来サイク
ルのものと同じ比出力をより低いタービン入口温度とよ
り少ない燃焼用空気量で得ることができる。

3.1　燃焼システム（EVバーナ）
GT24/GT26ガスタービンに採用している燃焼システ

ムは，弊社のガスタービンで実証を積み重ねた2つの技
術要素，すなわちアニュラ形燃焼器を用いたEVバーナ
とこれに続くSEVバーナで構成している。
EVバーナは，強力な旋回流の渦崩壊を活用すること

で，独立したスワーラや芯部を必要とせずに予混合炎を
安定させるバーナである。その形状は，円錐形のシェル
を2つに分割したうえで，軸に対して平行にずらすこと
で2つのスリットを設けているもので，スリットから導
入した圧縮空気は内部で高速旋回流を形成し，バーナ出
口付近で渦崩壊が発生する。これは，火炎の安定にとっ
て重要なことであり，混合気が着火する領域にスワーラ
を設ける必要がないため，自然着火やフラッシュバック
といった事象に対しても本質的な安全性を確保すること
ができる。燃料ガスは，スロット上に一列に配置してい
る穴から圧縮空気流れ方向に直交する形で噴射するため，
混合効率が良くエミッションが減少する。EVバーナは
2種類の燃料に対応するよう設計しており，ディーゼル
油の場合は円錐状バーナの中心部より噴射する（図3参

照）。また，バーナ本体およびランス部分は，ケーシン
グを開放せずに外部から取り外しが可能なリトラクタブ
ル構造となっており，点検時の良好なアクセス性と工期
短縮に配慮した構造としている。

現在のGT24/GT26には，EVバーナで生成されるNOx
を更に減少させる手法として，内部ステージ燃料噴射と
いう概念を採用している。これは，燃料ガスをバーナの
スロット部からと中心部からとに分割して供給するもの
で，どちらのステージも点火から定格負荷までの全運転
範囲で使用する。これによって，高濃度NOxが生成さ
れる拡散火炎とならざるを得なかった点火直後の低負荷
領域におけるパイロット運転モードを不要とすることに
成功しているほか，火炎前面における予混合気の均質性
を確保する制御精度を向上させることによって，NOx
生成を最小限に抑制することが可能になった（図4参
照）。さらに，負荷に関係なく両ステージから連続的に
燃料を供給することにより，ガスタービンの運転制御も
単純化できるというメリットがある。燃料供給システム
を空気や窒素でパージする手順が不要になったほか，負
荷遮断や周波数応答といった遷移状態での運転に対して
明らかな優位性を持つことが実証されている。

3.2　燃焼システム（SEVバーナ）
アニュラ形のSEV燃焼器では，希薄予混合燃焼方式が
EV燃焼器の場合と同じように（渦の形成→燃料噴射→
予混合）繰り返される。この燃焼器も環状配置バーナと，
それに続く単一のアニュラ形燃焼器により構成してい
る。高圧タービンから排出されたガスは，ディフューザ
を通ってSEV燃焼器に入る。SEV燃焼器内の燃焼温度
の均一性は，EV燃焼器内におけるそれと同様に，混合
気の空間的な均質性によって決定付けられるため，ここ

図2　GT24/GT26ガスタービン 2段燃焼の概念

図4　内部ステージ燃料噴射の概念とNOx濃度

図3　EVバーナの原理
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でも渦を利用している。各SEVバーナは4個のボルテッ
クスジェネレータを有しており，これによって排出ガス
（燃焼用空気）は高速旋回流を形成する。
燃料は，燃焼前に完全な予混合気を形成するべく燃料

ノズルよりバーナに噴射する。燃料噴流は，予混合気と
して燃焼器に到達するまでの自然発火を防止するために
周囲をキャリヤ空気で囲まれている。高温の予混合気は，
着火に関する安定化を一切必要とせず，SEVバーナ出口
での自然発火によって火炎を形成する。このことは，安
定した運転と完全燃焼がすべての負荷範囲で保証される
ことを意味する。なお，燃料ノズルおよびランス部分は，
ケーシングを開放せずに外部から取り外しが可能なリト
ラクタブル構造となっている。
HPタービンの排出ガスを用いるSEVバーナにおいて

は，NOxを生成する酸素濃度が通常の大気より少ない
ほか，燃焼用ガス（空気）のバーナ入口温度がが高温で
あるため，火炎温度に達するために必要な入熱は相対的
に少ない。これらは何れもNOx生成を抑制する手段と
して，排ガス再循環方式等の燃焼技術で知られているも
のである。

4．運転・燃料の柔軟性
4.1　運転柔軟性
今日の発電事業において，運転柔軟性は極めて重要で

あり，長期にわたる商業的成功に不可欠な要素となって
いる。運転に関する要求事項の変化への適応力は，既に
多くのGT24/GT26ガスタービンを用いた発電所で実証
されており，その主たる特徴として，下記が挙げられる。
•優れた部分負荷効率
•深夜起動停止（DSS）運用からベースロード運用に
至るまでの高い運転柔軟性

•極めて広い運転負荷範囲における低エミッション
•燃料に対する高い柔軟性（天然ガス組成および
ディーゼル油）

•非常に短いコンバインドサイクルでの起動時間
•超低負荷運転（LLOC）によるコンバインドサイク
ルでの夜間運転維持が可能であること

現在運転中の多くの発電所が面している環境の変化は，
数年前とは相当状況が異なってきており，出力や効率と
いった性能面に対して依然として重点が置かれる一方で，
運転や燃料に対する柔軟性や環境面でのより一層の配慮
についても重要視されるようになってきている。このた
め，発電事業者は現在の運転のみならず，将来の市場変
化にも対応できるガスタービンおよび発電所を模索して
いる状況にある。
今後，さらに多くの発電所が様々な運転形態に対応

することを求められるようになるとみられ，季節毎の需
要変動への対応を，部分負荷と深夜起動停止（DSS）等
を組み合わせてさらに短いサイクルで求められる場合や，
市場の変化による長期的な運転形態変更への素早い対応

が求められることも考えられる。コンバインドサイクル
発電に対するGT24/GT26の技術基盤は，これらの柔軟
性を既に備えている。

4.2　燃料に対する柔軟性
今日の発電事業用大型ガスタービンに対しては，C2+

（複数の炭素原子を有する炭化水素）濃度の高い天然ガ
スを使用できること，またC2+濃度の大幅かつ急速な変
動への適応性に対する要求が世界的に高まっている。パ
イプラインネットワーク整備の遅れやガス供給の安定性
に対する懸念より，LNGの流通が世界的に拡大してお
り，この傾向は今後も続くものと思われる。アルストム
の燃料柔軟性パッケージ（Fuel Flexibility Package）は，
これらの要求に対して迅速かつ確実に応じることができ
るため，高濃度C2+燃料をスポット市場等において有利
な条件で取引できる場合に，発電事業者は利益拡大を図
ることができる。
ガスタービンに使用される天然ガスは，その組成，
ウォッベ指標（WI）および発熱量（LHV）の観点から適
応範囲の拡大が続いているが，それは同時に上記の高級
炭化水素類や不活性成分（CO2，N2）の濃度が高く，か
つ安定していない燃料への対応が求められている，とい
うことでもある。したがって，燃料に対する柔軟性で重
要なのは，ガスタービンが以下の条件を満たすことである。
•機器を交換せずに各種燃料ガスに対応すること
•広範囲のC2+濃度に対応すること
•広範囲の不活性成分濃度に対応すること
•組成の急速かつ広範囲な変動に対応すること
燃料に対する柔軟性は，本質的には組成が均一では
ないガス井から供給される天然ガスに対して，コスト抑
制の目的で付加的処理を施さずに使用する場合に必要な
ものであるが，一方でガス供給者によるガス井の変更や
LNGの利用等によって，燃料組成の急激な変動に見舞
われる可能性もある。近い将来，この傾向は多くの発電
事業者の収益性に対して非常に重要な要因となることが
見込まれるため，ガスタービンはそういった変動に対し
て発電を中断せずに対処できなければならない。ガス
タービンメーカは，低エミッションを維持したうえで柔
軟性を最大限担保する燃焼システムの開発・改善の必要
性に迫られている。
GT24/GT26ガスタービンの燃焼システムは，オンラ

インで迅速に反応するガスセンサの採用によって運転の
安全を確保することによって，高級炭化水素類や不活性
成分に対応できるだけでなく，ガス組成の急速な変動
にも対応することができる。これは，ガス組成の急速な
変動を検出するのに最適な高速応答型赤外線センサを使
用して燃料中のC2+含有量の変化を検出するもので，一
般のガスクロマトグラフの応答時間が15分程度であるの
に対して，赤外線センサの応答時間は約20秒である。こ
れにより，変動する燃料組成に対してほぼリアルタイム
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で運転制御を最適化することができる。GT24/GT26ガ
スタービンは，これまで6年以上，合計22基にわたる高
級炭化水素類の燃焼経験を通じ，16％を上回るC2+濃度
の天然ガス組成に対応する運転制御システムを確立し
ているほか（図5参照），不活性成分についても20％と
いう高濃度のものに対応している。タイ国にある3基
のGT26が12万時間にわたる運転実績を持つのを筆頭に，
GT24/GT26ガスタービンは，合計80万時間を越える高
級炭化水素類の燃焼実績を有する。

5．PLANT INTEGRATORTM（プラント・インテグ
レータ）

今日，世界の発電事業者は包括的な視点，すなわち
発電所全体に対して，その耐用期間を通じた機能的要求
事項に注目して投資を行なう傾向にある。アルストムは，
これら機能的要求に応えるため，発電所の設計・建設・
保守に対するアプローチの再評価を行なった。その結果，
Plant IntegratorTMを通じて，付加価値創出に最適化し
た手法を提供することができる。

5.1　発電所設計に対する異なったアプローチ
まず，世界のあらゆる発電所は，システムや機器を取

り纏めるインテグレータによって建設されてきたという
点を挙げたい。それは，往々にして発電事業者自身（主
要な電力会社の場合）だが，大手エンジニアリング会社
（Architect Engineers～A/E）やメーカ各社，あるいは
大手建設会社の場合もある。
発電所の建設に関しては，主に2つのビジネスモデル

がある。1つ目は，詳細仕様書を準備したうえで，これ
に基づいて各機器に対する入札を行なうものである。2
つ目は，全体的な機能を定めた仕様書を準備したうえで，
発電所全体または一部に対する入札を行うことで，発電
事業者ができるだけ低価格で機器，システム，サービス
を購入し，最低コストでプロジェクトを実施するもので
ある。
Plant IntegratorTMによるアプローチは，両ビジネス
モデルの利点を組み合わせるものであり，1つ目の手法
で担保される優れた機器品質と，2つ目の手法が目的と

する事業効率をともに実現する。その基本理念は，機能
面における顧客要求事項（すなわち，投資から最大限の
価値を得る方法で最適化を支援すること）を発電所全体
に対して検討し，達成することである。
例えば，発電事業者が発電所の耐用期間を通じて各シ
ステムや機器をトレースして行くと，付加価値として数
値化できる耐用期間に関連したメリットが多数存在する
ことがわかる。Plant IntegratorTMのアプローチによっ
て，事業者はこれらのメリットを発電所全体に対して計
画段階で確定することができるため，プロジェクト開発
期間の短縮，性能改善，リスク低減，コスト削減等が可
能となる。

5.2　総合的プラント手法によるメリット
発電所の価値を評価・算定するには，正味現在価値

（NPV）計算によって行うことが一般的である。NPVを
高める主な要因は6つあり，投資，リードタイム，性能，
アベイラビリティと運転柔軟性，改造，寿命延長である。
このほかに，環境関連法規への遵守や準備，燃料の柔軟
性に対する適応力等の質的要因もあるが，これらは全て
上記6要因に転換する事ができる。
投資：Plant IntegratorTMのアプローチにより，条件

を揃えたうえで投資額を抑える事により価値を創出でき
る。すべての主要機器に対する設計・製造・供給に関わ
る技術者のほかに，建設エンジニアリングの能力を有
しているため，プロジェクト開発段階におけるコストを
低減することができる。また，部門間での調整によって，
各種資機材を同時購入することができることも，コスト
低減に効果がある。
リードタイム：各発電所は顧客固有のニーズに合わせ
て設計されるが，Plant IntegratorTMのアプローチによ
り，各機器をどのタイミングで据付・調整するのかを事
前に正確さをもって把握することが可能となるため，受
注後の着手指示（NTP）を待たずに各部最適化を開始
できる。例えば，出力1,200MWのスペイン国Cartagena
コンバインドサイクル発電所の建設では，極めて狭い用
地であるにも係わらず，土建着工から2年を経ずに完工
し，同規模のプロジェクトと比べて約3ヶ月の工期短縮
を達成した。
性能：Plant IntegratorTMのアプローチは，機器供給

契約の際にも発電所単位での検討を行なう。顧客からの
データ（ガスや原料のコスト，発電所から得られる収入
等）を基に最大10万通りの異なる構成に対してNPV計
算を行なうため，顧客にとって最も合理的な選択肢を提
供することができる。このため，環境によっては初期
投資を若干引き上げることで，事業期間中にわたる収益
性を改善できる場合がある。例えば，ドイツ国Emsland
コンバインドサイクル発電所では，ガスに対する免税制
度を最大限活用するために発電効率を最高レベルに引き
上げた。効率改善は，貫流方式を組み合わせたHRSGに
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よって得られるもので，これまで汽力発電や60Hz向け
コンバインドサイクル発電で弊社が実績を積んできた手
法である。貫流方式の採用によって，HRSGのコストは
上昇するものの，燃料コストを考慮すると，発電事業者
であるRWE Power社にとって20年間という事業期間に
おいて相当な発電原価低減効果がある。現在のビジネス
モデルにおいては，ほとんどの事業者は最低入札価格で
所定の性能を獲得することを望んでいるが，特定の機器
（タービン等）においては，最低入札価格ではなく，最
高性能を得ることが重要であることも多い。そのために
は，各機器間でのやり取りや調整が必要となることが多
い。弊社では，「システム全体の最適化は，個々の最適
化部品の組み合わせより有効である」として，総合的な
システムアプローチを行なっている。それは，必ずしも
「機器市場」から「プラント市場」へ軸足を移すことを
意味するのではなく，顧客のニーズによって規定される
発電所の全体仕様に各機器を合わせることで，より高い
性能と出力が得られることを意味する。
アベイラビリティと運転柔軟性：アルストムは，自

社の機器およびプラントのアベイラビリティにおいて優
れた実績を持つ。これは，発電所の運転データとリライ
アビリティに関する各種事象の管理システム採用により
得られたものである。例えば，スペイン国Castejonコン
バインドサイクル発電所では，運開から4年半にわたる
アベイラビリティが，実に97％に達している。実績から
保証される高いアベイラビリティ（発電所停止期間の短
縮）は，発電所の耐用期間にわたって定量化できる大き
なメリットである。アルストムは，機器やシステムの
みならず発電所全体の設計を行うことで，発電所単位
での保守計画についてサポートできるというユニークな
立場にある。一方，規制緩和が進んだ市場を中心に運転
柔軟性がますます求められており，場合によっては頻繁
な負荷変更や停止が求められる。ほかの例として，ヨー
ロッパのある800MWのコンバインドサイクル発電所で
は，上記の要求に対して，GT26ガスタービンの2段燃
焼システムの特徴を利用した画期的な解決方法を採用し

た。それは，コンバインドサイクルでの超低負荷運転
（LLOC）を可能にするもので，20％未満の負荷でも低
エミッションでの運転が可能であるため，顧客は夜間に
おいてもコストのかかるプラント停止（深夜起動停止～
DSS）を回避することができる（図6参照）。
改造および寿命延長：発電所改造の決定は，通常
電力需用の増加や環境規制の強化に起因するが，し
ばしば耐用期間の延長要求もその要因となる。Plant 
IntegratorTMのアプローチにより，顧客は改造後のアッ
プグレードした機能面の保証とともに新たに設定された
耐用期間を通じて一定以上の性能を維持することができ
る。発電所の状態評価には，その発電所を包括的視点で
捉えることが必要であり，弊社はすべての主要機器を評
価する能力を有し，発電事業者と協力して評価すること
ができる。

6．GT26ガスタービンの性能
6.1　GT26のアップグレード
現在のGT26ガスタービン定格性能は，圧縮機の風量
増加とリーク低減という2つの手段によって向上してい
る。これらの施策は，弊社がスイス国Birrに所有する試
験発電設備において2005年に妥当性確認を行ない，その
後に市場へ投入した。現在までに2基の新造機と1基の
改造機が運開しており，さらなる妥当性確認がなされて
いる。
性能向上目標の達成度合を検証した結果，このアップ
グレードによってISO定格出力は281MWから288.3MW
に向上し，効率は38.1%となっている。

6.2　圧縮機アップグレード
圧縮機のアップグレードは，若干の風量増加を目的と
して，低圧段動翼の迎角を変更するとともに，冷却用抽
気圧力を確保するために中圧段動翼の迎角をあわせて変
更している。この他，主に起動時の運転上特性を維持す
るために，段落あたりの翼枚数を一部増加している。し
かし，外部車室とロータ外形で決定される流路部分は
変更していないため，このアップグレードは，以前の
GT26ガスタービンに対しても改造パッケージとして適
用できる。

6.3　リーク低減
性能改善を図るためのもうひとつの手段が，ガスター
ビン内部のリーク低減である（ここでは，動静翼先端の
リークではなく，タービンおよび燃焼器における冷却空
気のリークを採り上げる）。
改善項目には，シール材の寸法調整，設計変更および
一部シール材の追加が含まれるが，その目的は，リーク
により冷却に利用されないまま浪費される冷却空気量を
低減することである。これにより，圧縮機からの抽気量
を減らし，燃焼用空気量を増やすことができるが，各部図6　GT24/GT26ガスタービン 超低負荷運転の概念
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の冷却に利用する空気量は変わらないため，冷却効果に
は変化が発生しない。
ガスタービンの性能向上に際して，燃焼器出口温度に

代表される高温ガス温度は変更していないが，シール改
良によるリーク低減によって，ISO定義のタービン入口
温度（TIT）は上昇する。これは，ISO2314（1989）に
よるTIT定義が，冷却空気とリーク空気がすべて燃焼器
からの高温ガスと混合されることを前提とした計算に
よって算出される，仮定の温度であることによる。した
がって，TITは上昇しても各部の冷却状態が以前と変わ
らないため，点検・保守間隔へは影響を及ぼさない。

7． ガスタービンの開発方針
ガスタービン開発に関するアルストムの方針は，実

績のある高いアベイラビリティとリライアビリティおよ
び運転と燃料に対する柔軟性を維持しつつ，最新の技術
を提供することである。新技術の基盤は，安定するまで
に数年間を要する場合があるが，弊社は，不確実性を伴
わない成熟した信頼できる技術を段階的に導入し，完成
させるという手法を採用している。また弊社は，実績の
ある技術基盤を段階的に進化させながら，性能向上とエ
ミッション低減を達成してゆく過程で，コンバインドサ
イクルでの送電端効率60％超を実現できると考えている。
アルストムは，ガスタービンの全アップグレードに

対して品質管理型開発プロセスを導入している。これは，
仕様確定から市場導入までの各段階（図7参照）におい
て徹底的な技術検証を行なうことを柱としており，その
妥当性確認のプロセスにおいて重要な役割を果たすのが，
GT26試験発電設備である。電力系統に接続されたガス
タービンを社内に保有しているメリットは，いかなる制
約も受けずに通常の許容限界を超えた条件における負荷
試験を行うことができ，かつアップグレードについての
包括的な妥当性確認，ならびに将来の技術的展開につい
ての検証を行なえることにある。
先に紹介したアップグレードは，上記の妥当性確認作

業の成功例である。圧縮機アップグレードは，その第1
段階の妥当性確認を2002年夏にGT26試験発電設備にて
行なったが，この段階でこの技術基盤の可能性を完全に
引き出された訳ではない。GT24/GT26ガスタービンを
更に進化させるべく開発を継続し，2005年4月に第2段

階の妥当性確認を行なうことで，更なるアップグレード
が可能であることが実証されたのである。

8． まとめ
GT24/GT26ガスタービンは，現在85基が商業運転

を行なっている。国内では，千葉地区においてJFEス
チール㈱殿所有のGT26が2002年6月より深夜起動停止
（DSS）を基本とした運転を続けており，その高い信頼
性が実証されている。
コンバインドサイクル発電所の長期にわたる商業的
成功には，高い出力と優れた効率という定格性能に加え
て，運転・燃料の柔軟性が不可欠であるという認識が確
立されている。アルストムGT24/GT26ガスタービンは，
その柔軟性をすでに実証しているばかりでなく，Plant 
IntegratorTMのアプローチにより，コンバインドサイク
ル発電での性能は非常に競争力のある水準に達しており，
ISO条件における送電端効率はすでに59％を上回るもの
となっている。
弊社は，今後も実績のある技術基盤を段階的に進化
させることで，コンバインドサイクル発電の送電端効率
60％超への道を着実に歩んでゆく所存である。
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An Availability and Reliability Assessment, Power-Gen 
Asia（2004-10）

⑶ Doebbeling,K., Hellat,J., Hans Koch,H., 25 Years of 
BBC/ABB/ALSTOM Lean Mix Premix Combustion 
Technologies, ASME TURBO EXPO 2005
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⑸ Riccius,O., Flohr,P. , Combustion Control in the 
GT24/GT26 - Combustion Technology for low-emission 
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図7　アルストムの品質管理型開発プロセス
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量を比較したものである⑺。従来の微粉炭（石炭）焚き
火力発電プラントでは超臨界条件（SC；Super Critical，
主蒸気温度538℃，圧力24.1MPa）が主流であるが，そ
の場合，石油（重油・原油）焚き火力や，LNG複合発
電に比べて明らかにCO2排出量が多い。この微粉炭焚き
火力の蒸気条件を超々臨界圧にまで高温高圧化すること
で発電効率の向上が可能となりCO2排出量を低減できる
が，例えば，既設の石炭焚き火力発電で最も効率の良い
微粉炭焚き超々臨界圧発電⑻（Ultra Super Critical，蒸
気条件が600℃，25MPaが主流）よりもさらに蒸気条件
を一気に100℃以上高めて，700℃級USC発電（例えば，
主蒸気700℃，35MPa，二段再熱720～750℃）が実現す
れば，発電効率（HHV, 送電端効率）は既存SCプラン
トの39％程度から，46～48％にまで一気に向上可能と試
算されている⑼。これは，石炭ガス化複合発電（IGCC）(10)

や，石油火力に匹敵する高効率プラントであり，石炭
火力の重要な柱として慎重なFS（フィージビリティ
スタディ）を継続した結果，昨年より先進超々臨界圧
（A-USC）発電プラントの要素技術開発が開始されるこ
ととなった ⑸,⑺,(11)。
しかしながら，この様な高温高圧プラントの実現には，
これまでプラント用構造材料として用いられてきた種々
の材料の使用限界温度を飛躍的に向上させることが不可
欠であり，特に主蒸気管や管寄せ等で使用される大径厚
肉管には，これまでの高Crフェライト鋼だけではなく，
火力発電ボイラでは全く使用経験の無い高強度Ni-Co基
超合金の適用が必要と考えられている(12)-(14)。本稿では，
発電プラントの主要機器であり，プラントの使用限界条
件を左右するボイラとタービンのうち，主にボイラ用先
進耐熱鋼管について，700℃超級A-USC発電プラントの
実現に向けた新しい材料開発の課題とその可能性につい
て概説する。

2．ボイラ用耐熱鋼管
図2に微粉炭火力発電所の構成模式図を示す⑺。火力
発電プラントはその機能から大きく分けて，石炭等の燃
料を燃焼させて，高温高圧の蒸気を発生させるボイラと，

1．はじめに
2007年12月，地球温暖化防止国際会議（COP13）⑴に
おいて，ポスト京都議定書⑵として各国が温室効果ガス
削減目標を大幅に増加，前倒しすることが決定された。
欧州連合（EU）は既に2020年までに20％のCO2排出量
削減を提唱して実行しつつあり，また，京都議定書を
離脱している米国でもオバマ新大統領がグリーンニュー
ディール政策を経済再生の柱に掲げて，独自のCO2排
出削減に取り組む姿勢を鮮明にした。一方，我が国で
は，経済発展と環境問題の両立を主要議題とした洞爺湖
サミット⑶において，議長国として京都議定書の目標で
あった2012年末までに6%（対1990年）のCO2排出削減
の必達を明言すると共に，CoolEarth50⑷実現に向けて
新エネルギー技術開発について各国が連携して取り組む
必要性を強く訴えた。
この様な状況下で我が国においても種々の取り組みが

なされているが，特に発電分野では経済性と供給安定性
に優れながらもCO2排出量の最も多い石炭火力発電の高
効率化が喫緊の課題である⑸,⑹。図1は石炭火力発電の
各種燃料・システムの詳細別にライフサイクルCO2排出

図1　火力発電のライフサイクルCO2排出量の比較⑺
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得られた高温高圧の蒸気を機械エネルギーに変換して電
気を得るタービンから成る。ボイラでは，火炉において
石炭等の燃焼によって水を蒸気へ転換するが，気密を保
つために管を互いに溶接して一体としたパネル構造とす
る。鋼管の到達温度は現状の600℃級超々臨界圧プラン
トでは450℃～550℃程度であるため，炭素鋼から2%Cr
鋼までが使用されているが，従来よりもより高強度でか
つ溶接施工が容易な材料が開発されている(15)。蒸気はさ
らに過熱器で高温・高圧化され，プラントの発電効率を
決定する最高蒸気条件（例えば600℃，25MPa）に到達
する。その後，蒸気は管寄せに集められ，主蒸気管で高
圧タービンへ送られて発電する。ここから蒸気は再び再
熱蒸気管を通って再熱器へ戻され，再度高温に加熱され
て，その後主蒸気同様に次段のタービンへ送られて発電
する。従って，過熱器管，再熱器管は，高温においてク
リープ強度が高く，同時に内部は水蒸気酸化，外部は石
炭等燃料による高温腐食に耐える必要があり，そのため
高強度・高耐食の高Crステンレスボイラチューブが使
用されている(16)-(18)。管寄せ・主蒸気管，再熱蒸気管は大
量の高温・高圧水蒸気をタービンへ供給するため，大径
鋼管が使用される。従って高強度材が必要であるが，同
時に火力発電プラントが日常的に起動・停止を繰り返す
負荷変動運転に対応するため，靱性や耐熱疲労特性も要
求される。そのため熱膨張・熱伝導特性に優れるフェイ
ト系の高強度9～12%Cr鋼が種々開発・実用化されてい
る(19)。
ボイラ用耐熱材料は，フェライト系耐熱鋼とオーステ

ナイト系耐熱合金に大別されるが，両者はそれぞれ独自
の開発の歴史を辿ってきた。図3はボイラ用フェライト
系耐熱鋼の開発系統図の一例である(15)。フェライト系耐
熱鋼の高温強度の向上は，⑴転位強化（C，Nなどによ
るマルテンサイト・ベイナイト変態），⑵固溶強化（Mo，
Wなど），⑶析出強化（Cr，V，Nb炭窒化物，Cuなど）
によって実現された。一方，耐食性の向上はCr，Siによ
る効果が大きい。これらのフェライト系耐熱鋼はそれぞ
れの強度・耐食性能に応じて様々なプラント構造部材と
して使用されている。図4はオーステナイト系耐熱合金
の開発系統図の一例を示す(15)。オーステナイト鋼はフェ
ライト鋼に比べて，種々の合金元素を多量に固溶できる
ことと，高温での元素拡散が遅いという決定的な利点を
有することから，高強度，かつ高耐食性を発現可能であ

る。しかしながら，フェライト鋼のようなマルテンサ
イト組織として転位強化を利用することはできないため，
高温強度の向上には⑴固溶強化（Mo，Wなど），⑵析出
強化（Cr，Ti，Nb炭窒化物，Cu，金属間化合物など）
が主に用いられてきた。また，高Cr化によって優れた耐
食性が得られる反面，σ相等の粒界析出による脆化懸念
があるため，Ni，N等の添加で相安定化が図られている(16)。

3．A-USC発電プラントの実現に向けて
図5は昨年から開始された先進超々臨界圧火力発電
実用化要素技術開発プロジェクトが目指す700℃超級
A-USCプラント二段再熱システムの構成例で，主蒸気
700℃，35MPa，再熱蒸気720℃/720℃で熱効率は46％
（HHV，送電端効率）が可能となる⑺,⑼,(11)。このプラン
トでは，ボイラ，タービンそれぞれについて，想定さ
れる材料候補を掲げているが，前節で紹介した従来材
料に加えて，より高温まで強度，耐食性に優れる新材
料の開発が不可欠であることが示されている。図6は
米国Vision21プロジェクトにて候補材料のクリープ強度
（文献データ）を比較したものである(13),(20)。仮に700℃級

図2　微粉炭火力発電所の構成模式図⑺

図3　フェライト系耐熱鋼の開発系統図(15)

図4　オーステナイト系耐熱合金の開発系統図の一例(15)
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A-USCプラントの主蒸気管用大径厚肉管に700℃x10万h
クリープ破断強度が100MPa必要であるとすると，現在
の600℃級USC発電プラントで使用されている9/12Cr
系フェライト鋼では全く役に立たず，候補材の中では，
アロイ740，617といったNi-Co基γ/γ’超合金のみが目
標強度を満足していることとなる。しかしながら，こ
れらの超合金はボイラ用大径厚肉管としての使用実績
がないばかりか，靱性，疲労特性，加工性等が十分で
ないと考えられ，A-USCプラントへの適用には未だか
なりのリスクを伴うことになると推察される(14)‚(21)‚(22)。一
方，前節で詳述してきたオーステナイト合金（図中で
はSUPER304Hの表記；火SUS304J1HTB）はこれまで
600℃級USCプラントで過熱器管等として世界で広く使
用されているが，700℃超級となると，図からも明らか
なようにクリープ強度が不十分であり，また，大径厚
肉管への適用は熱膨張が大であるため，やはり難しい。
これに対して，その中間的存在であるFe-Ni基合金（図
中ではHR6Wの表記；23Cr-45Ni-7W）は強度的にはや
や劣るが，Ni-Co基超合金に比較して，靱性，疲労特性，
加工性に優れ，また，オーステナイト合金に比較した場
合には，熱膨張が小さい等の利点を有する。そこで次節
では，700℃超級A-USCプラント用ボイラ材料の要求特
性を明らかとして，その開発の方向性を示すこととした。

3.1　A-USC発電プラント用ボイラ材料に要求される
特性

表1にA-USCボイラ材料の特性評価項目を纏めて示
す⑺。まず高温強度特性では，蒸気温度を700℃とした
場合，大径管（主蒸気管，再熱蒸気管）では700℃程度，
炉内の過熱器管ではさらに高い温度，すなわち750℃程
度のメタル温度になることが予想され，それらの温度域
で蒸気圧力（例えば35MPa）に耐える十分なクリープ
強度が要求される。また，再熱蒸気温度は720～750℃が
想定されていることから，再熱器管では圧力は低くても，
さらに高温度に曝される可能性がある。また，ボイラ
の起動，停止，負荷変動に対応するためには熱疲労，ク
リープ疲労特性が要求され，これには熱膨張が小さく，
かつ，延性，靱性に優れた材料が望ましい。次に耐食性
については，過熱器管としては耐石炭灰腐食特性，配管
材料でも耐水蒸気酸化特性が要求されるが，特に600℃
級USCプラントでも近年問題となった水蒸気酸化ス
ケールの剥離によるタービンの損傷，管閉塞によるオー
バーヒート問題は，同様に避ける必要がある。さらに溶
接性については，溶接継ぎ手の健全性，長時間クリープ
強度の安定性はもとより，溶接時の高温割れ，液化割れ，
低延性割れ等は施工上回避されるべきである。また，補
修の必要性から，経年劣化材の溶接性についても注意が
必要である。大径管の製造，小径管の量産技術など，製
管時の加工性も十分考慮する必要があるが，例えば，熱
間曲げ加工や溶接後に長時間時効処理が必要になる，な
どの特殊な加工・熱処理の必要な材料は，実機適用が難
しいと考えざるを得ない。その他，欠陥の検出性や最終
的には素材価格，加工費も考慮した材料の選定が必要で
ある。

3.2　Fe-Ni基合金；23Cr-45Ni-7W（HR6W）
23Cr-45Ni-7W合金（HR6W）は強化相として既存の
Ni-Co基超合金とは異なり，γ’相の析出強化ではなく
Fe2W型のLaves相を活用したFe-Ni基合金で，当初は
650℃級USCボイラの伝熱管への適用を想定して開発さ
れたものである(23)。A-USC発電技術開発においては，高
い材料コストに加え，前述の延性，靭性等の面で改善の

図6　A-USC発電プラント候補材のクリープ強度の比較(13),(20)

表1　A-USCボイラ材料の特性評価項目(15)

図5　700℃級A-USCプラント二段再熱システムの構成例と
材料適用区分(12)‚(15)
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余地が大きいNi-Co基超合金を補完し得る主蒸気・再熱
蒸気管用材料として近年注目されている。
HR6Wの主要な化学組成は0.08C-23Cr-45Ni-7W-0.1Ti-
0.2Nb-Bであり，700～800℃におけるクリープ強度，耐
食性，相安定性を考慮して成分設計された(23)‚(24)。Wは
Fe2W型のLaves相を安定化し，クリープ強度を向上さ
せる。一般にWと同様の高温強度向上作用を有すると
考えられているMo添加の場合にはLaves相（Fe2Mo型）
が安定になるのは低Cr側のみであり20%以上のCr含有
量ではσ相が析出して脆化が不可避であることが明ら
かとなった(24)。一方，W添加では適量のNiを添加すると
σ相が析出することなく，Laves相を高温長時間微細安
定化してクリープ抵抗の向上に寄与する。さらにHR6W
には微量のTi，NbおよびBも添加されている。これら
の元素はM23C6炭化物の微細均一析出を促進し，析出強
化効果を増大させている。図7はThermo-Calcによって
計算したHR6Wの析出物と析出量であるが，Laves相は
800℃以上でも安定に析出すると予想され，700～800℃
の温度域でもクリープ抵抗に十分寄与することが示唆さ
れる(24)‚(25)。
HR6W小径管および板材のクリープ破断強度を図8に

示す。650～800℃において最長59000h程度の破断デー

タが蓄積されており，いずれの温度域においても長時間
側まで安定したクリープ破断強度を示すことが確認さ
れている(24)。10万h推定平均破断強度は88MPa（700℃），
64MPa（750℃），46MPa（800℃）である。800℃にお
けるクリープ破断強度はアロイ617(26)に匹敵する。特筆
すべきはHR6Wのクリープ破断延性が良好なことである。
すなわち，γ’相により析出強化されたアロイ617や740，
263等のNi-Co基超合金と比較して長時間側でも極めて良
好な破断延性を有する。図9にHR6Wのクリープ曲線の
一例を示す（750℃，108MPaにて試験，1047.4hで破断）。
クリープ速度は遷移域で約1桁低下して最小クリープ速
度を示し，その後徐々に増大して加速クリープへ移行す
る。加速クリープの開始ひずみは0.01程度であるが，加
速クリープ域が比較的長く，最終的には0.4という大き
なクリープ破断ひずみを示している。HR6Wの良好な延
性はこのような均一クリープ変形特性によってもたらさ
れたものであり，高温長時間側での脆化の懸念が小さい
ことが良く理解される。図10に700～800℃クリープ破断
材の抽出レプリカ組織を示す。写真の黒色相がLaves相
であるが，700℃，58798hクリープ破断後においても微
細安定であることがわかる。さらに750℃，800℃ではや
や粗大化が認められるが，析出密度の低下は顕著でなく，
高温側でも強度低下が顕著とならない所以と推察される。
さらに，σ相等の粗大な脆化相は長時間クリープ破断後

図7　HR6Wの計算相分率(24)（0.08C-23Cr-45Ni-7W-0.1Ti-0.2Nb）

図8　HR6W小径管および板材のクリープ破断強度(24)

図9　750℃，108MPaにおけるHR6Wクリープ曲線
　　　（歪速度－歪曲線）(25)

図10　HR6Wの700～800℃クリープ破断材ネジ部の
　　　抽出レプリカのTEM像(25)

⒜700℃，98MPa，58798h ⒝750℃，88MPa，16039h ⒞800℃，69MPa，7306h

ー 19ー

Download service for the GTSJ member of ID , via 18.188.100.179, 2025/05/06. 

                            19 / 67



64 先進超々臨界圧（A-USC）石炭火力発電ボイラ用耐熱材料の開発動向 日本ガスタービン学会誌

も観察されていない(24)。

3.3　Ni-Co基超合金のクリープ強度と組織(25)

欧米で検討が進められているNi-Co基超合金につい
てもクリープ強度・変形挙動と組織について，基礎検
討を実施した。図11は617相当合金のクリープ破断強
度を示す。実験室規模溶解材の700℃および750℃にお
けるクリープ破断強度は先のFe-Ni基合金HR6Wを大き
く上回っている。しかしながら750℃以上ではクリー
プ破断強度は急激に低下し，800℃ではHR6Wとの強度
差はほとんど認められなくなった(25)。図12は617相当合
金のクリープ速度－ひずみ曲線の一例を示す（750℃，
180MPaで1256h破断）。617相当合金では，遷移クリー
プ域においてクリープ速度は急激に低下するが，加速
クリープ開始ひずみが約0.004と小さく，加速域に入る
と急激にクリープ速度が増加して，HR6Wとは対照的
に0.07という小さなひずみにて破断した。これは，γ’
相析出強化によるクリープ強度の上昇が顕著である反
面，クリープ延性は小さいことを示唆している(25)。図13
は750℃および800℃におけるクリープ破断材ネジ部から
採取した抽出レプリカのTEM組織を示す。非水溶媒を

用いてほぼγ’相のみを抽出しているが，800℃において
はγ’相は750℃と比較して急激に粗大化し，析出密度も
極めて低いことが明らかとなった(25)。以上の結果は温度
の上昇とともにγ’相の析出量が減少し，分布状態が変
化するために750℃以上でクリープ強度が急激に低下し
たものと推察される(24),(25)。
ボイラ最高温部となる過熱器管，再熱器管には，さら
にγ’析出量を増加させたアロイ740や263が必要と想定
されている。そこで，263相当合金についても，同様に
クリープ変形挙動と組織について検討してみた。263相
当合金においては，γ’，M23C6，η相が析出する。図14
は700～800℃時効材で観察されたγ’相である。γ’相の
析出密度は617相当合金に比べて多いが，やはり温度の
上昇と共に急激に減少し，かつ，粗大化していることが
わかる(25)。図15は263相当合金のクリープ速度vs.ひずみ
曲線（750℃，180MPaで4598h破断）を示すが，617相図11　617相当合金のクリープ破断強度(25)

図12　750℃，180MPa.における617相当合金のクリープ
速度－ひずみ曲線(25)

図13　617相当合金の750℃（7770h）と800℃（3928h）破断材ネ
ジ部の抽出レプリカTEM像(25)

図14　263相当合金時効材の抽出レプリカTEM像(25).

図15　263相当合金のクリープ速度vs.ひずみ曲線
　　　（750℃， 180MPa）(25).
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当合金に比べてクリープ速度は2桁以上低下し，γ’析
出強化が顕著であることが明らかであるが，617相当合
金の場合と同様に加速クリープ開始ひずみが極めて小さ
く，クリープ変形が不均一で脆性的であることが示唆さ
れる(24),(25)。

3.4　A-USCボイラ材料としてのFe-Ni基合金の可能性
前節の要求特性を踏まえた上でFe-Ni基合金HR6W
のA-USCボイラ材料としての可能性を検討した。まず，
各種耐熱鋼，耐熱合金の熱膨張係数を比較すると，熱
疲労の観点からは熱膨張係数は小さいことが好ましい
が，18～25Cr系オーステナイト鋼の熱膨張係数はGr91
フェライト系耐熱鋼より約50%大きい。一方，HR6Wの
熱膨張係数はNi基であるアロイ617と比較すると大きい
がオーステナイト系耐熱鋼よりも約15%程度小さく，熱
疲労の観点からは18～25Cr系オーステナイト鋼よりも
有利である。650～800℃で300～10000h時効後のシャ
ルピー衝撃値を図16に示す。アロイ617の靭性が時効後，
急激に低下するのに対し，HR6Wの衝撃値は750～800℃
で10000h時効後も50J/cm2程度以上であり，長時間時効
後も極めて良好な靭性を有することが分かる。また，ク
リープ破断延性が良好なHR6Wのクリープ疲労寿命は図

17に示す通り617相当合金と比較して非常に長い(27)。実
用化，特に大径厚肉管を製造する際には熱間加工性が
重要である。グリーブル試験結果（高速高温引張試験に
よる絞り値）によるとHR6Wの熱間加工性は617相当合
金と比較して非常に良好であり，粒界溶融によるゼロ延
性温度はSUS316Hより多少低いものの，1150～900℃の
延性はSUS316H並であることが明らかとなった(28)。実際，
5ton鋼塊から実規模にてエルハルト・プッシュベンチ
法により直径457mm，肉厚60mmの大径厚肉管を試験製
作した結果，十分な加工性を確認している（図18）(28),(29)。
先に述べた非常に良好なクリープ特性と組織安定性に加
えてこれらの特徴を総合評価すると，HR6Wはクリープ
破断強度ではNi-Co基超合金617等には及ばないが，蒸気
温度650～700℃級USCの大径管（主蒸気管，再熱器管）
や伝熱管として非常に有望であると考えられる(28)-(30)。

4. おわりに
CO2排出削減に向けて高効率化への取り組みが進んで
いる石炭火力発電について，先進超々臨界圧発電プラン
トの実現に必須のボイラ用耐熱鋼，耐熱合金の課題と今
後の開発の可能性について概説した。700℃超級A-USC
発電プラントの実現には，これまでプラント用構造材料
として用いられてきた種々の材料の使用限界温度を飛躍
的に向上させることが不可欠であり，特に主蒸気管や管
寄せ等で使用される大径厚肉管には，これまでの高Cr
フェライト鋼だけではなく，火力発電ボイラでは全く使
用経験の無い高強度Ni-Co基超合金の適用の可能性につ
いて，総合的な要求特性を満足できるのかを検証してい

図16　HR6W時効材のシャルピー衝撃値（0℃）(25)

図17　クリープ疲労試験結果(27)

図18　HR6W試作大径厚肉管の外観（上：製管後，下：切削後）
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く必要がある。Fe-Ni基合金についても，Ni-Co基超合金
にない経済性，良加工性等を有することから，同様にそ
の適用可能性を追求していく必要がある。
本稿にてボイラ用耐熱材料の開発の現状とその重要性

について理解が深まり，今後，先進超々臨界圧発電プラ
ントの開発・実用化が加速されることを念願している。
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収・貯留を実証しようとするものである。
本稿では，このカライドプロジェクトの概要を紹介す

るとともに，本技術の商用化に向けた取組みを紹介する。

2．酸素燃焼システム
2.1　酸素燃焼からのCO2回収システム

発電プラントからのCO2回収が可能な石炭利用技術の
実用化への取組みとして，石炭ガス化システムからの
CO2回収，従来の発電システムに付加する形での従来排
ガスからのCO2回収，そして酸素燃焼を利用したCO2回
収の3種類が大きく分けてある。これらについては，実
用化および商用化に向けた取組みが，多くは国のサポー
トなどを得て，それぞれ進展しているところである。

図2には，酸素燃焼発電システムからのCO2回収およ
び貯留の全体システムを示した。本システムのコンセプ
トは，炭化水素系燃料（石炭）を酸素（O2）のみで燃
焼することである。これにより，燃焼後発生する排ガス
はCO2とH2Oが主成分となり，排ガス中のCO2濃度を理
論的には90dry%以上まで高めることができるものであ
る。そして，排ガスをそのまま冷却および圧縮すること
で，CO2を回収する方法が酸素燃焼からのCO2回収シス
テムである。酸素燃焼技術の発電システムへの適用では，

1．はじめに
最近のCO2排出削減に向けた世界の政治的および社会

的な動きが激しい。国内に目を向けただけでも，まず，
昨年7月に日本で開催された洞爺湖サミットでは地球
温暖化対策が主要テーマとなり，長期目標として，G8
は，環境・気候変動に関わる議論の中で，2050年までに
世界全体の排出量の少なくとも50%削減を達成する目標
を，国連気候変動枠組条約（UNFCCC）のすべての締約
国と共有し，採択することを求めることで合意した。国
内では，本サミットに先立ち，日本政府から環境・気候
変動抑制に向けた数々の関連メッセージが出されている。

まず，一昨年5月には，「Cool Earth 50」構想を発表，
これを受けて資源・エネルギー庁は，昨年3月に「Cool 
Earth－エネルギー革新技術計画」をとりまとめ，2050
年の温室効果ガス排出量大幅削減に向けて，我が国が重
点的に取り組むべき革新技術として「21」の技術を図1
に示すとおり選定した⑴。この中には，エネルギー供給
分野における効率向上および低炭素化の一つとして，高
効率石炭火力発電，二酸化炭素回収・貯留（CCS：CO2 
Capture and Storage）が含まれており，高効率かつ
CO2の分離・回収が可能な石炭利用技術の実用化が急務
となってきている。さらに同年6月には，「福田ビジョ
ン」が発表され，日本における2050年までの長期目標と
して現状の温室効果ガス排出量から60～80％削減する低
炭素社会へ志向することが掲げられた。この中でもCCS
は革新的技術の1つとして取り上げられ，将来的に経済
的で，高効率なCO2を回収および貯留が可能な発電シス
テムの必要性を示したものである。

このような状況の下，我々が参画し日豪共同で実施し
ているカライド酸素燃焼プロジェクト（Callide Oxyfuel 
Project）は，昨年3月に関係者間にて合意が得られ，
世界に先駆けて既設の石炭火力発電設備からCO2の回

図1　重点的に取り組むべきエネルギー革新技術
　　　（「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」から）⑴
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現在のところ従来ボイラ技術の使用を考えていることか
ら，火炎温度上昇を抑制するために，発生した排ガスを
脱じん後再循環し，O2と混合するシステムとしている。
本システムでは，そのプロセス的特長から，NOxなど
の排出量が減少することが確認できている⑵ものの，本
システムの商用化実現には，これからの実証運転による
確認ならびに評価が必要な段階である。

CO2地下貯留においては，発電所内で一時貯蔵された
CO2が，輸送され，貯留サイトにて昇圧，地下の貯留層
へ注入されるものである。

我々は，本技術開発に関し，1990年代から検討を開
始し，基礎的な燃焼に関わる検討⑶，パイロット設備を
利用し燃焼および伝熱特性確認のための各種燃焼試験⑵，
バーナやボイラ火炉の燃焼流動解析⑷，実機を想定した
発電システム構成や経済性の検討⑸を実施してきており，
有用な成果を得てきている。

2.2　世界におけるプロジェクト動向
本システムは，石炭火力発電所からのCO2回収のため

の重要なオプション技術として現在世界的に注目を集め
ており，各国で研究および実証開発が行われている。そ
の動向を表1にまとめた⑹,⑺。本技術の大容量化および
実用化に向けたステップとして，現在比較的小規模（～
50MWe）の実証が進められており，また，2015年を一
つのターゲットとして更なる大容量化への取組みが試さ
れているのが確認できる。本表内Callideプロジェクト

が日豪共同で実証を進めているものであり，初めて発電
プラントにおけるCO2回収，そしてCO2貯留を実証する
ものである。

3．豪州における実証：カライド酸素燃焼プロジェ
クト

日本にて，本酸素燃焼技術に関し，1990年代から取り
組んできた研究成果を背景に，現在，既設プラントを対
象とした酸素燃焼適用実証に向けたプロジェクトを実施
している。

本プロジェクトは，酸素燃焼技術を適用し，実際の石
炭火力発電プラントから，CO2を回収，そして，その地
下貯留まで実施することを目的としたものである。以下
にその概要を示す。

3.1　プロジェクト背景および今後の計画
実証プロジェクトを進めるに当たり，2004および2005

年度と日豪共同で本技術の対象発電プラントへの適用性
検討を既に実施してきている⑻,⑼,(10)。その結果を踏まえ，
2006そして2007年度とプロジェクト体制の明確化と予算
の確保を進め，日本と豪州の両政府の支援のもと，日
豪の参加各社にて，2008年3月にプロジェクト実施母体
であるJV（Joint Venture）が組織された(11)。日本から
は，電源開発㈱，三井物産㈱，㈱ＩＨＩの3社が参加メ
ンバーとなっており，さらに財団法人石炭エネルギーセ
ンターが技術的支援を行う体制となっている。現在2011
年初頭のプラント完成を目指しており，その後酸素燃焼
実証運転を行うこととなっている。

CO2貯留については，これからのサイト選定および試
掘を経て，2011年中を目処に，実際に発電所から回収
されたCO2をローリーにて貯留サイトまで輸送し注入す
ることとなっている。そして，計約3年間CO2貯留を実
証し，CO2挙動のモニタリングを行う計画となっている。
現在，貯留サイト選定に関わる詳細な検討が試されてい
るところである。

3.2　対象発電所および貯留サイト
豪州クイーンズランド州東岸に位置するCS Energy社

保有のカライドＡ発電所No.4ユニットが対象発電システ
ムである。表2に発電プラント概要を示す。本ユニット
は実証プラントとして適正な容量であること，現在休止

図2　酸素燃焼を用いたCO2回収・貯留全体システム

プロジェクト
名

実証
サイト 設備容量 タイプ 運転開

始時期 備考

Oxy-coal 英 40MWt パイロット 2008
Vattenfall 独 30MWt パイロット 2008 CCS付
Pearl Plant 米 22MWe PCF 2009

Cuiden スペイン 20MWt パイロット
（PCF） 2010 ?

Cuiden スペイン 30MWt パイロット
（CFB） 2010 ?

Callide 豪 30MWe PCF 2011 CCS付
Jamestown 米 50MWe CFB 2013 CCS付
Vattenfall 独 ～ 250MWe PCF 2015 ?
Youngdong 韓 ～ 100MWe PCF 2016（?） ?

注）MWt：熱入力，MWe：発電機出力

表1　海外における石炭からの酸素燃焼を用いたCO2回収プロ
ジェクト⑹,⑺
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プラントであり改造することが可能であることから選定
されたものである。図3は，発電所内における改造内容
の全貌を示したものであり，酸素製造装置の追設，ボイ
ラシステムの改造，排ガス圧縮・冷却によるCO2回収設
備が備えられる予定である。

貯留サイトは発電所の西約250kmに位置するエリアを
候補として計画している。本候補サイトは，発電所に
より近く，必要なCO2貯留容量を確保できること，また，
浸透率，空隙率など貯留層に関する特性が適しているこ
とから選定されるものである。

4．既設1000MW級発電プラントへの適用
4.1　1,000MW級発電プラントへの適用検討

国内において，1,000MW級の既設微粉炭燃焼発電プ
ラントに酸素燃焼技術を適用した際の，システム構成，
効率・経済性などについて検討を実施した。適用検討時
の条件を表3に示す。
⑴システム構成

図4に酸素燃焼適用改造後のプラントの概略系統図を
示す。本システムは，排出規制の厳しい国内におけるも
のを対象としている。主な特徴として以下が挙げられる。
•排ガスは電気集塵器（EP）にて煤塵を除去した後，

再循環される。また，排ガス再循環系統の低温腐食
防止のため，ガスの乾き度が高い脱硫通風機（BUF）

出口からガスを分岐する。
•O2は，酸素製造設備の設備容量ミニマムを考慮し，

ガス／エアヒータ（GAH）出口にて再循環ガスと合
流される。石炭粉砕（ミル）系統には，酸素を導入し
ないように考慮する。

•ボイラにおいて，耐圧部（蒸気・水系統の高圧力部）
の改造はなく，非耐圧部（ガス系統のダクトなど）の
改造が主となる。

•空気燃焼での運用を可能とするため，環境対策設備
（脱硝および脱硫装置）は現状を維持することとする。

⑵ボイラ
酸素燃焼発電システムでは，排ガスを再循環する特徴

から，石炭は高濃度CO2およびH2O下で燃焼することと
なり，必然的に空気燃焼下での燃焼や伝熱と違った特性
を示すこととなる。

既設発電プラントへの適用においては，設備面や運用
性などを考慮し，ボイラにおける火炉収熱量など，従来
の空気燃焼運用と同等とする必要がある。

そこで，ボイラ火炉の3次元燃焼流動解析を使用し，
火炉壁における熱収熱量を評価するため，空気燃焼を
ベースとし，酸素燃焼にて実施，確認した。解析結果を
図5に示す。酸素燃焼では，ボイラへの持込酸素濃度を
変化（計3ケース）させ，比較検討したものである。持
込酸素濃度が低い（ケース2）ということは，排ガス再
循環量が多いことを表し，火炎温度が他に比べ低下，付
随して火炉壁での輻射伝熱量が低下しているのが分かる。
そして，ほぼ空気燃焼と同等の火炉収熱量を表している

項　　目 内　　　容
名称 カライドＡ発電所No.4ユニット
定格発電出力 30MWe
使用石炭 山元石炭
蒸気条件 主蒸気流量：123,410kg/h

主蒸気圧力：4.1MPa
主蒸気温度：460℃

主要設備 ミル 3台
バーナ 6本（前面）
FDF/IDF 各2基
熱交換器 1基（管型）
脱塵装置 1基（バグフィルタ）

表2　対象発電プラント概要

図3　カライドA発電所の全貌と主な酸素燃焼適用改造範囲

項　　目 内　　　容
定格出力 1,000MW級
使用石炭 瀝青炭（豪州炭）
主蒸気条件 蒸気圧力：25.0MPa

蒸気温度：600℃
酸素製造装置 深冷分離法

出口酸素圧力：0.03MPa
CO2圧縮機 遠心多段型

出口CO2圧力：7MPa
その他 •空気燃焼での運用可能

•ベースロード運用

表3　既設適用検討条件概要

図4　酸素燃焼適用後の系統
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のが，ケース3（持込酸素濃度が約27%）であることが
確認できる。これは，燃焼雰囲気ガス主成分であるCO2

の熱容量が大きいことが大きく影響している。既設発電
プラントへの酸素燃焼適用においては，本検討結果によ
り排ガス再循環量が決定され，システムを構築していく
こととなる。
⑶効率・経済性

酸素燃焼を既設1000MWe級発電プラントに適用した
場合の諸言を表4にまとめた。現在の高効率プラントを
対象としている。

設備利用率を同等の80％，石炭消費量は変化しないと
いうことを前提に，空気燃焼と酸素燃焼で比較した。従
来の空気燃焼システムでは，所内動力が5%程度，送電
端効率40%であるところ，酸素燃焼適用では，従来の必
要動力に加えて酸素製造動力およびCO2回収動力が必要
となり，所内率が30%まで上昇し，送電端効率が30%と
なる。一方，CO2回収率を95%とすれば，CO2は約800t/h

（年間約500万tonレベル）で回収されることとなる。
次いで，既設発電プラントへ酸素燃焼を過用した場

合の必要なCO2分離回収コストの試算を行った。その結
果，設備費や消費動力分など，CO2回収にかかるコスト

増加分を試算し，CO21ton当たりの分離回収コストと
して，3,000円台であることが分かった。図6に結果を
示す。内訳を見てみると，酸素燃焼プラントでは，酸素
製造に関わる初期設備コストおよび運用（消費動力）コ
ストが，全体コストの半分以上を占める結果となってお
り，今後の革新的な酸素製造技術開発（高効率化，大容
量化など）が待たれるところである。

また，将来的にはCO2貯留までを含んだCO2回収・貯
留全体コストとして，現在のところ2000円/CO2-tonレベ
ルが目標とされており，酸素燃焼全体システムの最適化
および統合化，貯留サイトにおける注入ガス（CO2）性
状制限に関わるCO2回収設備の最適化検討などが必要で
あり，今後のさらなる課題となっている。

4.2　商用化に向けて
本システムの商用化に向けて，技術的な課題はクリ

アしたとしても，依然大きな課題は前述したように経済
性を満たすことである。本酸素燃焼からのCO2回収シス
テムは，CO2を回収するために，酸素製造動力やCO2回
収動力が必然的に必要になってくる。これら所内動力
による送電端での減少動力分を発電プラントの高効率化
により，改善できれば，酸素製造装置およびCO2回収装
置に対する負荷が軽減され，経済性を確保できる。さ
らに高効率発電により所内動力の燃料原単位が低下する
ため，この所内動力を利用するこれらの装置は，結果
的に省エネ運転が可能となる。これらの効果について，
1000MWe級プラントを例にとり概略検討した結果が図
7である。発電プラント側の高効率化，つまり石炭使用
量の低減とともに酸素燃焼の適用による総合効率の低下
を少なくすることができることが分かる。また，超々臨
界圧プラントに酸素燃焼を適用した場合，亜臨界圧プラ
ント程度の効率でCO2を回収できることが分かる。すな
わち，高効率化だけでは，CO2の大巾な排出削減は困難
であり，将来の発電プラントからの大規模CO2排出削減

図5　ボイラ燃焼流動解析結果

項目 単位 空気燃焼 酸素燃焼
定格出力 MWe 1050 1050

送電端効率
（HHV） % 40 30

所内率 % 5 30
設備利用率 % 80 80
石炭消費量
（豪州炭） t/h 330 330

酸素供給量 km3N/h 480
（空気として) 430

CO2回収率 % － 95
CO2回収量 t/h － 802

表4　酸素燃焼既設適用プラント諸言

図6　既設発電プラントへの酸素燃焼適用における回収コスト
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実現のためには，高効率化とCO2回収が協調していくこ
とが必要なことを示している。

4.3　現状の技術的課題
図8には，本技術を適用した発電プラントのイメージ

図を示す。将来の本技術の実現のためには，前述した高
効率化を視野に入れるのに加え，まずは以下の課題を実
証し，信頼を得ることが第一であると考えている。今後，
これら課題を今後の検討，開発過程の中で確認していく
必要がある。
⑴酸素燃焼発電プラントの安定運転・信頼性

本技術は発電プラントを前提としており，発電プラン
トとして安定運転に根ざした高信頼性のプラントでなけ
ればならない。運用特性などを含めて，今後の検討が必
要である。
⑵CO2回収システムとしての安定運転・信頼性

本技術を適用するからには，CO2は安定して，安定し
た性状で回収できなければならない。システムとして最
適なかつ信頼性の高いシステムが望まれる。

⑶各機器の高効率化，コスト低減
本技術の適用では，酸素製造装置やCO2圧縮冷却装置

における動力消費が多く，これらの機器の効率化の検討
が必要である。また，CO2回収としての全体最適なプラ
ントとするとともに，CO2輸送や貯留側機器および制限
などとの最適マッチング検討も必要となる。

5．おわりに
本稿では，既設石炭火力発電所からのCO2回収および

貯留を目指したカライド酸素燃焼プロジェクトの概要，
また，将来の本技術の商用化に向けた検討内容を紹介し
た。我々としては，本プロジェクトにおいて，本技術の
十分な検討，評価を行い，希望的観測として2015年頃ま
でには，信頼性のあるCO2回収発電システムを実証する
ことを目指している。また，将来的には，経済的に有効
な貯留と組み合わせた高効率のCO2回収システムとして
実現できるよう，今後の研究・開発・実証を進めていき
たい。
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2．海外IGCCとの比較
欧米においても，IGCCの実証プロジェクトが，1990

年代から進められており，その概要を表1に示す。海外
プロジェクトの共通の特徴は，ガス化炉の方式が酸素吹
きだと言うことである。石炭をガス化する際に酸素を使
うが，この酸素を製造するのに多くの動力を要するため，
所内動力が大きくなり，送電端効率が低くなるのが難点
である。図1に酸素吹きと空気吹きIGCCの効率比較を
示す。
また，石炭を圧力の高いガス化炉に供給する際，ヨー
ロッパのIGCCは，乾いた微粉炭のままドライフィード
するが，米国のIGCCは，水に溶いてスラリーにしてポ
ンプで送り込む方式を採用しているので，さらに効率は
低下する。
これに対し，日本のIGCCは，技術的難度は高くなる

が，空気で石炭をガス化する「空気吹き」を採用し，さ

1．はじめに
地球温暖化対策のために，原子力，あるいは風力や

太陽光といった新エネルギーの導入が進められていると
ころであるが，エネルギー安定供給のためには，埋蔵量
が豊富で世界中に広く分布している石炭に頼らざるを得
ないのが現実である。発電電力のなかで石炭火力の占め
る割合は，日本では25％程度であるが，米国では50％強，
中国では約80％であり，世界的に見れば，石炭は今でも
発電用燃料の主流である。特に，米国や中国では，古く
て発電効率の低い石炭火力が数多く稼動し多くのCO2を
排出しているのが現状であり，高効率な石炭火力の開発
は急務と言える。
現在日本で建設される微粉炭火力は，ほとんどが蒸

気温度600℃程度の超々臨界圧（USC）ボイラを採用し，
世界でもトップクラスの熱効率を誇っているが，送電端
効率は42％程度（LHV）であり，さらに蒸気温度を上
昇させても大幅な効率向上は望めない。そこで，石炭を
ガス化し，ガスタービンと蒸気タービンを組み合わせた
複合発電，すなわち石炭ガス化複合発電（IGCC）を採
用することができれば，商用段階で送電端効率48～50％
が可能となり，微粉炭火力に対して約２割の効率向上が
可能となる。
㈱クリーンコールパワー（CCP）研究所は，日本がこ

れまで開発してきた空気吹きIGCC技術を完成させるた
め，開発の最終段階である実証プラントの建設，運転試
験を行うために設立された。実証プラントは，福島県
いわき市の常磐共同火力㈱構内にて，昨年9月に建設が
完了し，既に運転を開始してほぼ1年間を経過した。運
転試験は計画通り順調に進捗しており，2008年9月には，
IGCC信頼性検証のための長期連続運転試験が成功裏に
終了し，IGCCの商用化にむけて大きく前進したところ
である。

図1　IGCCの効率比較

原稿受付　2009年1月16日
＊1　株式会社クリーンコールパワー研究所　研究開発グループ
　　　〒974-8222　福島県いわき市岩間町川田102－3

石炭ガス化複合発電（IGCC）実証プラントの開発

長井　輝雄＊1

特集：火力プラントにおける高効率化技術とCO2削減の取り組み

NAGAI Teruo

キーワード：石炭ガス化複合発電（Integrated gasifi cation combined cycle），空気吹き噴流床ガス化炉
（Air-blown entrained-fl ow coal gasifi er），ガス精製（Gas cleanup）

表1　海外IGCCとの比較
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らに，石炭の供給方式はヨーロッパと同様のドライ
フィードを採用しているので，世界のどのIGCCより高
い送電端効率が得られるIGCCと言える。

3．IGCCの特徴
3.1　高い発電効率
図2に石炭火力発電の熱効率の推移を示す。日本の微

粉炭火力では，効率向上のために，早くから超臨界圧ボ
イラを採用し，40％程度（LHV）の送電端効率で運転
を行っていた。最近では，さらに蒸気の圧力と温度を上
昇させた超々臨界圧（USC）条件を採用し，42％程度の
効率となっている。さらに蒸気の圧力と温度を上昇させ
れば，効率は向上するが，材料の制約からなかなか難し
いのが現状である。
ここにIGCCを適用すると，1200℃級のガスタービンと

組み合わせて42％程度，1300℃級のガスタービンと組み
合わせると45～46％程度，1500℃級のガスタービンと組
み合わせれば48～50％の送電端効率を得ることが出来る。
我々の実証プラントは，出力規模を商用機の半分の25

万kWに抑えるために，1200℃級のガスタービンを採用
しているため，送電端効率はUSCプラントと同等の42％
程度に留まっているが，商用機段階では，現在LNG火力
で採用されている1500℃級ガスタービンと組み合わせて，
出力50～60万kW，送電端効率48～50％程度が達成でき
る見込みである。

3.2　適用炭種の拡大
微粉炭ボイラは，燃焼温度が1400℃程度であるため，

石炭灰は溶融せずにフライアッシュとして回収される。
微粉炭ボイラに，灰融点の低い石炭を使用すると，ボイ
ラ壁に溶融灰が付着して伝熱障害を起こす。
一方，IGCCのコンバスタでは，燃焼温度が1800℃程

度と高いため，石炭灰は溶融状態となり，ガラス質の
水砕スラグとして排出される。従って，IGCCの場合は，
微粉炭火力とは逆に，灰融点の低い石炭の方が使い易
い。図3に示すとおり，IGCC向きの灰融点の低い石炭
は，北米，中国，インド，インドネシア等に広く分布し
ている。
このように，IGCCでは，微粉炭火力で使い難い石炭

が使えるため，IGCCの導入により，日本全体で使用で
きる石炭の種類が拡大できるメリットもある。

3.3 スラグ（石炭灰）の有効利用
図4の写真に示すようにIGCCのガス化炉から排出さ
れるスラグは，灰が溶融することによる容積の減少と，
熱効率が高いことによる発生量の減少により，発電電力
量当たりの石炭灰の容積は，微粉炭火力のフライアッ
シュの半分程度となる。
また，溶融スラグは，ガラス化しているため，微量
物質の溶出がほとんど無く，有効利用した際の環境影響
も少ない。溶融スラグは，砂あるいは小石状であるため，
従来のセメント原料としての利用の他，路盤材や，アス
ファルト，コンクリートの骨材など，土木材料としての
有効利用も期待される。

3.4　環境特性の向上
高効率化に伴い，SOx，NOx，ばいじんの排出原単位
が低減される。また，複合発電のため微粉炭火力に比べ
温排水量は約3割低減される。さらに，微粉炭火力では
排煙脱硫装置で多量の用水を使用するが，IGCCはガス
タービンの燃料である石炭ガスの段階で脱硫するため処
理量が少なく，用水の使用量が低減される。
このようにIGCCのメリットは様々あるが，課題は，
設備が複雑となり安定運転が難しいことである。

図2　石炭火力発電の熱効率推移

図3　灰溶融点別の石炭埋蔵量

図4　スラグの有効利用
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4．空気吹きIGCCの開発の歴史
空気吹きIGCCの開発の歴史を図5に示す。空気吹き

IGCCの開発のスタートは，1983年，電力中央研究所に
設けられた石炭処理量2t/日のプロセス・ディベロッ
プメント・ユニットであり，次に200t/日，2.5万kW相
当のパイロットプラント，そして今回の1700t/日，25万
kWの実証プラントと，段階的にスケールアップを行い
ながら開発を進めてきた。この間，実に25年間という歳
月がかかった。
パイロットプラントでは，ガス精製設備は，より効

率の高い乾式を採用していたが，実証プラントでは，信
頼性を重視して湿式ガス精製に変更した。そこで，一旦，
24t/日規模にスケールダウンをして，湿式ガス精製を含
めた一貫試験設備で確認試験を行い，ここでの知見も含
めて，実証プラントの設計に反映した。
商用機の規模は，50～60万kWであるので，実証プラ

ントからは約2倍のスケールアップとなる。

5．IGCC実証機の概要
5.1 実施体制
㈱クリーンコールパワー研究所は，IGCC実証プラン
トの試験研究を実施する目的で，北海道から九州までの
日本の9電力会社，そして電源開発株式会社の出資によ
り，2001年6月に設立された。

実施体制は図6に示すとおり，出資会社に電力中央研
究所を加えた11法人から試験費用の70％と必要な要員の
提供を受け，CCPを含めた12法人で共同研究契約を結び，
CCP研究所が代表して試験を推進している。
また経済産業省から30％の補助金を受け，設置場所で
ある常磐共同火力からは運転要員等の提供を受け，さら
に設備の設計，建設は三菱重工業に発注して試験を実施
している。

5.2　実証プロジェクト全体スケジュール
表2に示すとおり実証機プロジェクトは，CCP研究所
が設立した2001年6月からスタートした。　全体として
9年間のプロジェクトであるが，最初の3年間が設備の
設計と環境アセスメント，次の3年間が建設，最後の約
2年半が運転試験のスケジュールである。
建設は2007年の9月20日に完了し，そこからガス化炉
を点火して運転試験が始まった。試験開始からまもなく
1年以上になろうとしているが，運転試験は計画通り順
調に進捗している。

5.3　実証機の設備構成・仕様
IGCCのシステム構成を図7に示す。ガスタービン燃
料である石炭ガスを製造する「ガス化炉」，石炭ガス中
の不純物を取り除く「ガス精製」，ガスタービン・蒸気
タービン・排熱回収ボイラ（HRSG）を用いた発電設備
の「複合発電」から構成される。
IGCC実証機の仕様は，表3のとおりである。出力規

図5　空気吹きIGCCの開発の歴史

図7　IGCC実証機の系統図図6　IGCC実証試験体制

表2　IGCC実証プロジェクトスケジュール
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模を25万kWに抑えるために1,200℃級のガスタービンを
使用しており，このため送電端熱効率は42％とやや低目
であるが，商用段階では1,500℃級ガスタービンの採用
により，送電端効率は48％を超える見込みである。
実証機の全景概観図を図8に示す。中央の高い架構が

ガス化炉設備で，高さは約60mである。その手前の一段
低い架構がガス精製設備で，左側の建屋内に中央操作室，
ならびにタービン，発電設備がある。HRSGは直上煙突
方式を採用しており，煙突直下の架構内にある。

5.3.1　ガス化設備
ガス化炉には大きく分けて空気吹きと酸素吹きがある。

両者を比較すると，酸素吹きの方が高温でガス化反応の
進行が早く，ガス化炉として成立しやすい。しかし，炉
内温度が高いことに起因して，逆にガス化炉の耐久性や
信頼性に課題が残る。さらに，酸素吹きでは所内動力の
大半を占める大型の空気分離設備が必要で，空気吹きの
方が所内率を小さくすることができる。
図9に空気吹き二段噴流床ガス化炉の原理を示す。ガ

ス化炉には，石炭のガス化，石炭灰の溶融排出という2
つの重要な機能がある。石炭灰を安定して溶融排出する
ためには，炉内を灰の溶融温度以上の高温に保つ必要が
あるが，炉内温度を上昇させるために空気（酸化剤）の
供給を増やすと燃焼条件に近づき，冷ガス効率（＝生成
ガスの化学熱/投入石炭の化学熱：ガスタービンなどの
後流機器で使える熱量）が低下する。そこで，ガス化炉
をコンバスタとリダクタの二段式としている。
コンバスタでは，石炭とチャーを高温で燃焼させ，リ

ダクタでのガス化に必要な高温熱源を発生させるととも
に，石炭灰を溶融排出する。コンバスタ内では強い旋回
流が形成されており，これによって溶融した石炭灰はコ
ンバスタ壁面に捕捉され壁面に沿って流下し，コンバ
スタ底部中央のスラグホールから溶融スラグとして排出
される。一方，リダクタでは，コンバスタから上昇して
くる高温ガスに石炭を吹き込みガス化させる。このとき，
ガス化の吸熱反応を利用して炉内温度を低下させること
で，炉内のスラッギングや後部伝熱面への灰付着トラブ
ルを防止している。このように，コンバスタのみを高温
状態とすることで空気の供給を抑えることができ，溶融
スラグの良好な排出と高い冷ガス効率を同時に達成する
ことが可能となる。
また，空気吹きガス化炉では酸素吹きよりもガス化温
度が低いため，リダクタからは未反応炭素を含むチャー
が多く生成される。そこで，チャーは全量回収し，コン
バスタへ戻してリサイクルすることにより，システム全
体としては高い炭素転換率（＝生成ガス中炭素流量/ガ
ス化炉投入石炭中炭素流量）となる。
次に，ガス化炉設備全体について述べる。石炭は，微
粉炭機で微粉砕後，ロックホッパを通じて約3MPaの
加圧系内に入り，気流搬送でコンバスタバーナおよびリ
ダクタバーナからガス化炉内に投入される。微粉炭の搬
送には，空気分離設備で製造した窒素が使用され，微粉
炭ハンドリングの安全確保を図っている。ガス化炉は水
冷壁構造となっており，水冷周壁管により圧力容器を高
温から保護するとともに蒸気として熱回収する。ガス化
炉後流の熱交換器では，ガス化炉で発生した生成ガスや
生成チャーを冷却し，ガスやチャーの顕熱を高圧蒸気と
して回収する。生成ガスは約5MJ/m3（Normal）の低
カロリーガスである。石炭ガス中のチャーは，チャー回
収装置で全量分離回収され，気流搬送によりチャーバー
ナでコンバスタに投入され，リサイクルされる。従って，
投入石炭中の可燃分はすべて石炭ガスに，灰分はすべて
スラグに転換する。チャー回収装置はサイクロンとポー
ラスフィルタの2段階から成る。ポーラスフィルタは精
密脱じんが可能であり，ガスタービン排ガスにはガス化

図9　空気吹きガス化炉の原理

表3　IGCC実証機の仕様

図8　IGCC実証機の全景
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に起因するばいじんはほとんど含まれない。
コンバスタから排出された溶融スラグは，ガス化炉下

部のスラグホッパで水砕され，ガラス状のスラグとして，
ガス化炉下部から排出される。このスラグは，微量成分
の溶出がなく吸水性も小さいため，土木分野での有効利
用が期待される。当社でも，アスファルト舗装用の骨材
およびコンクリート成型製品の骨材の代替として有効で
あることを検証している。
5.3.2  ガス精製設備
ガス精製設備では，ばい煙原因物質である硫黄化合物

やアンモニア等を石炭ガスから除去する。ガスタービン
燃焼前の燃料ガスを加圧状態で精製するため，微粉炭火
力における排煙処理と比較して設備がコンパクトとなる。
200t/日パイロットプラントでは乾式ガス精製の試験を
実施したが，実証機ではIGCCの早期実現を重視し，開
発要素の少ない湿式ガス精製を採用した。
湿式ガス精製の原理を図10に示す。ガス精製設備は，

石炭ガス中の不純物を除去することでガスタービン機器
を硫黄分や金属分等から保護するとともに，ガスタービ
ン燃焼での大気汚染物質の発生を防止する機能を受け持
つ。後者の機能は従来型微粉炭火力の排煙処理に相当す
るものであるが，燃料ガス量が燃焼ガス量に比べて数分
の1である上に，高圧であるため実体積流量は大幅に少
なく，IGCCでは効率的なガス処理が可能でコンパクト
な設備になる。
石炭ガス中の主な不純物には，石炭中の硫黄分に由来

する硫化水素（H2S）や硫化カルボニル（COS），窒素
分に由来するアンモニア（NH3）などがある。石炭ガス
を湿式脱硫するには，石油化学工業で実績のあるアミン
系やアルコール系の脱硫液に硫黄化合物を吸収させる
方法がある。それらの中で，所内動力や熱損失が少な
いことからアミン水溶液（メチルジエタノールアミン：
MDEA）が最も適しており，脱硫液にはこれを採用した。
ガス精製設備は，COS変換器，冷却塔，洗浄塔，H2S

吸収塔から構成される。石炭ガス中の硫黄分はH2S吸収
塔でMDEAに吸収され，使用済みのMDEAは吸収液再
生塔で再生され，再び脱硫に使用される。ただし，一般
にMDEAはH2Sの除去には有効であるが，COSはほとん

ど吸収しない。そこで，COS変換器を上流に設置し，加
水分解反応によりH2Sに転換する。MDEAの再生過程で
回収する硫黄分は，従来型微粉炭火力と同様に石膏とし
て回収する。IGCCでは微粉炭火力のようなフライアッ
シュの混入が全くないため，きわめて純度の高い高品位
な石膏となる。NH3やハロゲン等は冷却塔，洗浄塔で除
去される。
5.3.3  複合発電設備
ガス精製設備により精製された石炭ガスは，ガスター
ビンで燃焼され発電を行う。ガスタービン後流の排熱回
収ボイラ（HRSG）にて熱回収された蒸気は，ガス化炉
後流の熱交換器で熱回収されたものと共に蒸気タービ
ンを駆動し，複合発電を行う。このように，IGCCでは
HRSGだけではなくガス化炉からも蒸気が発生すること
が，LNG火力にはない特色である。また，ガスタービ
ン空気圧縮機の圧縮空気の一部をガス化炉へ抽気するこ
とで，設備の簡素化と所内動力の低減が図られている。
空気吹きガス化炉の石炭ガスは，LNGと比べて発熱
量が1/10程度の低カロリーガスではあるが，水素が多
いことからLNGよりも可燃範囲が広い。また，ガス精
製設備でNH3を除去するためガスタービンでフューエル
NOxはほとんど発生せず，また，低カロリーガスであ
るためサーマルNOxの発生も少ない。

6．約1年間の運転試験の結果
6.1　運転試験（RUN）の推移
2007年9月20日に建設を完了し，まず初めは，ガス化
炉を灯油で点火し，灯油焚での調整試験を行った。そ
の後，10月10日にガス化炉に石炭を投入し，ここから
RUN1を開始した。
その後，RUN2にてガス化炉の単独調整を行い，12月

に入ってRUN3でガスタービンに石炭ガスを送り，石炭
ガス化複合発電を開始し，RUN4にて50％負荷運転，お
よび50％負荷遮断試験を行った。
ガス化炉の初期調整段階では，微粉炭流量の変動が大
きく，ガス化炉トリップを2度経験したが，微粉炭供給
ホッパへの窒素供給方法の調整，微粉炭流量制御弁の調
整等により微粉炭の安定搬送が可能となり，その後はガ
ス化炉の安定運転が可能となった。
2008年に入って，1月にはRUN5で75％負荷運転，
75％負荷遮断試験を行った後，3月にはRUN6で100％
負荷運転，および100％負荷遮断試験を終了させ，当初
計画どおり，2007年度中の定格出力運転を達成した。
そして4月にはRUN7にて，各負荷帯での静特性，動
特性試験を行い，性能確認も行った。この段階では，期
間もそれ程かけられないため，簡易な制御調整に留めた。
その後，設備点検および若干の設備改造を行い，5月
末にRUN8で健全性確認試験を行った後，6月10日から
RUN9として，2000時間を目標とする長期連続運転試験
に入った。図10　湿式ガス精製の原理
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図11において，棒グラフの高さは，各RUN毎の石炭
ガス複合発電を行った運転時間を示しているが，RUN9
において一気に運転時間を伸ばし，2,039時間の長時間
運転を達成した。なお，1,568時間連続運転の後，1度
停止・再起動を行っているが，これはIGCCの信頼性
とは全く関係のない事象による停止であったことから，
我々の所期目標である「IGCCが夏場の3ヶ月間（約
2,000時間）を連続運転できる信頼性の検証」はできた
と判断している。

6.2 プラント性能データ
表4は，RUN7において，25万kW，100％負荷運転時

の性能データを示す。

ガスタービンと蒸気タービンの出力は，それぞれ
124.2MWと，125.8MWであり，ほぼ1：1の出力比で
ある。一般にLNG火力では，ガスタービンと蒸気ター
ビンの出力比は2：1になるが，IGCCでは1：1にな
るのが特徴である。
送電端効率は，42.4%（LHV）であり，ほぼ目標値を
達成した。その他の性能データ，あるいは環境データは
表4に示す通りであり，いずれの数値も，計画通り，あ
るいは計画を上回る数値が得られている。
なお，送電端効率については，まだ粗調整の段階での
データであり，今後の運転最適化試験の中で，さらに高
い数値を目指すこととしている。

6.3  今後の運転試験スケジュール
長期連続運転試験後は，設備の開放点検を行っている
が，2009年の1月より，試験運転を再開し，それ以降は，
下記の運転試験を予定している。
①運転最適化試験（2009年1月）
運転パラメーターを変化させ，送電端効率の向上を目
指すと共に，負荷変化率の向上試験等も実施する。
②炭種変化試験（2009年1月～2月）
現在使用している中国の神華炭に加え，北米のPRB炭，
インドネシア炭によるガス化試験も行う。これらはい
ずれも亜瀝青炭であり，空気吹きIGCCで亜瀝青炭も
ガス化できることを実証する。
③耐久性確認試験（2009年5月～12月）
約5,000時間の運転を行い，設備の耐久性確認を行う。

7．まとめ
日本が開発を進めている空気吹きIGCCは，世界でも
最高の送電端効率が得られるIGCCである。この技術が
完成すれば，石油火力と同等のCO2発生量で石炭火力発
電が可能となり，資源の節約と同時に，地球温暖化対策
にも大きく貢献することができる。
実証機の運転試験を開始してから1年以上が経過し
たが，既に定格出力での安定運転が可能となり，さらに
IGCCの信頼性を確認するための長時間連続運転試験も
成功裏に終了し，商用化に向けて大きく前進している状
況にある。
今後も，予定されている運転試験を計画どおり進め，
高効率，高信頼性，かつ価格的にも国際競争力のある空
気吹きIGCCを完成させていく予定である。

図11　RUN項目と運転時間の推移

表4　プラント性能データ
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1．はじめに
地球温暖化などの環境問題に対応するため，CO2に代
表される温室効果ガスの削減が必要となっている。火力
発電の中でも石油火力のCO2排出量は，他の発電方式に
比べ多く，油焚きガスタービンにおいてもCO2削減への
取り組みは非常に重要であると考える。
日立ではCO2の削減のため独自開発したH-25ガスター
ビンの圧縮機やタービンの効率向上を図るとともに，従
来ガスタービン燃料として使用できなかった燃料を，燃
焼器の開発によって効率の良いガスタービンに使用する
ことで，結果的にCO2を削減する取り組みを進めている。
本稿ではこのような日立における油焚きガスタービン燃
焼器の開発状況を中心に紹介する。

2．H-25ガスタービン
1988年に25MW級として開発したH-25ガスタービン⑴

は効率向上⑵と出力を増加し，現在30MW級までの対応
が可能である。図1にはその一例として30MW用のガス
タービンを，表1にA重油を用いた場合の仕様を示す。
H-25ガスタービンでは燃料種，排気ガス性能の要求に

応じて拡散燃焼および予混合燃焼方式の燃焼器を開発し
た。図2に油･ガスいずれの燃料も対応可能な拡散燃焼
器の断面図を示す。拡散燃焼器は燃料ノズル，燃焼器ラ
イナー，トランジションピースの主要部品で構成される。
燃料ノズルには燃焼器ライナー内部に燃焼空気を噴出し，
循環流を形成させる旋回器を設置し，旋回器の空気流路
にガス燃料を噴出する噴出孔を形成した。また，旋回器
の軸中心部には油燃料を燃焼場へ供給するための空気噴
霧式の油燃料ノズルが設置してある。さらに，排気ガス
の窒素酸化物（NOx）の低減は，蒸気や水を噴霧し火
炎温度を低下させ対応している。

図1　H-25ガスタービン

原稿受付　2009年2月23日
＊1　㈱日立製作所　日立事業所
　　　〒312-0034　茨城県ひたちなか市堀口832番地の2
＊2　㈱日立製作所　エネルギー・環境システム研究所

日立H-25油焚きガスタービン

笹尾　俊文＊1

特集：火力プラントにおける高効率化技術とCO2削減の取り組み

SASAO Toshifumi

キーワード：産業用ガスタービン，タービン，圧縮機，燃焼器，油焚き

性能 出力 30,000kW
熱効率 33.6LHV%

圧縮機 型式 軸流17段
吸込空気量 92.4kg/s
圧力比 14.7
回転数 7280min-1

タービン 型式 軸流3段
回転数 7280min-1

表1　H-25ガスタービン仕様（A重油の例）

永井　信一＊1

NAGAI Shinichi

YOSHIDA Shohei
吉田　正平＊2

INOUE Hiroshi
井上　　洋＊2

図2　H-25燃焼器（油・ガス）
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拡散燃焼器の油焚きについては，国内外でA重油，軽
油，灯油の納入実績が多数あり，ナフサやLCO（Light 
Cycle Oil）についても対応が可能である。次節ではこの
拡散燃焼器による低質油への取り組みについて紹介する。
　
3．低質油に対する取り組み
近年，ガスタービンにおいて，石油精製過程で副生さ

れる残渣油などのいわゆる低質油の使用が検討されてい
る。このような低質油は，従来はボイラーなどで使用さ
れているが，これを高効率ガスタービンで使用できれば，
資源の有効利用および発電コストの低減，さらに高効率
化によるCO2削減に貢献できると期待されている。
低質油をガスタービンへ適用する際の課題として，低

質油に含まれるNa，K，Vなどの微量金属分による高温
腐食が挙げられる。これに対しては燃料供給系統におい
て微量金属分を除去するか，もしくは，部分負荷運転,
高温部品の材質選択およびコーティングにより対策する。
低質油は従来からガスタービンで使用されてきた灯油，

軽油などに比べ，水素含有率が少なく残留炭素分を多く
含んでいる。燃料中の残留炭素が多くなるとガスタービ
ンから排出される煤塵濃度も高くなる傾向があり，規制
値を超過する場合には煤塵低減対策が必要となる。これ
までは排気側に集塵装置を設置し対応してきたが，これ
はコスト的な観点から課題が多かった。
日立ではこのような低質油焚き燃焼器から排出される

煤塵の低減技術の確立を目的として，低煤塵燃焼技術に
関する研究開発を進めている⑶,⑷。

3.1　低質油の煤塵発生メカニズム
低質油の燃焼では，燃焼過程において燃料中の残留炭

素の一部が噴霧された液滴の表面に殻を形成する。これ
により燃料中の軽質分の蒸発が遅れ，さらに残留液相に
重質分が残り，熱分解および重縮合により，煤に比べて
粒径の大きなセノスファと呼ばれる煤塵粒子が形成され
る。このようなセノスファの形成，および軽質分の蒸発
の遅れにより，煤塵濃度が増加すると考える。

3.2　低煤塵ノズル
低質油からの煤塵発生を抑制するためには，以下の燃

焼技術がキーポイントとなる。
⑴噴霧液膜（液柱）の分裂促進による液滴微粒化の促進
⑵燃料噴霧内部の低酸素濃度領域の改善
このため，図3に示す低煤塵ノズルを提案した。図

には低煤塵ノズルと標準ノズルのモデルを比較して示す。
標準ノズルは噴霧空気により燃料を微粒化する空気噴霧
方式で，ノズル中心に油噴霧ノズルを配置し，その周囲
には微粒化に必要な噴霧空気を供給する噴霧空気流路を
設けた。燃料ノズルの最外周部には火炎を安定に保持す
るための空気旋回器を設置した。標準ノズルの燃料噴霧
の中心部は，ノズルの外周から供給される噴霧空気との

混合が緩慢となるため，燃料と空気のせん断力が弱く
なり，低質油に対して微粒化性能が低下する場合がある。
また，一般に噴霧中心部は燃料濃度が高く，空気不足と
なるため残留炭素を多く含む低質油燃焼では，煤塵排出
量が増加する傾向にある。
これに対し低煤塵ノズルは，燃料を環状に噴霧し，燃
料液膜を薄くして微粒化を促進している。また，噴霧中
心部の酸素濃度増加を目的に，燃料噴孔の外周側の噴霧
空気流路に加え，ノズル中心部にも噴霧空気流路を設け
ることで，油燃料と噴霧空気の接触面積を増加させ微粒
化を促進するとともに，噴霧内部へ空気を供給して低酸
素濃度領域を減らし，煤塵発生を抑制している。

3.3　低煤塵ノズルの煤塵排出特性
低煤塵ノズルの煤塵低減効果を確認するため，大気圧
のモデル試験装置で煤塵特性を確認した（図4）。燃料
には，軽油と低質油の残留炭素濃度に着目し軽油とC重
油を混合した残留炭素分0.2wt%の模擬燃料（以下，低
質油）を用い，標準ノズルの煤塵特性と比較した。なお，
図の縦軸の煤塵濃度は，ノズル端面から燃焼器軸方向距
離500mmの計測結果である。
いずれのノズルも，軽油に比べ低質油の煤塵濃度が高
いことがわかる。これは，残留炭素分を多く含む低質油
の場合，粒子径の大きなセノスファの発生によって増加
した煤塵が，従来と同じ位置では完全に燃え切らないた

図3　標準ノズルと低煤塵ノズル

図4　煤塵濃度の比較（大気圧条件：モデルバーナ試験）
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めと考える。次に，標準ノズルと低煤塵ノズルの煤塵濃
度を比較すると，低質油および軽油のいずれの燃料も標
準ノズルに比べ低煤塵ノズルの方が，煤塵濃度が減少し
ており，低煤塵ノズルの煤塵低減効果を確認した。
低煤塵ノズルの煤塵低減メカニズムを調べるため，軽

油燃焼時における燃焼器内部の煤塵濃度分布を計測した。
図5は燃料ノズルの下流の計測点で燃焼ガスをサンプリ
ングし，ELPI（Electrical Low Pressure Impactor）で
分析した計測結果である。標準ノズルでは煤塵濃度の高
い領域が上流側から下流側まで広く分布しているのに対
し，低煤塵ノズルでは，上流側に濃度の高い領域が存在
するものの，ノズルから400mmの下流位置近傍で煤塵
濃度が急激に低下している。低煤塵ノズルの煤塵濃度が
低下したのは，燃料を環状に噴霧し微粒化を促進させた
ことにより，燃焼器の上流側において標準ノズルよりも
煤塵の酸化反応が進んだことによるものと考える。

次に，大気圧のモデルバーナ試験と同様に残留炭素分
0.2wt%の低質油を用いた実圧条件の実寸燃焼器におけ
る単缶燃焼試験結果を図6に示す。
図の縦軸は，標準ノズルの100％負荷条件の計測値で
規格化した煤塵濃度比を示す。低煤塵ノズルはガスター
ビン負荷の上昇に伴って煤塵濃度が低下し，100％負荷
条件においては標準ノズルに比べて約50%にまで低減し
ており，実圧条件における煤塵低減効果を確認した。
以上のように，低質油の低煤塵燃焼技術として，燃料
を環状に噴霧する微粒化促進型のノズルを試作し，実圧
条件でその煤塵低減効果を確認した。今後さらに低煤塵
燃焼技術に関する研究開発を進め，低質油を高効率のガ
スタービンで使用することによってCO2削減に貢献した
いと考える。

4．燃焼器システムにおける効率向上策
本節では，油焚きガスタービンの燃焼器システムに
おける効率向上策について簡単に説明する。油燃料を燃
焼する場合，燃料ノズルで油の微粒化が必要となり，そ
の手段として空気噴霧式の燃料ノズルを主に用いている。
しかし，この方式は，油を微粒化するのに圧縮機の吐出
空気を水冷式の熱交換器により冷却し，噴霧空気圧縮機
で加圧した噴霧空気が必要である。このため噴霧空気の
冷却や噴霧空気圧縮機の運用がガスタービン全体の効率
を低下させる要因となっている。このため，日立では油
の供給圧力を利用した圧力噴霧式の燃料ノズルを開発し，
種々の油焚き燃焼器へ適用しており，ここでは，その一
例を紹介する。

4.1　デュアル燃料対応低NOx燃焼器
近年，海外の天然ガス（LNG：Liquefi ed Natural Gas）
や石油を処理するプラントで主燃料にLNGを用い，バッ
クアップ用に油も使用可能なガスタービンが必要となっ
ている。日立では，従来のLNG焚き低NOx燃焼器をベー
スに，油焚きも可能なH-25デュアル低NOx燃焼器⑸を開
発した（図7）。この燃焼器はLNG運用時には，拡散燃
焼による安定燃焼と予混合燃焼による乾式低NOx燃焼
にて，油運用時は，燃焼器中心に設置した圧力噴霧式の
油燃料ノズルで点火から全負荷の運用が可能である。以

⒝ 低煤塵ノズル⒜ 標準ノズル
図5　煤塵濃度の空間分布の比較

図6　低煤塵ノズルの煤塵低減効果（実圧条件：実寸燃焼器試験） 図7　H-25デュアル低NOx燃焼器
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下, デュアル低NOx燃焼器の主要構成部品を説明する。

4.2　圧力噴霧式油燃料ノズル
H-25デュアル低NOx燃焼器には，効率向上とコスト

低減を狙った噴霧空気が不要な圧力噴霧式の油燃料ノズ
ルを採用した。図8に圧力噴霧式油燃料ノズルの構造図
を示す。油燃料ノズルは，大小二つの渦巻室で構成し
たデュアルオリフィス型の圧力式渦巻噴霧ノズルである。
二つの渦巻室には，チェック弁を介して油を供給する構
造となっており，チェック弁に設定値以上の油供給圧力
が作用すると油が流れ始め，二つの渦巻室に供給される
油の流量を制御する。燃焼器の点火時にはチェック弁の
作用により，小渦巻室に接続されたパイロット流路のみ
に油(実線)が供給され，点火燃料流量における供給圧力
を増加して燃料液滴の微粒化を促進させる。さらに，点
火時のみ，大渦巻室に接続されたメイン流路に噴霧空気
（一点鎖線）を供給することで微粒化を促進させ点火特
性の向上を図った。ガスタービンの負荷上昇により燃料
供給量が増加してチェック弁の設定圧力以上になると大
渦巻室にも油（点線）が供給されるため，広範囲な負荷
に対応できる。

4.3　放射型保炎器
図7に示した保炎器には，ガス焚き時の低NOx化，

油焚き時の安定燃焼が可能な放射型保炎器を採用した。
この放射型保炎器の機能を図9に示す。8枚の傾斜した
板で構成された放射型保炎器は，予混合器出口を8箇所
閉鎖する放射状構造であり，保炎器下流に循環流を形成
するとともに，燃焼器中心部へ向かう傾斜流を形成させ
る。ガス焚き時は，この循環流に予混合火炎を保炎させ，
さらに高温の拡散火炎が巻き込まれるため，予混合火炎
の安定性が強化される。また，予混合気が燃焼器中心軸
に向かって供給されるため，高温燃焼場を形成する拡散
バーナの拡散火炎をこの予混合気が希釈することにより，
拡散火炎の長炎化を防止し低NOx化を図っている。
油の拡散燃焼に対しては，放射型保炎器の下流に形成

される循環流に沿って油燃料が広がり，さらに予混合器
から供給される空気の傾斜流が，燃焼場で油と空気の混
合を促進し，油拡散火炎の長炎化を防止している。
図10に燃焼器下流側から観察したガス焚き，油焚きの

火炎写真を示す。保炎器における多くの構造パラメータ

の最適化によって，圧力噴霧式油燃料ノズルによる油燃
焼時の安定燃焼が確保されている。

4.4　性能試験結果
ガスタービンの性能確認試験で実施したガス焚き，油
焚きの負荷変化おけるNOx，CO排出特性を図11に示
す。尚，本試験では，油焚き時に蒸気，水噴霧等による
NOx低減手段は用いていない。ガス焚き時のNOx排出
濃度は，負荷55%以上にて25ppm以下となり低NOx性能
を確認した。また，ガス焚き時のCO排出濃度は，65％
負荷以上で100ppm以下であり，定格負荷近傍において
は10ppm程度となる。油焚き時のNOx排出濃度は，定

図8　圧力噴霧式油燃料ノズルの構造

⒜ ガス焚き

⒝ 油焚き
図9　ガス･油焚きにおける保炎機構

⒜ ガス焚き ⒝ 油焚き
図10　ガス・油焚きの火炎写真
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格負荷において250ppmであり，CO排出濃度は10ppm以
下（燃焼効率99.99%以上）となった。
圧力噴霧式油燃料ノズルと放射型保炎器の採用により

ガス焚き，油焚きともに燃焼器の点火からガスタービン
定格負荷に至るまでの運用で安定燃焼を確認した。また，
本圧力噴霧式油燃料ノズルの採用により，空気噴霧式油
燃料ノズルの油焚きガスタービンに比べ，定格負荷での
熱効率を約1％改善することができた。
以上によりCO2削減に貢献できたものと考える。今後，
圧力噴霧式油燃料ノズルの性能改善を図り，適用範囲を
拡大してさらなるCO2削減に貢献したいと考える。

5．油焚き燃焼器の低NOx化に対する取り組み
ガス焚きでは，低NOx化のために空気とガスを予め

混合してから燃焼させる予混合燃焼方式が多く採用され
ている。しかし，油焚きではそのほとんどが拡散燃焼方
式であるため，油焚きガスタービンからは多量のNOx
が排出される。このため，燃焼場に蒸気や水を噴霧して
高温燃焼域を低減し低NOx化を図っているが，蒸気や
水を噴霧するとガスタービン全体の効率が低下する。そ
こで日立では，油焚きガスタービンの低NOx化に対す
る取り組みを進めている。

5.1　予蒸発予混合式モデルバーナ
油燃料の低NOx化には，油燃料を噴霧し蒸発させて

から空気と混合させる予蒸発予混合燃焼方式（以下，予
蒸発式）が有効である。図12に予蒸発式モデルバーナの
基本構造⑹を示す。モデルバーナは燃料と空気の混合を
促進させる混合室，液体燃料の蒸発を促進させる蒸発室
で構成される。バーナ上流の混合室は下流に向かって拡
開する中空円錐形状で，その壁面には複数の空気孔を軸
方向，周方向に形成し，混合室に多量の空気を導入し
て，燃料と空気の急速混合を図るよう構成した。上流側

の空気孔は，空気流による油の微粒化や燃料と空気の混
合促進を目的に，混合室壁の周方向に傾斜して形成した。
バーナ上流の軸中心には，圧力噴霧式の油燃料ノズルを
配置し，ガス焚きにも対応するため，空気孔の壁面にガ
ス噴孔を形成した。油燃料ノズルから噴出した油は高温
の燃焼空気によって蒸発し空気と混合してバーナの下流
で予混合燃焼するため，低NOx燃焼が可能となる。

5.2  モデルバーナのNOx排出特性
燃料にＡ重油を用い実機の圧力条件でモデルバーナの
NOx排出特性を確認した。図13に燃焼ガス温度に対す
るNOx排出量を示す。実寸燃焼器は図12に示したバー
ナを複数本集合して構成するが，図13はバーナ単体の
試験結果である。バーナのガス温度が高くなるにつれて
NOx排出量は増加する傾向を示す。しかしながら，ガ
ス温度1800K近傍でNOx排出量は25ppm，1700K近傍で
は10ppm程度まで低下しており，予蒸発式モデルバーナ
が油燃料の低NOx化に有効であることを確認した。
今後さらにこの予蒸発式モデルバーナを低質油などの
燃料へ適用するとともに，カーボンフリーと言われるバ
イオエタノール焚きにも展開し，CO2削減に貢献したい
と考える。

図11　NOxおよびCOの排出特性

図12　予蒸発式モデルバーナ断面図

図13　モデルバーナのNOx排出特性
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6．おわりに
日立の油焚きガスタービンにおける効率向上策やCO2

削減の取り組みについて紹介した。日立では，これまで
の火力プラント開発の経験を生かし，最先端技術を駆使
することにより開発製品の信頼性を高め，今後も地球温
暖化抑制のために高効率発電機器の開発およびCO2削減
に積極的に取り組んでいく考えである。

参考文献
⑴ 井上，“日立におけるガスタービン開発の歩み”，日本ガ
スタービン学会誌Vol.36, No.3（2008），pp199-205

⑵ 伊藤，齋藤，Christain Bergins，千野，圓島，呉，“火
力発電におけるCO2削減技術”，日立評論 Vol.90, No.5
（2008），pp20-25

⑶ Asai, T., Koizumi, H., Inoue, H., “An Experimental 
Study on Characteristics of Carbonaceous Particulate 
Matter Emissions from Combustion of Fuel Oil 
Including Carbon Residue.”IGTC 2007 Tokyo,TS-150, 
（2007-12）

⑷ Asai, T., Koizumi, H., Yoshida, S., Inoue, H., Proceedings 
of ASME Turbo Expo 2008, GT2008-50351, （2008-6）

⑸ Sasao, T. , Takehara, I . ,  Hayashi , A. , Inage, S. , 
“Development of The New Dual Fuel Type Low NOx 
Combustor and The Results of Its Performance Test.”
IGTC 2007 Tokyo, TS-130, （2007-12）

⑹ 平田，吉田，関口，井上，渡邊，“デュアル燃料焚き低
NOx燃焼器用モデルバーナの燃焼特性”，第35回タービ
ン定期公演会 講演論文集（2007），pp57-62

ー 39ー

Download service for the GTSJ member of ID , via 18.188.100.179, 2025/05/06. 

                            39 / 67



84 日本ガスタービン学会誌　Vol.37　No.2　2009.3

に高温日における性能である。この利点は，高いシンプ
ルサイクル効率，10分間の起動時間，すぐれた部分負荷
性能および速いランプ率と相俟って，発電用ガスタービ
ンの中でベンチマーキングとなった。
図3に示すように，これらの柔軟性のある発電設備と
しての利点により，LMS100ガスタービンは高い需要を
示しており，これらの運転実績を通じて，製品としての
より早い成熟化を可能にしている。導入の初期段階では，
北米，南米および欧州においてピーク負荷，中間負荷運
用および常用電源へ適用されている。最初のLMS100は，
2006年7月に米国のサウスダコタにおいて発電を開始し
その後順調に運用されており，この初号機の実績の結果，
これまでに新たに35台以上のユニットを受注した。これ
らのユニットは，多様な環境および市場情勢の中でこ

はじめに
世界の電力エネルギー業界の課題は，その地域ごとの

電力システムに求められる個々の要求を満たし，高効率
かつ柔軟性のある電源を提供することにあり，この要求
は近年益々大きくなってきている。2005年に中間冷却付
きLMS100Ⓡを導入してからも，業界において競合製品，
システムニーズおよびこの新技術の応用においていくつ
かの変化があった。現在，LMS100が世界各地で導入さ
れ始めた結果，この中間冷却付きガスタービンがもたら
す利点が多くの発電事業者に認識されてきた。その間並
行して，この柔軟性のあるガスタービン発電技術が長期
にわたり産業界のニーズに応えるように，いくつかの製
品改良も行われた。
より柔軟性のある発電は，今日では世界共通の要求

であるが，2005年のプログラム開始発表当時はそれほ
どではなく，開発プログラムが最初に検討された1992
年当時は定義さえされていなかった。その後の10年に
わたって，設計チームは熱モデルおよびSAC燃焼器
（Single Annular Combustor，以下SAC）を開発し，こ
れが2003年に実施された最初のタービンリグ試験に結び
ついた。2004年に最初のコアエンジン試験を完了し，66
時間以上の試験で機械および熱性能を検証した。翌年，
ヒューストンの工場内に設置した実証試験設備におい
て発電プラントレベルでのシステム検証を行い，各種運
転試験により発電プラントとしての機能および性能を確
認した。ガスタービン，発電機，補機類をまとめた標準
パッケージを図1に示す。
LMS100ガスタービンで最も注目に値する機能は，可

変抽気システムおよびシェル＆チューブ熱交換器で構成
される中間冷却システムである。このシステムによって，
エンジンの低圧圧縮機出口空気を約149℃冷却して，高
圧圧縮機に戻すことにより，従来のサイクルと比較して
より大きな出力を得ることができる。中間冷却システム
がもたらす，もう一つの大きな利点は，図2に示すよう

図1　LMS100ガスタービン発電装置外観

原稿受付　2009年1月19日
＊1　General Electric Co.
＊2　GE International Inc.
　　　〒107-6111　東京都港区赤坂5－2－20　赤坂パークビル

中間冷却器付きガスタービンLMS100の発電市場への適用

福岡　伸行＊2

特集：火力プラントにおける高効率化技術とCO2削減の取り組み
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図2　大気温度の上昇に伴う出力の低下割合
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の製品のユニークな特徴を発揮するであろう。既存の旧
式蒸気タービン設備よりすぐれた効率をもち，また旧式
の複合サイクルプラントと同等の出力レベルであること
から，今後LMS100ガスタービンが主要電源のひとつと
して一翼を担うことが期待される。また，不安定な電源
ネットワークを備えた地域の設備においては，頻繁な起
動・停止サイクルの運用や，10分間の高速起動は有用で
ある。そのような運用においても，保守費用が発停頻度
によらず運転時間にのみ依存するという特徴は大きな利
点である。

LMS100ガスタービンの系譜
LMS100ガスタービンは，電力エネルギー業界および

航空機エンジン業界において実績があり，成功を納め
たGE製品のサブシステムおよびコンポーネントを革新
的な中間冷却サイクルと組み合わせることにより，産
業界で最高のシンプルサイクル熱効率を実現した。さ
らに，既存のLM6000ガスタービンの運転経験に基づき，
LMS100については，99.2%の信頼性および97.1%の稼働
率が期待されている。ORAP（Operational Reliability 
Analysis Program）に報告された233件のデータによれ
ば，LM6000発電パッケージは現在，12 ヶ月移動平均で
98.8%の信頼性と97.4%の稼働率を示している。LM6000
発電パッケージは，累計運転時間が100,000時間を超え
成熟期に達した。LMS100についても同じレベル以上の
信頼性が期待できる。
低圧圧縮機（LPC）は，20,000,000時間を優に超える

運転時間を誇るGE社6FAガスタービンの圧縮機の最初
の6段から派生している。  
高圧圧縮機（HPC）は，800台以上のユニットが稼働
中で，14,000,000時間以上の運転時間を誇るLM6000ガス
タービンから派生している。また，LM6000 HPCは，稼
働中のユニットが3600台以上で運転時間が135,000,000
時間以上のCF6-80C航空機エンジンから派生した。
LMS100 HPCは，LM6000 HPCと空力的に同等であり，
中間冷却システムにより増加した空気流量および圧力を
考慮して高強度材を使用している。
単一環状燃焼器（SAC）は，設計，容積および材料

において，LM6000に類似しているが，LMS100中間冷
却サイクルによる多量の燃料，水および空気流量に対
応するために強化された。LMS100燃焼器は，広範囲な
LM6000の経験および他の航空機エンジンプログラムか
ら得られた教訓に基づき信頼性が向上している。
高圧タービン（HPT）は，10,000,000時間以上の運転

時間を誇るCF6-80E航空機エンジンのHPTから派生して
おり，高温ガス流路の設計および材料はLM6000と類似
している。
中圧タービン（IPT）は，LPCを駆動するために
LMS100用に新しく設計されたものであり，HPTと同様
の材料，設計基準および手法を用いている。
出力タービン（PT）もLMS100用に新たに設計され
たものであるが，設計については，LM6000の LPTと同
じ材料を用い，入口温度および出口マッハ数を含め設計
はLM6000 LPTに類似している。
LMS100発電パッケージは，実績のあるLM6000パッ
ケージの設計手法，要素技術を使用し，できる限り，
パッケージ補機も共用にしている。さらに，稼働率を高
めるため，LMS100には高性能三重化コントロールシス
テムTMR（Triple Modular Redundancy）を採用して
いる。

LMS100の開発および試験プログラム
LMS100ガスタービンは，1992年の米国エネルギー省
技術研究計画から始まり，16年にわたって開発されて
きた。この間，GEは中間冷却システムを開発・実証し，
航空機エンジン試験設備でリグ試験を行った。  
2004年には，最初のコアエンジン（HPC，燃焼器，
HPT）試験がGEの航空機エンジン高空試験設備で行わ
れ，66時間以上におよぶ試験において機械的性能および
熱的性能を検証した。
前述のごとく，2005年には，トータルの発電設備とし
ての検証を行うために，ガスタービンおよびシステムを
運転するために必要な補助機器類を含む設備をヒュー
ストンの工場内に設置し，最初の全負荷試験を行った。
GE社にとって最初となるこの種の完全な機能的プラン
トであるLMS100試験設備は，500時間以上の試験から
成る最初の製品検証試験に使用された。それ以来，この
試験設備は製品の改良および改善を検証するために継続
して使用されている。

燃焼器技術
GEの航空転用型ガスタービンの設計手法に従い，は
じめに，NOx制御のために水噴射を装備した単一環状
燃焼器（SAC）を導入した。同時に，燃焼器開発チー
ムは，水噴射をせずに25ppmvd@15％O2のNOxを可能
にするため，乾式の低NOx燃焼器（DLE）の開発を続
けてきた。この開発には，GEの他の航空転用型ガスター
ビンモデルLM1600，LM2500およびLM6000で実績のあ

図3　LMS100予想累積運転時間
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る多重環型燃焼器の技術を活用している。現在，これら
の低NOx燃焼器（DLE）を装備したガスタービンが世
界で450台以上稼働しており，1000万時間以上の稼働実
績を有する。LM6000-PFおよびLM2500+G4で既に使用
されている熱遮蔽設計および燃料と空気の予混合を向上
させるための最適な燃料配分など，最近の開発から得ら
れた教訓がこのLMS100用DLEの設計に応用されている。
LMS100 PBの試験計画の中で確認されるべきいくつか
の重要な機能は，ヒューストンにあるGEのLMS100発電
試験設備を使用して確認される。この試験設備では，起
動から最大出力までの全範囲の動作条件で試験すること
ができ，急な負荷変動下での燃焼安定性および燃焼振動
を含む燃焼システム全体の運転性能が検証される。
図4に示すように，LMS100 PA（SACモデル）から
LMS100 PB（DLEモデル）への変更に必要な部品は
それほど多くない。LMS100 PBは，他の航空転用型ガ
スタービンと同様に，高効率，低NOxを実現するため，
最適な予混合及び燃焼制御を可能にするように容積を確
保する必要があり，LMS100 PAより大きな燃焼器とな
る。このDLE燃焼器は，これまでのDLEの運転経験を
活かして，ステージングプロセスを簡素化し性能要件を
満たすために必要なハードウェアも減らせるように，二
重環状燃焼器としている。パッケージ機器および燃焼器
部分を除くエンジンハードウェアは，LMS100 PAと同
様であり，LMS100 PAの運転経験と実績は活用される。
LMS100 PBは，水噴射なしで25ppmvd@15%O2のNOx

を達成し，LMS100 PAで既に実証された業界最高の熱
効率，柔軟性を維持しつつ，環境にやさしい解決策を提
供する。
LMS100 PAとLMS100 PBの大気温度に対する出力特
性を図5に示す。
LMS100 PBの最初のエンジンは，2009年の初めに
製造され，今後12～18か月以内に出荷する予定であ
る。LMS100 PBの検証プログラムの一環として，GEは，
イーブンデールの航空機エンジン試験設備を使い，マル
チノズルおよび燃焼器の試験に成功した。LMS100 PB
の性能は，水噴射のないLMS100 PAと同様のレベルの
性能を示すと期待される。

結論
LMS100は，最初の製品導入とその実証で成功を収め，
本製品に対する関心が世界中に広がった。44%を超える
シンプルサイクル熱効率を持った100MWの電源を提供
することができ，また，他の航空転用型ガスタービンと
同様，Modular Maintenanceの採用によりオンサイトで
の保守作業が簡素化され短期間で済む。更に大気温度の
上昇に伴う出力の低減も小さく，これらの特徴は多くの
発電事業者に利点をもたらすであろう。ピーク発電から
グリッド安定化，淡水化設備との組み合わせ，また，石
炭火力の給水加熱への排熱の利用等，多様な応用が検討
されており，ガスタービンによる発電技術に新たな選択
肢を与えている。DLEを含む燃焼技術の進歩は，この
製品をさらに進化させ，応用範囲を拡げるであろう。図4　LMS100 PAモデルとPBモデルの相違点

図5　大気温度vs出力の比較
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この様な背景の下，川崎重工（以下川重と略）は，
2007年，出力7.8MWの大型ガスエンジン－川崎「グリー
ンガスエンジン」（写真１）を開発し，2007年末から実
証試験を開始した。
以下，大型ガスエンジンの高効率化への要件と川重に
おける取り組みについてその概要を述べる。

2．ガスエンジンの基本的特性と高効率化への要件
2.1　ガスエンジンの燃焼方式
ガスエンジン注）は給気と燃料ガスの混合気体をシリン

1．はじめに
地球温暖化防止のためCO2排出量を抑制することが喫
緊の課題となっている今，液体燃料を使用する他の熱機
関に比べCO2排出量が少ない環境に優しいガスエンジン
の需要が高まっている。
ちなみに図1に示すようにガスエンジンは液体燃料を

使用するディーゼルエンジンより使用燃料の違いにより
CO2排出量が約30％少ない。
図2に世界のガスエンジンの市場動向を示す。単機当

たりの出力の大きいガスエンジンの需要の伸びがとくに
著しい。
近年，ガスエンジンの効率は著しく改善されてきてい

る。図3にガスエンジンの効率推移を示す。

図1　ディーゼルエンジンとガスエンジンのCO2排出量比較

原稿受付　2009年1月20日
＊1　川崎重工業㈱　機械ビジネスセンター
　　　〒650-8670　神戸市中央区東川崎町3－1－1

ガスエンジンの高効率化への要件と川崎重工における取り組み

徳岡　哲夫＊1

特集：火力プラントにおける高効率化技術とCO2削減の取り組み

TOKUOKA Tetsuo

キーワード：ガスエンジン，高効率化，ノッキング，空燃比，点火システム，サイクル効率

図2　世界のガスエンジン市場動向

図3　ガスエンジンの効率推移

写真1　川崎「グリーンガスエンジン」

注） ガスエンジンにはシリンダ内で圧縮された給気に高圧のガスを投
入する拡散燃焼のエンジンがある。このエンジンは通常高圧ガス
エンジンと呼ばれ，その燃焼特性はディーゼルエンジンに酷似し
ている。これに対し，ここに扱うガスエンジンは，低圧ガスエン
ジンと呼ばれ，その燃焼特性は高圧ガスエンジンと大きく異なる。
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ダ内に供給する予混合燃焼を採用している。
低圧ガスエンジンはその燃焼特性の違いからディーゼ

ルエンジンや高圧ガスエンジンと比べNOx排出量が圧
倒的に低い。図4にディーゼルエンジン，高圧ガスエン
ジンおよび低圧ガスエンジンのNOx排出量を示す。

2.2　ガスエンジンの燃焼特性
ガスエンジンの燃焼は，ディーゼルエンジンと異なり，

ノッキングと呼ばれる特異燃焼を伴う。ノッキングは火
炎伝播によらず未燃領域から着火する現象で，そのレベ
ルは通常ノッキング強度で表される。強いノッキングが
頻発するとエンジンの信頼性は著しく損なわれる。
ガスエンジンの効率は強いノッキングが発生する近傍

程高くなる。ガスエンジンの高効率化には強いノッキン
グを回避しつつ，かつその近傍で如何に安定的に運転す

図4　ディーゼルエンジン，高圧ガスエンジンおよび低圧ガス
エンジンのNOx排出量比較

るかが重要である。図5にノッキング強度と効率との一
般的関係を示す。
ノッキングに関係する大きな要素として空燃比がある。
空燃比は，給気量と燃料を完全燃焼させるために必要な
空気量との比として表される。図6によく知られたガス
エンジンの空燃比と運転可能範囲との関係を示す。空燃
比が小さい程ノッキングが発生しやすく，逆に大きくな
りすぎると失火現象が発生する。ノッキングを抑制する
ため空燃比は常にある一定範囲内になるよう制御する必
要がある。大型ガスエンジンでは，空燃比は通常2程度
である。

2.3　過給システムおよび空燃比制御
ガスエンジンでは，一般に，平均有効圧力を高くする
ほど機械損失の比率が小さくなり効率は高くなる。平均
有効圧力を高くすればするほど運転可能範囲が狭くなる
ので，安定的運転のための工夫が必要となる。
給気は過給機により供給される。必要な給気量を得る
ための過給機の仕事量は季節により大きく変動するので，
空燃比を常に最適にするための制御が必要となる。空燃
比制御の方法として，1）余剰給気をバイパスさせる方
法，2）余剰排気をバイパスさせる方法　がある。図
7に両方式を合わせて示す。1）の方式は簡便であるが，
エネルギーを無駄に捨てるので，エネルギーの有効利用
の観点からは不利である。2）の方式は余剰排気エネル
ギーを有効に活用できることから多くのガスエンジンで
採用されているが，バイパス量が少なくなる夏季におい
てもエンジンに必要な給気量を確保できるよう過給機の
要目選定には十分留意する必要がある。また，外気温度
が極端に低くなる場合にはブロアのサージングにも注意
が必要である。
シリンダ毎の空燃比を均一にすることも効率向上の
重要な要素である。各シリンダに供給される給気量を均
一にするよう給気管の設計に留意する必要がある。各シ
リンダには同一のガス量を供給することが基本であるが，図5　ノッキング強度とガスエンジンの効率との関係

図6　ガスエンジンの運転可能範囲 図7　空燃比制御システム
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各シリンダに供給される給気量のばらつきを考慮し，各
シリンダの空燃比が均一となるよう各シリンダのガス量
を制御する方法も効率向上の観点から有効である。その
具体的方法として，各シリンダの排気温度が均一になる
よう各シリンダのガス弁を制御する方法がある。
過給機自身の効率もエンジンの効率に大きく影響する。

過給機効率を改善すればエンジンのサイクル効率が改善
され，ガスエンジンの効率向上につながる。
多くのエンジンで，排気ガスをバイパスすることによ

り空燃比を制御しているが，過給機のタービンノズル面
積を変化させることにより排気ガスのバイパス量を極小
化すれば，サイクル効率をさらに改善できる可能性があ
る。
また，エンジン本体外での効率改善策として，余剰

排気エネルギーを利用するターボコンパウンドシステム
（TCS）の開発も行われている。TCSシステムには，1）
余剰排気ガスによりパワータービンを駆動しエネルギー
を回収する方法，2）過給機軸に直接発電機を結合して
エネルギーを回収する方法　がある。2）は一部のメー
カで既に採用されている。図8に過給機軸発電機直結型
TCSシステムを示す。いずれの場合も過給機の高効率化
が重要である。

2.4　点火システム
ガスエンジンの点火システムを図9に示す。代表的な

点火方式として，1）電気点火方式，2）パイロット点
火方式　がある。1）は古くから採用されている確実な
点火方法である。後述のパイロット点火方式に比べ，耐
久性(寿命)が短いが，最近，寿命はかなり向上している。
一方，2）の方式は，点火エネルギーが高く，着火性に
優れていることから国内のガスエンジンメーカ各社で採
用されている。この方式には点火のために液体燃料が必
要であり，海外では，その入手性に留意する必要がある。
大型ガスエンジンでは多くの場合，燃焼室（主室）に

副燃焼室（副室）を設け，最初に副室内のガスに点火し，
副室の燃焼ガスを主室に噴射し，主室のガスに点火する
システムを採用している。　　
副室のガス状態は副室の点火およびその後の主室の

燃焼状態に大きく関係し，効率にも大きく影響するので，

各社共CFD解析や種々の試験を実施し，安定燃焼を実
現するよう工夫している。なお，副室内の空燃比は，各
方式の点火特性から，1）の方式では約1，2）の方式
では約2　が採用されている。

2.5　ノッキング制御
点火角を早める程（通常進角と表現）効率は改善する
が，ノッキングが発生しやすくなるので，点火角には進
角限界がある。効率を極大化するためには，進角側限界
近傍での安定的運転を行うための制御が必要となる。
ノッキングを制御するためには各シリンダのノッキ
ング強度を検知する必要がある。検知方法は大別して，
1）エンジン外に出てくる振動を検知する方法，2）
シリンダ内の圧力波形を計測する方法　に分けられる。
1）は簡便ではあるが，シリンダの状態監視としては間
接的なので，不具合が発生した場合の対応や，失火検知
が難しいなどの問題がある。2）はシリンダ内の圧力波
形を直接計測しノッキング強度を検知する方法で，失火
検知やシリンダ内最高圧力の検知も同時に可能であり，
より高度な制御が可能なシステムと言える。いずれの場
合も，検知された信号を即時に周波数分析しノッキング
強度を把握し，点火タイミングを制御することになる。
点火タイミングを制御する方法としては，1）複数の
シリンダのタイミングを一括して制御する方法，2）そ
れぞれのシリンダのタイミングを個別に制御する方法　
がある。現実のエンジンでは，全シリンダの点火タイミ
ングを同一とするとシリンダ毎にノッキング強度にばら
つきが生じ，効率低下の一因となるので，効率向上の観
点からは，システムは若干複雑となるが，全シリンダを
個別に制御し，それらのノッキング強度が均一になるよ
う制御することが望ましい。

2.6　サイクル効率の向上
ガスエンジンでは燃焼特性から圧縮比をディーゼルエ
ンジンより小さくせざるを得ないが，膨張比を圧縮比よ
り大きくしたミラーサイクルを採用することにより，サ
イクル効率を改善しエンジンの効率改善を図っている。
図10にその模式図を示す。

図8　過給機軸発電機直結型TCSシステム

図9　ガスエンジンの点火システム
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3．川崎重工における取り組み
以下に川重で開発した大型ガスエンジンについてその

概要を紹介する。

3.1　呼称
優れた環境性能をアピールするため「グリーンガスエ

ンジン」と呼称している。

3.2　開発行程
「グリーンガスエンジン」の開発行程を図11に示す。
2004年度に単筒機の設計を開始し，2005年度に性能改善，
基本性能の確認を行い，2006年度に単筒機による耐久
試験を行った。2007年度には7.8ＭＷの実証機を完成し，
種々性能確認試験を実施した後，2007年末から実証試験
を開始し，現在に至っている。

3.3　「グリーンガスエンジン」の主要目，性能
主要目を表1に，発電装置の外形寸法を図12に示す。

シリンダﾞ径は300mmで，シリンダ数が12，14，16，18
のガスエンジンをラインアップし，発電出力は5.0～
7.8MWの範囲をカバーしている。

性能を図13に示す。発電効率は48.5%，NOx排出値は
160ppm（O2＝0％換算）を達成した。いずれも世界最
高レベルの値である。
負荷特性を図14に示す。部分負荷においても高い発電
効率を維持している。
図15に総合熱効率を示す。低温水の熱を活用すれば，
総合熱効率は85％を超える。

図10　ミラーサイクル模式図

図11　「グリーンガスエンジン」開発行程

表1　「グリーンガスエンジン」の主要目

図12　発電装置の外形寸法

図13　性能

図14　負荷特性

図15　総合熱効率
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3.4　「グリーンガスエンジン」の特長および高効率化
への取り組み

3.4.1　ガス供給および点火システム
「グリーンガスエンジン」のガス供給および点火シス
テムを図16に示す。各シリンダの主室および副室に個別
に電磁弁を配置し，主室，副室のそれぞれの空燃比が最
適になるようにガス噴射タイミング，ガス噴射量を個別
に制御している。点火方式としては，液体燃料の不要な
点火プラグによる電気点火方式を採用した。

3.4.2　制御システム
全体構成を図17に示す。主制御装置によりガス噴射量

およびガス噴射タイミング制御，点火タイミング制御，
空燃比制御を一括して行っている。
①ガス噴射量・ガス噴射タイミングはガス弁制御装置
を介して制御している。全シリンダの主室，副室用
ガス弁を個別に制御して性能の最適化を測った。

②点火タイミングは，ノッキング検知装置によるノッ

キング判定結果に基づき，点火タイミング制御装置
を介して制御している。
③空燃比制御は過給機を駆動するエンジンの排気量を
排気バイパス弁により制御する排気バイパス方式を
採用して，冬季における排気エネルギーの有効活用
を図った。

「グリーンガスエンジン」の点火タイミング制御の詳
細を図18に示す。グリーンガスエンジンでは，全シリン
ダの筒内波形からノッキングに関する高周波成分を抽出
して，この高周波成分によりノッキング判定を行うノッ
キング検知装置を装備している。そのノッキング判定結
果に基づき，全シリンダが最適の状態になるよう点火タ
イミングを個別に制御している。

3.4.3　副室および主室の形状最適化
副室および主室に対し流体解析（CFD）を行った。
副室および主室のCFD解析例を図19に示す。これらの
解析例は副室および主室へのガス流入過程におけるガス
濃度分布を示している。これにより，点火直前のガス濃
度分布がより均一になるよう副室および主室形状の最適

図16　「グリーンガスエンジン」のガス供給および点火システム

図17　全体構成

図18　「グリーンガスエンジン」点火タイミング制御

図19　燃焼室CFD解析例
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化を図った。さらに，CFD解析により選定された種々
の副室および主室に対し，単筒機での性能試験を行い，
最適な形状を決定した。
3.4.4　サイクル効率の向上
サイクル効率向上のため，ミラーサイクルを採用した。

ミラー度選定に当たっては単筒機による要目変更試験を
行い最適化を図った。グリーンガスエンジンでは従来の
エンジンよりストロークのシリンダ径に対する比を大き
くとっており，燃焼室形状の最適化を容易にすると共に，
ミラー化にも有利な設計を採用している。同時に副室容
積の極小化も実現し低NOx化も図っている。
3.4.5　実証試験状況
実証試験の発電プラントの外観を写真2に示す。2007

年末から，実証試験を開始した。2008年末現在運転時間
は4000時間に達しており，高い環境性能を発揮しつつ，
現在も良好に運転を続けている。
図20にノッキング制御の様相を示す。各シリンダの点

火タイミングが常時個別に適正に制御されていることが
判る。点火プラグは2000時間以上問題なく継続使用でき
ることが判った。
3.4.6　コージェネ対応
グリーンガスエンジンでは発電効率を重視した標準
モードと熱利用を重視したコージェネモードを準備して
いる。コージェネモードの発電効率は標準モードより若
干低いが排熱をより多く利用できるよう配慮している。
ガスエンジンは発電重視のプラントであるが，熱を
特に重視する顧客に対しては既に市場投入しているガス
タービン（「グリーンガスタービン」と呼称）との組み
合わせによる対応を考えている。図21に当社「グリーン
ガスタービン」と「グリーンガスエンジン」とのライン
アップを示す。

4．おわりに
ガスエンジンの高効率化のためエンジンメーカ各社で
様々な取り組みがなされている。当社も地球温暖化防止
に向け，ガスエンジンの更なる高効率化を目指す活動を
継続していきたい。

参考文献
⑴ 桜井，杉本，徳岡，野中，橋本：“世界最高の発電効率と
環境性能を達成　－カワサキグリーンガスエンジン－”，
川崎重工技報，No.167,pp.6-11（2008）

写真2　発電プラントの外観

図20　ノッキング制御の様相

図21　「グリーンガスタービン」と「グリーンガスエンジン」との
ラインアップ
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とするTGO層に含まれるCrから発光する蛍光スペクト
ルを用いた手法は，大気中，非接触で非破壊測定が可能
である⑹-⑻。蛍光分光法を用いればTBC層がコーティン
グされたままの状態により非破壊で応力を測定すること
ができる。実際に，この手法はTGO層の局所的な応力
を実験的に測定することにも利用されている⑼,(10)。本論
文では，プラズマ溶射TBCsのTGO層の局所応力分布を
蛍光分光法を用いて求め，ランプリングが生じた部分で
の応力分布を明らかにすることを目的とした。

2．実験方法
2.1　TBC材料
川崎重工業㈱において大気中プラズマ溶射法によって
作製された材料を用いた。TBC層は8mass%Y2O3-ZrO2
であり，厚さは～250μmである。ボンドコート層は
厚さ～150μmであり，減圧プラズマ溶射法にて22-Co，
17-Cr，12.5-Al，0.6-Y，残りはNi （mass%）をコーティ
ングしたものである。基材には厚さ 3mmのInconel 
738LCを用いた。基材の化学組成（mass%）は16-Cr，
8.5-Co，3.5-Al，3.5-Ti，残りはNiである。
この材料を，10×10×3.5mmに切断し，高純度Al2O3

板上に置き，大気中1150℃で熱暴露を行った。昇温速度
は5℃/minとし，1150℃でth=100h熱暴露後，炉内にて
室温まで 13.5ksの間冷却を行った。熱暴露前後の組織
観察及び次節で述べる応力測定のためにTBC材料をエ

1．緒言
熱遮蔽コーティング（TBCs：Thermal Barrier 

Coatings，以下TBCsと記す）は，超合金基材を高温燃
焼環境下から保護する目的としてガスタービンの構成
部材には欠かせないものである⑴-⑶。実際の使用条件で，
TBCsは高温環境下で使用されるため，様々な種類の損
傷や劣化が生じる。この内で，TBC層とボンドコート
層の間にAl2O3を主成分とするTGO（Thermally Grown 
Oxide）層が生成するとTGO層に凹凸を生じるランプリ
ング現象が生じるとともに，TGO層とボンドコート層
間の熱膨張係数の差を緩和するために，材料中に熱応力
が発生する⑴-⑶。この現象により，TBC層とTGO層ある
いはTGO層とボンドコート層の界面近傍に大きな局部
的ひずみが発生し，発生したひずみが微視破壊を引き起
こす要因になることが知られている⑴-⑶。
ランプリングを生じたTGO層及びその近傍の応力に関

しては有限要素法を用いた解析などが行われている⑷,⑸。
しかし，これらの解析では解析に用いる材料中の不均一
性や材料特性が必ずしも現実的とは考えられない場合が
多い。したがって，凹凸を生じたTGO中の応力分布を
実験的に求めることは重要であると考えられる。
TGO層の応力測定方法として，多結晶Al2O3を主成分

原稿受付　2009年1月26日
＊1　東京大学先端科学技術研究センター
　　　〒153-8904　東京都目黒区駒場4－6－1

プラズマ溶射TBCのランプリングしたTGO層中の局所応力分布
Local Stress Distribution of Rumpled TGO Layer
in Air Plasma Sprayed Thermal Barrier Coating

田中　　誠＊1

TANAKA Makoto KAGAWA Yutaka
香川　　豊＊1

ABSTRACT
Local stress distribution of rumpled thermally grown oxide (TGO) layer in air plasma sprayed 

thermal barrier coating has been measured using Cr3+ luminescence spectroscopy. The stress 
distribution in a polished transverse section of heat-exposed TBC material is successfully measured 
considering free surface effect as correlation factor. Near TBC layer, the stress is lower than that 
near the bond coat layer. The distribution also shows dependence of concave and convex shapes. The 
experimental result suggests that the stress distribution within a thin TGO layer should be considered 
to understand the eff ect of undulation behavior in TGO layer.

Key Words：Thermal barrier coatings, Stress measurement, TGO, Luminescence spectroscopy

研究速報
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ポキシ樹脂に埋め込み，板厚方向の断面を0.5μmのダ
イヤモンドペーストまで研磨した。

2.2　TGO層の応力測定
TGO層の応力測定には，図1に示す応力測定用に

設計された顕微レーザー蛍光分光システムを用いて室
温（20℃）にて行った。分光システムは，焦点面である
TGO層から発光した蛍光を対物レンズにより集光し，対
物レンズの焦点位置の光のみがアパーチャを通過する共
焦点方式の集光系を採用している。本実験では，100倍
の対物レンズ及び直径50μmのアパーチャを用いたこと
により，直径 2μmの空間分解能となる。分光にはエ
シェル型分光器を用いた。励起に用いたレーザーは波長
532nm，出力100mWのグリーンレーザーであり，試料に
用いたTBC層表面での照射部分の直径は 1μmである。
レーザーの照射方向はTGO層の膜厚方向に垂直な方向と
した（y方向：図2参照）。測定は，TGO層内のTBC層及
びボンドコート層の界面近傍に沿って測定した。測定し
た波数範囲は14363～14449cm-1であり，波長に換算する
と692～696nmに相当する。この波数領域で分光装置の
波数分解能は0.2cm-1なので，応力に換算すると 26MPa
に相当する。

得られた蛍光スペクトルから日本分光製のスペクトル
マネージャーソフトウェアを用いてR2ピーク波数を求
めた。測定したTGO層のCr3+蛍光スペクトルのR2ピー
クシフトΔνは，応力σtgoとの間に直線関係が成立する
ことが知られている⑹。このとき，Δνとσtgoの関係は，

Δν=Πijσtgo ⑴

で与えられる。ここで，Πijは三軸の応力状態である
TGO層に対するピエゾスペクトロスコピック定数であ
る。熱暴露により生成したTGO層は，微量のCr（<0.5 
mass%）を含む多結晶Al2O3で等方性材料であると仮定

図1　Confocal type micro-focus laser luminescence 
spectroscopy system.

すると，Π=7.61cm-1/GPaである(11)。なお，TGO層の蛍
光スペクトルの測定条件と同一の条件下で標準試料とし
たルビー（Cr含有量：0.2mass%）の蛍光スペクトルを
測定し，得られたR2ピーク位置を応力がゼロとして応
力への換算を行った。
TGO層の応力成分のx，y及びz軸座標を図2に示すよ
うに定義した。試料端部では応力緩和が生じるため，蛍
光分光法により自由端から測定するTGO層の応力とR2
ピークシフトΔνの関係は，

Δν=Π（1－Ω）σ－tgo ⑵

で表わされると考えることができる。ここで，σ－tgoは
TGO層中の三軸応力の平均応力（σx

tgo，σy
tgo，σz

tgoの平
均値）であり， Ωは端面近傍での応力特異性を考慮する
ための補正係数である。試料端部でレーザーを膜厚方向
（z方向）に照射してTBC層を透過させてTGO層からの
蛍光スペクトルを測定した。対物レンズを5倍，アパー
チャ直径は200μmとした。端部から端面に垂直な方向

に100μm間隔で試料ステージを移動させて測定した。
3．実験結果及び考察
図3に熱暴露前後のTBC層の断面の光学顕微鏡写真
例を示す。TBC層内ではコーティングした後に観察され
たスプラット間のクラック及び気孔が減少している。ま
た，TGO層の生成も明瞭に観察される。図4にTGO層
及び標準試料としたルビーから得られた蛍光スペクトル
の代表例を示す。TGO層から得られたスペクトルのピー
クは，標準試料に比較して低波数側にシフトしている。
このことより，TGO層には圧縮応力が働いていること
がわかる。また，標準試料及びTGO層のR2ピークの半

Laser (z) Laser (y)

図2　Definition of x-y-z coordinates and stress components: 
σx

tgo , σy
tgo , and σz

tgo.

図3　Polished transverse sections of TBC specimen: 
　　　⒜ as-sprayed，⒝ after heat exposure.
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値幅はそれぞれ7.8cm-1及び11.6cm-1であり，標準試料
に比べTGO層のスペクトルの方が大きいことがわかる。
測定領域内における応力の勾配が増加するにつれてピー
クの半値幅が増加することが知られており⑺,(12)，本実験
での空間分解能 2μmの空間内で標準試料よりもTGO
層の方が応力の勾配が大きいと考えることができる。
試料端部近傍でのR2ピークシフトを図5に示す。試

料端部近傍ではR2ピークシフトが減少する現象が見ら
れた。端部効果による応力緩和が生じた領域は端部から
～300μmの領域であることがわかる。R2ピークシフト
量は試料端部において －2cm-1を示し，端部から十分
離れた領域では －8cm-1を示した。これより試料断面
の自由端からの応力測定時に用いる式⑵中の補正係数は
Ω=0.75とした。
図6にTGO層の局所的な応力分布とその測定箇所

を示す。TGO層の応力はTBC層側で0.3～2.5GPa，ボ
ンドコート層側で1.0～3.2GPaの範囲の圧縮応力を示し，
TGO層の凹凸とともに周期的に変化する傾向を示して
いる。また，TBC層側とボンドコート層側では異なる
応力値を示し，すべての場所においてボンドコート層側

の方が相対的に大きい圧縮の応力値を示した。TBC層
の熱膨張係数はαtbc 11×10-6/℃，TGO層の熱膨張係
数はαtgo 8×10-6/℃であり，ボンドコート層の熱膨張
係数はαbc 15×10-6/℃である⑼。したがって，TBC層
とTGO層間の熱膨張係数の差はαtbc－αtgo 3×10-6/℃
であり，TGO層とボンドコート層の差はαbc－αtgo 7 
×10-6/℃である。この結果から，TBC層とTGO層間の
熱膨張係数の差はTGO層とボンドコート層間の熱膨張
係数の差より小さいためにTBC層側とボンドコート層
側で異なる応力値を示したことが考えられる。
有限要素法を用いたTGO層が下に凸の形で変形して
いる部分のTGO層の面内方向の応力解析によると，室
温において，変形部分のTGO層の面内圧縮応力は平滑
な形態部分に比較して小さい値を示し，下に凸の谷部
ではボンドコート層側よりもTBC層側の圧縮応力が大
きくなる傾向を示すことが報告されている⑷。また，同
様な変形部分での膜厚方向の応力解析によると，変形
部分の山部から谷部にかけて引張応力が働き，谷部で
はTBC層側で～1GPaを示し，ボンドコート層側で～
400MPaの引張応力を示すことが報告されている⑸。本
実験結果では，図6の距離30μmの位置から谷部に近づ
くにつれTGO層の圧縮応力がTBC層側及びボンドコー
ト層側ともに増加していることがわかる。また，距離
ゼロの位置から山部に近づくにつれTGO層の圧縮応力
はTBC層側及びボンドコート層側ともに減少している。
本実験の結果より，TGO層の応力はTGO層の面内変形
形状に伴う不均一性を示すことが明らかとなった。

図4　Luminescence spectra from TGO layer
(polished section) and un-stressed ruby.

図5　Change of luminescence R2 peak shift measured through 
TBC layer with a distance from free cut edge.

図6　A typical example of stress distribution in TGO layer 
of heat-exposed specimen on cross section (x-z plane). 
Circles in photograph indicate measured location.
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TGO層中の応力は，冷却過程において生じる熱応力
が大部分を占めると考えられている。曲げの影響を無視
すると，各層が完全に接着している場合の面内方向の
TGO層の熱応力は，平面ひずみ状態で次式のように表
わせる(13)。

 ⑶

ここで，ΔTは材料に熱応力が発生する温度差
（ΔT=-1125℃），α*は熱膨張係数，hは厚さ，E *はヤン
グ率であり，E * =E/（1－ν2），α*=（1+ν）αで表わ
される。なお，νはポアソン比であり，計算に用いた
TBC層の材料定数はEtbc=12GPa，αtbc=11×10‒6/℃及び
νtbc=0.2，TGO層はEtgo=380GPa，αtgo=8×10‒6/℃及
びνtgo=0.2，基材はEs=200GPa，αs=15×10-6/℃及び
νs=0.3である。各層及び基材の厚さは実験時の条件と
同じhtbc=250μm，htgo=9μm及びhs=3mmとした。
実験で得られたTGO層の平均応力は最大で3.3GPaで

あり，式⑶から得られた熱応力は4.3GPaである。式⑶か
ら得られる応力はTGO層の面内応力σt

x,y
goであり，実験

から得られる応力は平均応力σ－tgo=（σx
tgo+σy

tgo+σz
tgo）/3   

である。したがって，TGO層の変形に伴いTGO層の応
力は，面内応力のみならず膜厚方向の応力も変化すると
考えることができる。

4．結論
⑴自由端面からの蛍光分光法を用いたTGO層の応力測
定は，TGO層中の平均応力分布を求めるのに有効であ
る。この場合には，自由端の影響を考慮した補正係数を
測定する装置及び材料系で決定する必要がある。
⑵TGO層の局所的な応力は，各層の熱膨張の差による

熱応力だけではなく，TGO層の変形幾何学形態及び
TGO層近傍のTBC層内のクラックなどの微細組織変化
に強く依存し，これらに伴う応力の不均一性を示してい
る。ランプリングを生じたTGO層中の応力分布を議論
する場合には注意が必要である。
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られる。そのため筆者らは，複数の供試燃焼器（DLEC）
を用いて多段予混合燃焼時の排ガス特性⑺，吹消えや燃
焼不安定特性⑻について検証し，Minimum Emission化
の可能性評価を試みた。
以上の観点より本研究は，DLECの更なるMinimum 
Emission化を目的とし，そのために必須となる完全予
混合燃焼化の条件，それに伴う排ガス特性及び吹消えや
燃焼不安定特性と燃焼条件の相互関係に注目し，燃焼の
最適化に関する設計指針を得るため再評価を行った。以
下にその成果を報告する。

2．供試燃焼器および試験方法
2.1　供試燃焼器の構成と仕様
評価に用いた缶型供試燃焼器（Model-A,C）の構成，
仕様をそれぞれ図1，表1に示す。Model-Aは上流よ
りRegion-1，2，3で構成されRegion-1はパイロット火
炎用の拡散燃料Gfd，空気Gadがそれぞれ燃料ノズル，
スワラより流入する。Region-2は燃焼用空気Gam又は
予混合ガスGam＋Gfmが軸方向3列，周方向8個，計24
の噴射口より燃焼器内に流入混合する。Region-3は4
個の噴射口より希釈空気Galが流入する。又Region-1，2，
3の燃焼器壁面からはフィルム冷却空気がスロット冷却

1．緒言
近年，ガスタービン燃焼器に蒸気，水噴射法⑴に替

わり，希薄予混合燃焼法を適用したDLEC（Dry Low 
Emission Combustor）が開発され，大幅なNOx低減が
実現されつつある⑵～⑸。一方で希薄予混合燃焼法は逆火
の発生や燃焼振動の増大⑹，燃焼効率の低下及び燃焼不
安定性の増大等を伴い易い問題点があり，これらは主に
燃焼実験により，燃焼器形状や燃料ステージングによる
火炎の複数化及び燃焼条件の最適化等の工夫により検証，
評価され改善されてきた。しかし現状，DLECで達成さ
れているNOx，CO排出レベルは，理論や基礎研究等か
ら予測されるその排出レベル（Minimum Emission）に
まで至っていない状況にある。また他方でガスタービン
の高温，高圧化によるNOxの増加傾向や厳しくなる環
境規制への対応等今後の環境の本質的な保全対策の必要
性を考えるとNOx等排出レベルの最少化は必須と考え
原稿受付　2007年11月1日
再原稿受付　2008年1月21日
校閲完了　2009年1月16日

＊1　㈱東芝
　　　〒230-0045　横浜市鶴見区広末町2－4
＊2　元㈱東芝　首都大
＊3　首都大

ガスタービン燃焼器の低エミッション化に関する研究
（燃焼条件の最適化と燃焼特性に関する考察）
Study on Low Emission Combustor for Gas Turbine

 （Optimization of Combustion Characteristics for Minimum Emission）

岩井　保憲＊1

IWAI Yasunori MAEDA Fukuo
前田　福夫＊2

ABSTRACT
In order to meet the demands for stringent NOx regulations for gas turbine, the refi ned design of 

Dry Low Emission (DLE) combustor with lean premixed flames have been required. In this paper, 
the experimental and numerical studies were conducted to establish combustion design criteria for 
minimizing NOx, CO emissions from DLE combustor. The relations between instability limit of lean 
premixed flames and emission characteristics of DLE combustor were presented, and a concept for 
perfect premixed combustion is suggested.

Key Words：Gas Turbine, Lean Premixed Combustion, Emission, Combustion Instability

山田　正彦＊1

YAMADA Masahiko OTA Masahiro
太田　正廣＊3

ー 53ー

Download service for the GTSJ member of ID , via 18.188.100.179, 2025/05/06. 

                            53 / 67



98 ガスタービン燃焼器の低エミッション化に関する研究（燃焼条件の最適化と燃焼特性に関する考察） 日本ガスタービン学会誌

構造等を経由して燃焼器内に供給される。Model-Cは
Model-Aとほぼ同形状であるがRegion-1においてパイ
ロット予混合ガスGfp+Gapをスワラ2から供給する機
構が追加されている。Region-3においては次節2.2で示
す理由により希釈用空気が無く，少量のフィルム冷却空
気がRegion-1，3に供給される。Model-A，C共に燃焼
試験範囲における燃焼器圧力損失は約5％，滞留時間は
約25msである。ここでModel-Cは，Model-Aの高温化
対応を図ったモデルで図1，表1に示すように仕様，構
造概念がほぼ同じであり，評価データの相互関係の簡明
化を図るために選定したものである。

2.2　供試燃焼器の設計環境の特徴　　　　　
Model-A，Cを含め高温化と希薄予混合化，更には完

全予混合化に伴う特徴のひとつは，燃焼器内の状態量
の均一化傾向である。その特徴の要因となる流量配分
の変化傾向を図2に示す。横軸は燃焼器出口温度Tex，
縦軸は燃焼ガス（Gt＝Ga＋Gf）に対する冷却空気の割
合Gac/Gt，パラメータは当量比φmである。この図は
高温化（Tex→大），希薄予混合化（φm→小）により，
冷却空気Gac（リーク，希釈空気等含む）の減少する傾
向を示したものである。又，図は高温化，希薄予混合化
により燃焼器上流側における予混合燃焼用空気Gamが
増大し，逆に下流側で流入する空気（Gac）が減少する

図1　供試燃焼器の構成と空気，燃料の流れ

様子も示しており，燃焼器上流から下流にわたり，流量
等が均一化する傾向がわかる。

2.3　試験方法
図3に燃焼試験装置を示す。供試燃焼器は試験装置
内に実機とほぼ同じ条件で取り付けられ，表2，表3に
示す試験条件に空気，燃料，水蒸気がそれぞれ制御，供
給される。水蒸気は空気中の絶対湿度を変化させる場合

表1　供試燃焼器の仕様

図2　高温化，低NOx化に伴う冷却空気の変化例

図3　燃焼試験装置

表2　試験条件⑴

表3　試験条件⑵
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に空気に注入，混合して供給される。排ガス成分はサン
プリングプローブよりガス分析計に導かれNO又はNO2，
CO，CO2，THC，O2が連続，自動計測される。燃焼振
動は燃焼器に取り付けられた圧力センサーにより，ま
た火炎の変化や不安定燃焼の発生等は尾筒に装着され
たファイバースコープによりそれぞれ計測，観察でき
る。表2に示す試験条件の中で試験圧力PaはNOx，CO
等の排ガス特性に対する圧力の影響を回避して評価パラ
メータの簡明化を図るため概略0.8～1.2MPaの範囲に設
定している。表3に示す試験条件は，Model-C燃焼器を
用いた火炎の吹消えや不安定燃焼発生条件の検証，評
価時の設定条件である。温度（Tex）一定，又は湿度
（ha）一定でそれぞれの影響を比較できる。条件の中
ha=0.048kg/kgは大気温度40℃，相対湿度100％に対応
する空気中の絶対湿度に相当する。

3．試験結果および考察　
3.1　NOx，CO，THCの排出特性の予測
実験データとの比較，評価のためNOx，CO，THC

排出特性の予測計算を行った。計算は，燃料CH4と空
気（大気圧15℃，60％相対湿度の組成）の完全予混合
ガスを圧力1MPa，燃焼温度一定（但し対応する燃空比
は混合気温度350℃で設定）で，ChemkinのPLUGによ
り，GRI-mechの反応機構⑼を用いて行った。図4にCO，
THCの排出特性，図5にNOxの排出特性を示す。図4
よりCOはその生成，消滅特性により燃焼温度が1,100℃
未満の場合，燃焼器出口までの滞留時間に相当するτ
≒25msにおいては残留COが予測される。更に滞留時間
τ＜1msにおける反応が完了したと仮定しても，燃焼温
度が1,400℃未満の場合，それ以降の燃焼器内において，
高濃度のCOが存在しており，複雑な流れや燃焼条件に
よる反応凍結等によって残留COとして排出される可能
性が伺える。又THCはCOに比較し反応速度が大きく
1,000℃であってもτ≒25msにおいて残留はほとんど無
いと予測されるが，COと同様の仮定をすると，1,100℃

未満の場合は高濃度のTHCが残留しており，燃焼器出
口で残留THCとして排出される可能性が伺える。図5
からNOxの排出特性は，燃焼温度が1,600℃未満の場合，
その排出レベル，滞留時間の影響，共に小さい。NOx
の排出レベルは燃焼温度が支配的で，1,600℃を超える
場合に排出レベル及び滞留時間の影響が共に実際の燃焼
器においても大きくなることが予想される。　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3.2　計測CO，THC，NOx排出特性の評価
供試燃焼器Model-A，Cは共に，低燃焼温度域（低
負荷運転域）においては拡散燃料Gfd（図1参照）単
独（又は主体）で運転され，燃焼温度（Tex）の上昇
と共に予混合燃料（Gfm＋Gam），又は（（Gfp＋Gap）＋
（Gfm＋Gam））が供給され拡散及び予混合の併用燃焼状
態になる。又温度上昇と共に予混合燃料割合が増加し，
予混合燃焼が支配的となる。このような状態において排
ガス特性は燃焼条件により大きく変化する。そこで排ガ
ス特性と燃焼条件との対応，及び理論的な予測値との対
応を図り，評価の簡明化を図るため，2.2で述べた燃焼
域の均一化の傾向を考慮して以下の考え方（モデル）に
より計測値を比較，評価する。図1のModel-A，Cにお
いてRegion-1＋Region-2＋Region-3を完全予混合ガス
反応器とみなし，その反応温度を実験時の燃焼器出口温
度Texと対応させる。即ち燃焼温度Tex，滞留時間τex
の予混合燃焼とみなす。このモデルによりCO，THC，
NOx排ガス特性の評価を試みた結果を図6～図9に示
す。先ず図6にModel-AのCO排出特性を示す。図中に
おける計測値（Exp.）のパラメータは予混合燃料当量比
φmで，φm＝0は拡散単独燃焼を示し，他は予混合燃
焼との併用燃焼を示す。図6より拡散単独燃焼（φm＝
0）の場合CO特性は低レベルで温度上昇と共に減少す
るが，Tex＞900℃において予混合燃料（Gfm+Gam）の
供給開始に伴い急上昇し，温度上昇と共に予測カーブに
沿って急減少している。このCO排出量の急上昇は，拡
散単独の時のCO濃度を考慮するとその大部分は予混合図4　CO，THC予測値

図5　NOx予測値
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燃焼に起因していると考えられる。又，予混合燃焼併用
時のCOレベルは温度Texが同一の場合，当量比φmの
大きい程，高レベルを示している。これは燃焼の最適
化の観点からは空気配分変更によりCO低減が出来るこ
とを示唆している。図7にTHC排出特性を示す。排出
レベルはCOに比較して低いが同様の傾向を示している。
図7でTex＞1,100℃においても低レベルの残留THCが
あることは，図4の特性からは考え難く，前述の2.2で
述べた冷却空気による反応凍結の可能性も推察される。
又，図6に示す予混合燃焼併用時のCO排出にも同様の
可能性が考えられる。図8にModel-CのCO排出特性を
示す。図中Tex≒950℃における予混合燃焼併用時にお
けるCOレベルがModel-A（図6）の予混合併用燃焼時
の場合に比較して著しく低いのは，パイロット予混合燃
料（Gfp＋Gap）が拡散火炎の下流近傍領域で比較的高
温で燃焼するよう多段燃焼化されていること，即ちス
テージングによる効果と考えられる。又，Tex＞1,200℃
の領域におけるCO計測値は予測値に漸近するトレンド
を示し，ほぼ平衡濃度を示している（Model-Cの滞留時

間は約25ms）。
以上よりCO排出特性は図6，8から以下のように要
約できる。燃焼温度Tex≒1,200℃近傍で最小値となり，
Tex＜1,200℃では温度の影響を強く受け僅かな温度等
の条件変化で大きく変動し，その変化傾向は予混合燃焼
に対する予測特性トレンドに類似である。又この温度領
域における排出濃度の低減にはステージング等が有効で
ある。しかし，僅かな燃焼条件の変化でのCOの急増減
は，燃焼効率を低下させ，燃焼を不安定化させる要因も
示唆している。一方Tex＞1,200℃の領域では，燃焼温度
のみで決まる平衡濃度トレンド（予測値）にほぼ類似の
特性を示す。
次に図9に理論的に予測されるNOxレベルと希薄予
混合燃焼の適用によりDLECによって達成されてきた
NOx排出レベル例⑺,(10)～(12)について示す。DLECの適用に
よるNOxレベルは図の左側にハッチングした帯で示し
たが，当初50ppmvd程度であったNOxも燃焼法の工夫
により徐々に低減が進み，10ppmvd未満の例も報告さ
れている。しかし図の右側に示した計算例，G.Leonard，

図6　CO 排出特性（Model-A）

図7　THC 排出特性（Model-A）

図8　CO 排出特性（Model-C）

図9　NOx排出特性比較
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S.Correaの実験例(13)の最小NOxレベルまでには至ってい
ない。報告例(10)～(12)でも明らかなようにこれらは主に拡
散燃料の存在，予混合の不均一性，燃焼の不安定性等
に起因していると考えられる。一方で目標の最小NOx
レベルについては予測値と実験・評価結果(13)では滞留
時間に若干の食い違いが見られる。又G.Leonard等(14)は，
Texが1,630℃未満であれば実質上圧力，滞留時間の影響
は無視可能としており，図中に示すように予測値より低
レベルを示している。更にNOx生成の圧力依存性につ
いても検討の必要性が指摘(15)されており，燃焼法の改善
のみによって得られるこれらNOx排出レベルは，NOx
削減のための設備の仕様や経済性を左右する重要な目安
になると考えられ，今後の予測精度の向上が望まれる。

3.3　吹消え及び不安定燃焼の評価
図1に示す供試燃焼器の中で，より高温化と低NOx

化対応（予混合燃焼割合が大）の図られているModel-C
について，吹消え又は不安定燃焼（以後「吹消え等」と
略記する）の発生条件を計測した。これら吹消え等の
発生条件と前述3.2に示した排ガス特性との関連付け及
び考察・評価を行う。図10，11に計測結果（試験条件は
表3）を示す。以後「吹消え」は火炎が完全に消えた

状態を，「不安定燃焼」は拡散燃料による火炎は存在し
ているが予混合火炎が変動し，ヘルムホルツ振動や気柱
振動モードで経験される50～3000ヘルツ程度の燃焼振動
とは異なり，更に低周波の圧力変動が観察されたり，予
混合火炎が短時間で消火・着火を繰り返す状態を示す。
これらはモニタ画面にて観察し，判断している。また，
αdd，αpはそれぞれαdd＝Gfd/Ga，αp＝Gfp/Gaにて
定義される。先ず図10，11より大気湿度一定の場合は燃
焼温度Texが高い程安定燃焼域が拡大し（αdd，αpの
減少に対応），燃焼温度Texが一定の場合は大気湿度ha
が高いほど不安定燃焼域が拡大（αdd，αpの増加に対
応）していることがわかる。次に図12に拡散燃料単独燃
焼時の吹消え燃空比（αdd）と図10，11に示した吹消
え燃空比との関係を示す。図より拡散予混合燃焼併用時
の吹消え特性は，拡散燃料単独燃焼時の特性と同等で
あり，併用燃焼の影響を受けないと推察される。更に図
10，11における吹消え等の全計測点及びそのトレンドを，
燃焼器内の燃焼条件と対応させるため，図1の供試燃
焼器（Model-C）に対応した反応器モデル図13を仮定す
る。図中Region-1及びRegion-2，3は図1のそれらに対
応する。Region-1は反応器p，dd，rcで構成され，それ
ぞれパイロット予混合域，拡散燃焼域，循環域に対応し，
dpがRegion-1全体の平均値を示す。同様にRegion-2，3
は反応器m，exで構成され，exが燃焼器全体の平均値

図11　吹消え等に対する湿度haの影響

図10　吹消え等に対する燃焼温度Texの影響

図13　Model-Cの反応器モデル

図12　吹消え燃空比
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又は出口状態を示す。ここで反応器mに流入するGam
＋Gfmはβm，1-βmの割合に分割され，βm割合が
Region-1の反応器rcに再循環すると仮定する。ここで
βmは，図示していないが供試燃焼器の1/2スケール
の水流可視化モデルを用いて，Gamに対応する噴流流
れ観察結果から0.15に仮定した。この反応器モデルを用
いてRegion-1の反応器dpに注目し，その燃空比αdpに
対するTdp，Tm，αddのトレンドを求めた結果を図14
に示す。尚，全ての反応器では完全燃焼すると仮定して
いる。図中のTdp，Tm，αddの増減のトレンドは，燃
焼温度Tex＝一定（又はGfd＋Gfp＋Gfm＝一定）の実験
条件による。先ず燃焼温度Tdpに注目する。Tdpの減少
傾向に伴い不安定燃焼は1,050～1,250℃の範囲で発生し
ており，図6に示したCO増大傾向等による不安定燃焼
の発生温度範囲を含んでいる。逆にTdpが上昇する場合
は安定傾向ではあるが，αddの減少が伴うため，図12
に示す吹消え特性により適宜吹消え状態になると考えら
れる。又，反応器dpの下流にある反応器mの燃焼ガス
（温度Tm）は，常に高温（Tm>Tdp）であるが，燃焼
安定化には寄与しておらず，保炎領域を有しRegion-1
を代表する反応器dpの燃焼ガス（温度Tdp＝1,050～
1,250℃）が安定，不安定性を左右していると推察され
る。同様に，燃焼温度Tdpが不安定性に影響している例
として大気湿度haとの関連について考察する。図14に
示すTdpは，本来その燃空比αdpに対しては一本の線
になる筈であるが表3の試験条件における空気温度Ta，

空気湿度haの違いにより，燃空比αdpに対する燃焼温
度Tdpが異なるため複数本になっている。この温度差は，
図14に示すαdp燃空比で概略60℃（計算値）であるが，
その影響は次の様に考えられる。先ず燃焼を不安定化さ
せる燃焼温度（例えば1,050～1,250℃）があると仮定し，
燃空比αdpの低下に伴い，最初にこの温度に到達する
条件から不安定化すると考える。試験条件で燃焼温度は
低い順にha/Tex＝0.048/1,257，0.048/1,355，0.048/1,427，
0.015/1,355， 0.015/1,427であり，図11，14に示す結果は
この温度順に不安定化している。即ち空気湿度haの不
安定燃焼への影響はTdpへの温度変化に対応していると
推察される。
次に完全予混合化（又は拡散燃空比αdd→O）の条件
について考察する。図15に拡散燃空比αddとRegion-1
の代表温度Tdpとの関係を示す。図14からも推察で
きるがTdp≒1,400℃でαdd≒0となる傾向が伺える。
J.A.Lovett, N.Abuaf等(16)によるスワラ等各種保炎器を
用いた希薄予混合燃焼時の吹消え燃焼温度としてほぼ
同程度の温度1,370～1,480℃（計算値）が報告されてい
る。反応温度が1,400℃を超える領域では，図4，6の
CO，THCの反応，減衰の特性より，スワラ等保炎器に
より十分な滞留時間が確保されれば予混合燃料のみで燃
焼可能と考えられる。以上より，安定燃焼と完全予混
合燃焼化の可能性を示す温度（範囲）Tdp（＞1,400℃），
及びCOの急増により燃焼を不安定化する可能性のある
温度（範囲）Tdp（＜1,200℃）は，燃料や空気配分調
整により設定又は回避可能な燃焼条件（範囲）であり，
Minimum Emission化のための最適燃焼（設計）法を示
唆する重要な指標と言える。

4．結論
DLECの高圧燃焼試験から得られた排ガス及び吹消え
等の特性の相互関連について，Minimum Emission化の
観点から評価，考察を行い，燃焼最適化のための設計指

図14　吹消え等近傍におけるTdp，Tm，αdd比較

図15　拡散燃空比αddの減少傾向
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針等について得られた主な知見を以下に示す。
⑴拡散，予混合併用燃焼時のCO排出濃度は燃焼温

度Tex≒1,200℃近傍で極小となる傾向を示し，Tex＜
1200℃では温度が低いほど大きく，僅かな温度等の条件
変化で大きく変動する。又この領域においてはステージ
ング等による燃焼条件の変化でCO濃度を大幅に低減で
きる。Tex＞1,200℃では，燃焼温度でほぼ決まる平衡濃
度（計算値）特性に沿って増大する。全体として予混合
併用燃焼時のCO排出濃度の燃焼温度に対する変化傾向
は予混合燃焼の予測特性に類似の特性を示す
⑵拡散，予混合併用燃焼時において，大気絶対湿度の

増大等，燃焼条件の変化によって燃焼が不安定化する場
合がある。この不安定化する条件は例えばModel-C（図
1）のRegion-1の平均温度（Tdp）が概略1,200℃未満
の場合であり，CO排出濃度の急増する温度条件に相当
する。
⑶拡散，予混合併用燃焼時（例えばModel-C）におい

て，保炎領域又はその機能を担うRegion-1の平均温度
Tdp＞1,400℃に設定することにより拡散燃料を無くし，
完全予混合燃焼に移行できる可能性がある。
⑷上記⑴，⑵，⑶より，完全予混合化と不安定燃焼発

生に関係する燃焼温度，即ち約1,400℃，1,200℃を指標
にステージング，燃焼器形状等含め燃焼条件を最適化す
ることによりDLECの更なるMin.Emission化が可能と推
察される。
以上の知見は，限定された供試燃焼器や試験条件（≒

1MPa）を前提に得られた結果であるが，理論的な予
測特性とも類似，又は関連付けられており，一般的な
Min.Emission化に向けた燃焼設計指針の一部として有用
な結果と考えられる。 一方で，燃焼振動等との関係が未
解決であり，今後の検討が望まれる。
（注）本論分に掲載の商品の名称は，それぞれ各社が商
標として使用している場合があります
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難さという構造格子のデメリットの方が上回っている。
近年，ロバスト設計という概念が広まり，一つの計算
格子において非常に多くの境界条件で計算し，ロバスト
な意味での最適解（少しぐらい環境条件が変化しても性
能低下が少ない解）を得ることが求められている。
従って，歪の少ない構造格子により複雑な形状の計算
格子を生成することができれば，計算速度が早くメモリ
資源が少なくて済む等のメリットがある点で，設計レベ
ルにおいても構造格子計算が優位になる余地があると考
えられる。
その対応策の一つとして，重合格子を用いる方法があ
る。ここではそのイメージを図1に示すのみとし，詳細
は文献⑴,⑵を参照いただきたい。
重合格子の場合，通常のマルチブロック構造格子（図
1⒜）のように境界で格子を一致させる必要が無く，適
度に領域を共有（図1⒝）することでブロック間の接続
を行うことが可能である。このため格子生成上の制約が
緩和され，歪が少なく数値計算誤差が少ない格子の生成
が原理的には容易である。　　
本報告では構造が複雑な燃焼器頭部のカウルを中心と
した，燃焼器筒の外部流の大規模粘性流れ解析に重合格
子法を適用し，数値計算結果と試験結果との比較を行う。

1．はじめに
ガスタービンエンジンの燃焼器の設計において，数値

シミュレーション技術の向上・発展は著しい。しかし現
状において，数値シミュレーションを実行する計算機の
能力は，設計に利用するという観点からは，まだまだ非
力である。
設計においては，迅速かつ確実に，その設計の適否

を判断しやすい形式で出力する必要があるが，それは格
子生成から本体の解析計算を経由し，ポスト処理までを
含めた全工程として実現されなければならない。これら
の工程の内，格子生成には通常多くの時間を要し，この
ため格子生成が容易である非構造格子が多くの汎用パッ
ケージソフトにおいて利用可能となっている。
一般論として，非構造格子は構造格子に比べて解析計

算時間は長く，必要なメモリ空間も大きい。しかし，現
状ではそのデメリットに比べ，歪の少ない格子生成の困
原稿受付　2008年9月29日
校閲完了　2009年1月27日
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燃焼器カウル部流れの数値解析：
重合格子法適用の妥当性と形状の最適設計

CFD Analysis of Complex Flows in Combustor Cowl Region:
Validation of the Use of Overset Grid Method and Design Optimization.
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ABSTRACT
The complex fl ow fi eld in a combustor cowl region is analyzed numerically by using the Overset 

Grid Method. The computed profi les of the total pressure loss are compared with the corresponding 
experimental data obtained in the basic combustion tests in the Eco-engine national project. It is seen 
that their discrepancy is tolerable for practical applications, so that the application of the Overset Grid 
Method to the present complex flow field is validated. In addition, it is confirmed that the method 
provides a powerful tool for the parametric study in the optimization of the structure of the combustor 
cold fl ow fi eld.

キーワード ：燃焼器，カウル，CFD，重合格子，UPACS，試験，解析，設計，圧力損失，Combustor，
Cowl，Computational Fluid Dynamics，Overset Grid，UPACS，Experiment，Analysis，
Design，Total Pressure Loss

三宅　慶明＊1

MIYAKE Yoshiaki
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なお解析対象の燃焼器は「環境適応型小型航空機用エ
ンジン研究開発（第2期）」プロジェクト（以後　エコ
エンジン）において三菱重工業株式会社が開発した部分
過濃型（RQL型とも言われる）の燃焼器⑷である。
また数値計算に用いたCFD解析ソルバは「独立行政

法人宇宙航空研究開発機構研究開発本部」が開発した
UPACS（Unifi ed Platform for Aerospace Computational 
Simulation）⑵,⑶である。UPACSは公開形式のCFD共通
基盤プログラムであり，多重重合も可能な重合格子によ
る数値解析計算機能を有している。また，自動的に格
子ブロック間の重合の関係付けを行うことができる機能，
およびその不良性の検査を行う機能を有しており，利便
性が高い。

2．解析対象と研究目的
解析対象は，前述のエコエンジン燃焼器の燃焼器頭

部のカウルを中心とした，燃焼筒外部の非燃焼領域（図
2参照）の流れである。また，その目的はカウルと呼ば
れる部品（図2参照）の形状を最適化することである。
RQL型燃焼器の特徴は，一次燃焼域では流入空気を抑
制して酸素不足な状態で燃焼させることでNOxの発生
を抑制し，途中で急速に希釈空気を吹き込むことで一気
に混合及び希薄燃焼させ，NOx発生を抑えたままター
ビンに送り出すことである。
以上を踏まえ，最適化の評価要素を最終的に以下に

絞った。紙面都合上，導出の経緯は省略させていただく。
○　急速希釈用の流れの圧力損失を小さくする為には，
図3に示すような全体に丸みを帯びたカウル形状とし，
燃焼器の角を曲がる時の圧力損失を小さくした方が総合
的にみて損失が小さいのか，
○　それとも図4に示すように殆ど平面カウル形状と
して燃焼器室への入口部空間を大きくしてダンプディ

⒜　マルチブロック構造格子

フューズ効果を期待すべきか，

の選択を行うことである。　
製造コストを考慮すれば平面カウル形状に優位性があ
るが，ここでは圧力損失特性に焦点を絞り検討する。

3．重合格子と流れ場
図5と図6にそれぞれの形状に対して生成した重合格
子の3次元図を示す。なお，重合格子の規模は表1に示
すとおりであり，約500の格子ブロックに分割し合計約
1200～1500万の格子点を用いている。
UPACS標準の乱流モデルはSA（Spalart-Allmaras）
モデル⑸であり，壁関数を用いないので，壁の計算格

図2　エコンエジン燃焼器

図3　曲面カウルタイプ燃焼器

⒝　重合格子

図1　マルチブロック構造格子と重合格子の比較

図4　平面カウルタイプ燃焼器
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子厚みは粘性底層に届くようy+において10以下とした。
ただし，その基準を適用したのは剥離の発生が重要であ
るとともに剥離位置が微妙な部位のみである。すなわ
ち，プリディフューザの壁面と肩部の壁面である。壁面
付近の非常に細かい格子と，他の部分の粗い格子の繋ぎ
は，重合格子を用いることで容易に行うことが出来た。
解析対象とするのは燃焼器入口から燃焼器筒にあけら

れた各種の孔に至るまでの非燃焼部分（以後カウル部と
呼ぶ）の流れであり，その範囲での燃焼器の主要構成要
素は上流から並べると以下である。（図2参照）
⑴プリディフューザ
⑵燃焼器ケース・ダンプディフューズ部
⑶カウル
⑷燃料ノズル
⑸燃焼器ドーム／燃焼筒
⑹燃焼筒上下の希釈空気孔／壁面冷却空気孔

高圧圧縮機を出た流れはプリディフューザで一部減
速して圧力回復し，さらに燃焼器ケースに入ってダンプ
ディフューズする。さらにカウルに衝突して，カウルの
穴を通過して燃料ノズルへ入る流れと，カウルに塞き止
められ上下に分かれて燃焼器筒と燃焼器ケースの間を流
れる流れに大きく3分される。
後者の上下への流れは，その後各々燃焼器筒上の壁面
冷却空気孔や希釈空気孔（以後希釈孔）を通過して，燃
焼筒内部へ吹き込む流れとなる。

4．重合格子の構成法
本解析では多重重合格子を用いているが，接合格子に
よる格子の構成が困難な部分のみに適用し，通常の格子
構成法で作成可能な部分は接合格子により生成している。
重合格子を用いた部分は数箇所あるが，ここではその構
成方法の一端を紹介する。即ち，構成が単純な希釈孔部
分（図2参照）の重合格子構成方法を，図7により解説
する。
本計算では希釈孔付近の流れ場は希釈孔の出口までと
し，出口境界として静圧を与えることとした。希釈孔の
付近の流れを考えた時，孔の付近は急激な流れの変化が
あるので，希釈孔の上流（流入側）部分に燃焼器ライナ
板厚の約5倍の厚さの円盤状の格子ブロック1層を追加
し，流れの内部，希釈孔より少し離れたところで格子の
接続（重合）を行っている。このため，希釈孔の格子は
図7に示すように基本的には2層の円盤ないし円筒の格
子ブロックで構成されている。
なお，燃料ノズルとドームの干渉部分はここで説明す
るには複雑であり割愛するが，ノズルを通すためにドー
ムにあけた孔を表現する格子が2層から3層となってい
ることを除き，用いている手法・方針は同じである。

5．境界条件
UPACSの基本的な境界条件は，入口で総圧と総温を，
出口で静圧を与えるというもっともシンプルなものであ
るが，今回の目的として所定の空気流量が流れた時の圧
力損失を比較する必要があるため，燃料ノズル，冷却空

表1　カウル部流れ解析重合格子規模

図6　平面タイプ計算格子（25%間引き表示）

図5　曲面タイプ計算格子（25%間引き表示）

図7　希釈孔付近の重合格子の構成法
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気，希釈空気など出口条件の流量を設計に合わせるよう
に，出口静圧を計算の収束過程で調整した。
ただし，完全に一致するように調整するにはかなり計

算時間を要するので，若干のずれは許容し，最終的には，
修正流量を合わせるように計算結果を換算した値を用い
て検証した。これは，実験値の検証の場合も同様である。
また，周方向に関しては，燃料ノズル1ピッチ分の格

子（ケーキカットモデル）を作成し，周期境界条件を適
用し，フルアニュラーとして計算した。なお，実験に供
したモデルは燃料ノズル3ピッチ分のセクタータイプの
燃焼器（図8）であり，数値シミュレーションの観点か
らは若干の相違がある。

6．CFD計算環境
CFD解析コードとしてUPACS（RANS解析）を用い

た。計算機はJAXAの最新のシステムであるJSS（JAXA 
Super Computer System）（第一期）である。乱流モデ
ルはUPACS標準装備のSAモデルである。SAモデルは
1方程式モデルであり，計算量が少なくかつ計算の安定
性がよい。
また，最新のJSSではJSSwans（JSS Web Access 

System）として，インターネット経由で外部から計算
を投入したり，フロントエンド計算機で処理をしたりす
ることができる。宇宙航空研究開発機構調布宇宙セン
ターまで出張することなく研究が可能であり，非常に便
利なシステムである。
因みに，フラット並列計算でCore数：64を用いて計

算した場合，収束（残差）：保存量～10e-9, SA変数～
10e-4まで収束させるのに要する計算時間は約27時間程
度であった。今回使用できたJSSは第一期（2008年4月）
の状態（512Core）である。JSSのホームページ⑹によれ
ば順次システムは拡張されてゆく計画（2009年4月に
12032Core，120TFlops）となっており，今後が期待さ
れる。

7．数値解析結果
複雑形状の数値計算結果は非常に多くの情報を含んで

おり，全容を示すには限りがある。従ってここでは，図
12，図13に各カウル形状タイプの場合における総圧分布
の図のみを示し，次の実験との比較検証の節において精
密な検討を行うこととする。
両図ともエコエンジンの要素試験と同じ3セクタ分
を示（図の視認性を考慮しノズルは1個のみ図示）した
が，実際の計算は周期境界条件を用いて1セクタのみで
実施している。また，これらの図における総圧値：PT
（％）は，プリディフューザ入り口の総圧を100％として
スケーリングした値である。
いずれの場合も，プリディフューザから噴出した流
れはカウルにほぼ垂直に衝突し，90度転向してカウルに
沿って上下に吹き分かれてゆく。この後，流れはさらに
希釈孔に向かって90度転向しなければならないが，平面
カウル（図13）の場合，流れは肩部の屈曲に追随できず，
カウルから剥離してさらにケースに衝突している。
一方，カウルから燃焼筒への屈曲部の曲率半径を可
能な限り大きくとった曲面カウルタイプでは，ノズルの
ある位置を除き，比較的付着したままカウルから燃焼筒
への屈曲部を通過する流れが得られた。これは曲面カウ
ルタイプ案の意図するところとほぼ合致したものである。
ただし，総圧損失の大部分はカウルに衝突した時点で発
生しており，希釈孔出口における総圧損失に対する曲面
カウルによる改善効果は予期したほどではない。

8．実験結果による検証
エコエンジンの試験においては，プリディフューザ部
の総圧および燃焼器肩部を過ぎた辺りの総圧分布を，45
度ベベルタイプの総圧レークプローブで壁面静圧ととも
に計測している。およその位置は図12，図13より読み取
ることが出来る。アウタ側総圧レークはラジアル方向に
総圧プローブ3本＋ケース側壁面静圧1口，インナ側総
圧レークはラジアル方向に総圧プローブ5本＋ケース側
壁面静圧1口で構成されている。
45度ベベルタイプの総圧計測精度は流れ方向とプロー
ブの方向が20度ずれたとき，動圧の1％減程度であるが，
この角度を超えると急激に悪化する。計算された流れは
肩部においてかなり渦巻いており，以下の比較における
数値計算による総圧値は，文献⑺に示された特性の総圧
プローブとしての計測値を算出した値である。
結果を図9，図10に示す。インナ側は曲面カウルタイ
プ，平面カウルタイプともに実験値と数値計算結果が総
圧分布，ケース壁面静圧のいずれも良く一致している。
即ち，総圧分布を見れば分かるように，平面カウルタ
イプでは燃焼器筒に近い側（半径Rが大きい側）での圧
損が非常に大きく，剥離して偏った流れになっているこ
とが確認された。
アウタ側は曲面カウルタイプで一部傾向の異なる結果
となっているが，いずれのタイプも傾向としてはおよそ
捉えているといえる。アウタ側は途中に燃料ノズルのス

図9　NOx排出特性比較
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テムがあり，これが流れを乱している。その部分での数
値シミュレーション誤差がアウタ側での精度を低下させ
ているものと思われる。
以上より，数値計算結果はほぼ信頼できる精度がある

と考えられる。この数値計算結果を用いて，試験での計
測が困難な希釈孔における総圧損失（流量平均）を計算
した結果を図11に示す。図中のバッフル付タイプに関し
ては次節で述べるのでここでは無視いただきたい。
アウタ側の希釈孔では，平面カウルタイプ，曲面カウ

ルタイプいずれも3％程度の圧損を示し，大差なしとの
判定となる。なおこの3％はプリディフューザ出口での

動圧を完全に喪失したことにほぼ相当している。
一方，インナ側では平面カウルタイプにおいて4％の
圧損を示しており，ダンプディフューズ部で流速は低減
しているものの，肩部での剥離により2度目の総圧損失
が発生しているためであると考えられる。
総合すると，燃焼器出口で0.4％ほど曲面カウルタイ
プが優れていることが確認された。ちなみに図8に示し
たエコエンジン燃焼器供試体は初期のものでカウルは平
面であるが，最終形態は曲面タイプとなっている。

9．アイデア検証
8節で示したように，少なくともカウル部のコールド
フローに対して，UPACSによる現格子サイズでの数値
シミュレーション計算は信頼できると考えられる。
燃焼器における圧損はこれまである程度必要悪とし
て認められてきたが，燃料高騰の昨今燃費を考慮して少
しでも削減したい項目でもある。RQLタイプ燃焼器の
場合，燃焼用空気の大部分は燃焼器頭部ではなく，上下
2派に分離し，燃焼器中央の上下希釈孔から流れ込む。
従って，現状のカウルに衝突し，90度転向するような流
れはRQL燃焼器にとっては不利であり，通常はプリディ
フューザより減速させて燃焼器室に導入する。しかし，
エコエンジンの燃焼器に与えられた構造的境界条件より
これを回避することは困難である。よって，その制限か
ら若干の逸脱を許すこととし，圧損改善が期待できる形
態を検討した。これがバッフル付タイプである。
このタイプは，プリディフューザの出口をラッパ状
に広げるとともに，いずれにしてもカウルへの衝突が避
けられないのなら，積極的に燃焼器の前方であってプリ
ディフューザ直後の噴流中央部で円弧状のバッフル板
（図14参照）に流れを衝突分岐させ，希釈孔へ向かって
の流れ転向角の総量を減らすことで圧損が改善されない
かと考えた形状である。なお，計算格子は図14の右図に
示す部分だけを新たに生成した。その際，流れの性質に
着目し，格子の品質を優先して粗密度を配分し生成して
おり，既存の格子とは無関係に生成した。重合格子であ
るためそのようなことが可能であり，設計段階でいろい
ろな形状を少しずつ変えながら試行する場合には，非常
に効率的な手法であった。
図15は図12，図13と同じ設定でポスト処理した総圧分
布図である。バッフルのないタイプに比較し，インナ側
の希釈孔付近の総圧が高くなっていることが分かる。数
値的にも図11に示すように，インナ側では曲面カウルタ
イプよりさらに1％以上圧力損失が改善している。残念
ながらアウタ側では改善は見られないものの，燃焼器出
口の総合で，平面カウルタイプに比較し0.8％の圧力損
失の改善が見られる。また，検証の結果からこの数値計
算結果の実現度はかなり高いと考えられる。
現実にはバッフル板を取り付けるステーの影響や，想
定範囲とは言え悪化させた燃料ノズル部での圧力の低下

図9　インナ側肩部通路総圧分布比較 （R：半径位置）

図11　数値計算による総圧損失比較評価

図10　アウタ側肩部通路総圧分布比較 （R：半径位置）
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の燃焼への影響の評価，改善されていないアウタ側の更
なる改善（図16に示すようにまだ総転向角が大きいので，
燃焼筒の改修まで遡る必要あり）等，本アイデアの実際
の適用には課題が残されている。が，重合格子が各種ア
イデアを検証し，試験で確認するケースを削減できる効
果が大きいことに力点を置き，ここに紹介した。

10．結論　　　
CFDシミュレーション
⑴CFD計算結果によれば，カウルを曲面とすること
により肩部における剥離は抑制できるものの，RQL型
燃焼方式において重要なアウタおよびインナの希釈孔位
置における総圧の損失として評価した場合，アウタ側で
は大差なかった。一方，インナ側では1％の改善が得ら
れ，かつ，上下のバランスが良いことが判った。図11
⑵総圧損失性能の面から判断した場合，平面タイプ
よりも曲面タイプが若干優れていることが判明した。加
工の容易性すなわちコストの面や組み立ての容易性から
言えば平面タイプも捨て難い程度の差であるが，環境に
やさしいことが重点であるエコエンジンの燃焼器用とし
ては総圧損失性能を重視して曲面タイプを採用すること
とした。これは特にRQLタイプの燃焼方式の場合，低
NOx化性能向上のためには希釈孔からの希釈空気によ
る急激かつ一様な希釈が重要であり，損失の少ない方が
有利であるからである。また，昨今の燃料高騰を考えあ
わせると燃焼器における圧力損失低減分を燃費の向上に
回すという選択肢も今後考えてゆかなければならないだ
ろう。

図15　バッフル付タイプ総圧分布の数値計算結果図12　曲面カウルタイプ総圧分布の数値計算結果

図13　平面カウルタイプ総圧分布と各肩部速度ベクトルの
　　　数値計算結果

図14　バッフル付タイプ形状と計算格子
　　　左図：プリディフューザ側より覗く
　　　右図：新規生成の計算格子

図16　バッフル付タイプにおける流れの転向角
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⑶プリディフューザ出口から燃焼器希釈孔にかけての
圧力損失が3％ほどあるが，通常の燃焼器に比較し大き
いと言わざるを得ない。これはプリディフューザ部での
減速量が小さく，かつ燃焼器室の大きさの制限からプリ
ディフューザ出口から燃焼器ドームまでの距離が取れず，
プリディフューザの延長が困難なためである。さらに結
果としてプリディフューザの出口高さ（巾）が小さいた
め，プリディフューザからの高速流は燃焼器頭部のカウ
ルに垂直に衝突し，ほぼ90度直角に曲がり，所謂曲がり
ダクトの圧損係数がほぼ1であるように，動圧分を完全
に喪失している状態である。さらに肩部において，既に
減速しているので程度は低いものの，再度90度屈曲する
ことにより更なる動圧全損が発生して損失を増加させて
いるといえる。
　

重合格子の効果
⑴重合格子を用いると，カウル部の形状を形成する計

算格子のみを入れ替えることで数値計算を行うことができ
るため，平面タイプの格子と曲面タイプの格子を容易に生
成することができる。このため，燃焼器プリディフュー
ザから燃焼器希釈孔にかけてのコールドフローの圧力損
失の比較計算作業を効率的に行うことができ，設計作業
において重合格子は便利な道具であると考えられる。
⑵流れの剥離を捉えることが重要である「肩部」や

「プリディフューザ壁面」に対して非常に細かな境界層
格子を適用している。このうち「肩部」は構造が非常に
複雑であり，ベースとして存在している疎な格子に重畳
する形で，壁面に沿ってシップを張るように壁面y＋を
考慮した境界層格子を別途任意に生成して貼り付けてい
る。このような格子生成が可能なところも重合格子の便
利なところである。
⑶しかし，全ての第一ステップである格子を生成する

時点において，作業は非常に非効率的であった。これは
本質的な問題ではなく，歴史的に非構造格子が先行した
ため格子生成ツールおよびその利用技術・ノウハウが熟
成しており，相対的に非構造格子に比べて重合格子作成
のハードルが高かったことが原因である。複雑な形状の
流れ場の格子を切る場合，現状では非構造格子のほうが
全作業工程としてみた場合に有利であるが，今後のツー
ルの開発とノウハウの蓄積により，有用な設計ツール・
手法となり得ると考えられる。

11．まとめ
エコエンジン用の燃焼器の上部構造であるカウルの最

適形状の選定を，宇宙航空研究開発機構が開発している
汎用CFD解析ソフトであるUPACS，およびWEB経由で
外部から容易に利用可能なスーパーコンピュータ利用シ
ステム（JSSwans）を用いて実施した。また，エコエン
ジン用燃焼器の試験データと比較した。
CFD解析結果と計測値は良く一致しており，重合格

子の便利さと合わせて設計ツールとして有効であるとい
う結論を得た。
その結果，エコエンジンの燃焼器頭部カウル形状と
して曲面タイプを選定したが，圧損の点では良い選択で
あったことが確認された。
燃焼器における圧損はこれまである程度必要悪として
認められてきたが，燃料高騰の昨今少しでも削減したい
項目でもある。RQLタイプ燃焼器の場合，流れの大部
分は燃焼器頭部ではなく，2派に分離して燃焼器中央の
上下希釈孔から流れ込む。このことは，高圧圧縮機出口
から希釈孔までの距離が長いということであり，これを
単に長い通路とせず，緩やかなディフューザとすること
で圧損を減少させうる可能性があることが，極端な形状
（考案）によってではあるが示せた。
そのようなアイデア検証の際，UPACS重合格子が非
常に便利な格子生成方式であること，JSSwansにより会
社のPCから居ながらにしてスパコンを利用できるよう
になったこと，および今後3年でJSSが大幅に増強され
る計画であることは，今後の日本の航空エンジン開発・
設計に大きく貢献することになると考えられる。
謝辞：本研究にあたってUPACSの使用法やノウハウ
を初歩的な質問にもめげず親切にご指導・伝授いただい
たJAXA招聘研究員の飯野淳氏に厚く感謝する。
なお，本共同研究は，NEDOの助成を得た「環境適合
型小型航空機エンジンの研究開発」の成果の一部である。
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シミュレーションの効用は技術分野に限らない。
中学時代から音楽は趣味であったが，高校でピアノを

始めた。悩みは弾きたい曲と弾ける曲のギャップにあっ
た。こけの一念でベートーベンに挑戦したが，20年の後
あまりにも遅く限界を悟って，いまや末端神経刺激健康
法にすぎない。それはシンセサイザーがアナログの頃で
あったが，チェロの音を出してアコースティック奏者と
の合奏でピアノ三重奏が出来ないかと思いついた。その
頃は情けない電子音であったがその後15年デジタルサン
プリング技術の進歩の予想が的中して，音色はアコース
ティックに格段に近づいてきた。シンセサイザーでコン
トラバスを担当し，本物の演奏者に混じってシューベル
トの“鱒の五重奏”で違和感を覚えないレベルに達した
と自画自賛している。

パソコンのフライトシミュレータの進歩は驚嘆に値す
る。模型飛行機の経験もあった所為か初めてセスナの操
縦桿を任されたときに全く違和感がなかった。それに気
をよくして本格的にモーターグライダーの操縦をはじめ，
本物とシミュレーションの類似と相違を実感した。年齢
の所為で操縦はやらなくなったがフライトシミュレータ
の仮想現実の世界で操縦を楽しんでいる。

大学定年後Wing In Ground-effect Craft（WIG）の研
究を開始した。これまでの民間WIGは水面すれすれに
しか飛べない。地面効果外も自由に飛べるWIGでなけ
れば実用性がない。ラジコン模型で実験しながら設計シ
ミュレーションによって地面効果外飛行と地面効果内飛
行を両立させる条件を探りつつある昨今である。

顧みればシミュレーションがキーワードであった。シ
ミュレーション研究の面白味はモデル化にある。確立さ
れていない段階の技術の方向を探るのに最も適している
ように思われる。趣味の世界でもアマチュア的アプロー
チの領域で楽しめる。プロの世界は厳しいものである。
楽しんでばかりはいられない。しかしシミュレーション
の効用で趣味が実益につながることを体験出来るのは楽
しい。 

シミュレーター・CFD・バーチャルリアリティ・・・
シミュレーションを専門用語と受け取るエンジニアが
多いかもしれないが，本来シミュレーション−“真似ご
と”−であってその対象は広い。真似ごとの対語は本物
である。しかし本物でないからといってシミュレーショ
ンの値打ちが落ちるとは限らない。特に事故・災害など
のシミュレーションは事後対策以上の価値ある場合があ
るであろう。

私自身の55年の研究生活を通してシミュレーションと
のかかわりを振り返ってみたい。

1953年運輸技研〔運輸省〕に入所して最初に手がけた
のはディーゼルエンジンの過給であった。排気ターボ
チャージャーの効率を排気管内の平均値から割り出す
と100%を超えることがある。脈動流のエネルギーを考
慮していないからであろう。当時非定常流の早い温度変
動を計測することは困難であった。数値解析も図式計算
のほかなく専門熟練者によって₁ケース₁ヶ月を要した。
これでは設計への利用は困難である。当時輸入され始め
た科学用電子計算機に適した計算法はないか？　それが
シミュレーションモデル開発の面白味を味わった最初で
あった。

発明されたばかりのホーバークラフトの研究に取り
掛かったのは1960年であった。ホーバークラフトから双
胴のSurface Effect Shipへ，空中プロペラから水ジェッ
トへ大型化を追及した開発動向に伴って基礎研究も風洞
実験から水槽実験に軸足を移し，抵抗分離の成果を総
合して水ジェット推進航洋エアクッション船を提案した。
1982年英国の会議で発表して反応は好評であったがホー
バークラフトの発明者Sir Cockerelから日本ではなぜ基
礎研究ばかりやって試作をしないのかと批判された。三
井造船の小沢宏臣さんも一緒だったが，本物でやらない
と分からないことがあるという技術の本質を突いたコメ
ントに改めて感銘を受けた。〔小沢さんはその後テクノ
スーパーライナーの開発で批判に応えた結果になってい
る〕

原稿受付　2009年₁月₆日
＊₁　㈳日本ガスタービン学会名誉会員

〒184-0011　小金井市東町₂−29−27

シミュレーション
村尾　麟一＊1

MURAO Rinichi
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